
第六次白石市総合計画　重点戦略・分野目標別指標　評価一覧

　Ａ：順調　Ｂ：おおむね順調　Ｃ：やや遅れている　Ｄ：遅れている　　　　達成率＝（評価Ａ＋評価Ｂ）÷指標数

指標数 評価Ａ 評価Ｂ 評価Ｃ 評価Ｄ Ｒ５達成率 【参考】Ｒ４達成率 【参考】Ｒ３達成率

4 0 1 1 2 25.0% 25.0% 25.0%

2 1 1 0 0 100.0% 100.0% 100.0%

3 1 0 2 0 33.3% 33.3% 33.3%

3 0 1 2 0 33.3% 33.3% 33.3%

10 1 8 1 0 90.0% 100.0% 70.0%

13 4 5 3 1 69.2% 69.2% 84.6%

12 5 6 1 0 91.7% 91.7% 83.3%

6 2 0 3 1 33.3% 33.3% 16.7%

16 5 3 5 3 50.0% 25.0% 31.3%

12 4 4 3 1 66.7% 58.3% 41.7%

81 23 29 21 8 64.2% 59.3% 54.3%

現状値
（令和元年度）

実績値
(令和５年度)

【参考】Ｒ４実績値 【参考】Ｒ３実績値
Ｒ５
評価

【参考】
Ｒ４
評価

【参考】
Ｒ３
評価

○重点戦略１　次世代を担う子ども輝き戦略

15% 17.8% 17.6% 22.0% Ｂ Ｂ Ｂ

16% 10.1% 10.8% 16.4% Ｃ Ｃ Ｃ

12% 5.4% 6.0% 5.9% Ｄ Ｄ Ｄ

32% 16.3% 14.8% 22.3% Ｄ Ｄ Ｄ

○重点戦略２　住民主体の地域づくり戦略

- ５地区 ２地区 ２地区 Ａ Ｂ Ｂ

30% 29.7% 31.7% 32.5% Ｂ Ｂ Ｂ

○重点戦略３　まちの魅力づくり戦略

47% 39.9% 44.1% 36.5% Ｃ Ｃ Ｃ

27% 60.9% 59.8% 33.2% Ａ Ａ Ｂ

39世帯 36世帯 33世帯 38世帯 Ｃ Ｃ Ｃ

○重点戦略４　輝く未来地図戦略

13% 20.7% 20.4% 16.1% Ｂ Ｂ Ｂ

- 0人 0人 0人 Ｃ Ｃ Ｃ

1,198,379人 1,111,668人 941,189人 866,782人 Ｃ Ｃ Ｄ

○分野目標１　人・文化を育む

１-１　学校教育の充実 ※（　）は全国平均の数値。

小学校
 国語62％ （64.0％）
 算数62％ （66.7％）
中学校
 国語66％ （73.2％）
 数学51％ （60.3％）
 英語46％ （56.5％）

小学校
 国語67％ （67.2％）
 算数57％ （63.4％）
中学校
 国語55％ （58.1％）
 数学48％ （52.3％）
 英語：実施なし

小学校
 国語67％ （67.0％）
 算数60％ （63.0％）
中学校
 国語68％ （70.0％）
 数学46％ （51.0％）
 英語40％ （46.0％）

小学校
 国語64％ （65.6％）
 算数60％ （63.2％）
中学校
 国語67％ （69.0％）
 数学44％ （51.4％）
 英語：実施なし

Ｂ Ｂ Ｂ

小学校
 男子52.52（53.61）
 女子54.41（55.59）
中学校
 男子40.55（41.56）
 女子49.68（50.03）

小学校
 男子51.12（52.59）
 女子53.41（54.28）
中学校
 男子43.13（41.32）
 女子48.00（47.22）

小学校
 男子47.67（52.28）
 女子56.26（54.31）
中学校
 男子40.89（41.04）
 女子46.38（47.42）

小学校
 男子51.21（52.52）
 女子54.52（54.64）
中学校
 男子38.62（41.18）
 女子46.14（48.56）

Ｂ Ｂ Ｂ

小学校86.4％（85.8％）
中学校74.5％（81.9％）

小学校84.2％（84.8％）
中学校85.9％（83.8％）

小学校89.4％（85.3％）
中学校76.4％（81.8％）

小学校93.6％（84.7％）
中学校86.4％（82.9％） Ｂ Ｂ Ａ

１-２　地域・家庭の教育力の向上

1,174回 627回 1,209回 1,133回 Ｃ Ｂ Ｃ
93%

（平成30年度）
94.0% 94.0% 93.0% Ｂ Ｂ Ｂ

１-３　生涯学習・スポーツの推進

３地区 ７地区 ５地区 ３地区 Ａ Ｂ Ｂ

13.70% 11.90% 12.96% 12.22% Ｂ Ｂ Ｃ

１-４　歴史遺産・伝統文化の継承と活用

０回 ５回 12回 12回 Ｂ Ａ Ａ

３回 ２回 ３回 ２回 Ｂ Ｂ Ｃ

１回 ５回 ９回 ４回 Ｂ Ｂ Ｂ広報しろいし・市公式サイトなどへの記事掲載回数 12回 20回

ワークショップ・講座などの開催回数 ６回 10回

地域の歴史文化を紹介する講演会の開催回数 ３回 ３回

課題解決型の共同学習に取り組む地区数 ６地区 全地区

スポーツ少年団加入率 14.00% 14.20%

学校支援ボランティア活動回数 1,237回 1,291回

放課後子ども教室参加者の満足度 95% 98%

全国体力・運動能力、運動習慣等調査の点数 全国平均以上 全国平均以上

学校は楽しいと思う児童生徒の割合 全国平均以上 全国平均以上

観光客入込数 1,300,000人 1,500,000人

全国学力・学習状況調査の平均正答率 全国平均以上 全国平均以上

本市での働きやすさの満足度の割合 20% 30%

働く場の創出
（企業誘致・既存立地企業の雇用拡大によるもの）

R3～R7
20人分

R8～R12
30人分

本市に住み続けたいと思う割合 35% 40%

市外からの移住世帯数（定住促進事業申請者） 60世帯 80世帯

地域での支え合いの満足度の割合 40% 60%

住みやすさの満足度の割合 55% 60%

子どもを育てやすい環境と思う割合 40% 50%

地域づくりを担う人材の育成 ５地区 全地区

子育て支援の満足度の割合 30% 40%

子どもを産みやすい環境と思う割合 20% 30%

子どもの教育環境の満足度の割合 30% 40%

○分野目標１　人・文化を育む

○分野目標２　みんなで地域づくりを進める

○分野目標３　暮らしをともに支え合う

○分野目標４　安全・安心を守る

○分野目標５　活力・賑わいを創る

○分野目標６　まちの未来を描く

目標

○重点戦略１　次世代を担う子ども輝き戦略

○重点戦略２　住民主体の地域づくり戦略

○重点戦略３　まちの魅力づくり戦略

○重点戦略４　輝く未来地図戦略

合　計

指　標
中間値

（令和７年度）
目標値

（令和12年度）



現状値
（令和元年度）

実績値
(令和５年度)

【参考】Ｒ４実績値 【参考】Ｒ３実績値
Ｒ５
評価

【参考】
Ｒ４
評価

【参考】
Ｒ３
評価

指　標
中間値

（令和７年度）
目標値

（令和12年度）

○分野目標２　みんなで地域づくりを進める

２-１　これからの時代に対応したコミュニティの形成

５地区 ６地区 ５地区 ５地区 Ｂ Ｂ Ｂ

６地区 ８地区 ８地区 ８地区 Ｂ Ｂ Ａ

２-２　持続可能な多機能型自治の形成

０件 ０件 ０件 ０件 Ｃ Ｃ Ｃ

０回 ４回 ９回 ６回 Ａ Ａ Ａ

０回 ７回 ４回 ２回 Ａ Ａ Ａ

２-３　協働のまちづくりの推進

319件 183件 164件 199件 Ｄ Ｄ Ｃ

０地区 ５地区 ２地区 ２地区 Ａ Ｂ Ｂ

２-４　市民と行政の情報の共有化

639,171件 577,257件 598,476件 713,068件 Ｃ Ｃ Ｂ

2,171件 6,377件 6,093件 5,699件 Ｂ Ｂ Ｂ

２-５　持続可能な行財政運営

91.40% 92.90% 92.40% 84.80% Ｃ Ｃ Ａ

6.10% 3.70% 2.80% 3.00% Ａ Ａ Ａ

564,739千円 524,361千円 644,269千円 750,384千円 Ｂ Ａ Ａ

２-６　社会の変化に対応できる職員の育成・確保

318人 333人 371人 351人 Ｂ Ａ Ｂ

○分野目標３　暮らしをともに支え合う

３-１　地域福祉の推進

未構築 構築 構築 構築 Ａ Ａ Ａ

５地区 ６地区 ５地区 ５地区 Ｂ Ｂ Ｂ

３-２　子ども・子育て支援の充実

98.70% 93.60% 100.60% 97.50% Ｂ Ａ Ｂ

26人 ０人 ０人 ０人 Ａ Ａ Ａ

84,960人 91,747人 73,047人 51,283人 Ａ Ｂ Ｄ

３-３　高齢者福祉の充実

3.70% 6.20% 6.20% 4.70% Ｂ Ｂ Ｂ

17.40% 16.30% 16.70% 17.20% Ａ Ａ Ａ

３-４　障がい者福祉の充実

０人 ０人 ２人 ０人 Ｂ Ａ Ｂ

未整備 整備 整備 整備 Ａ Ａ Ａ

３-５　地域医療体制の充実と健康づくりの推進

36.80% 43.00% 40.60% 39.60% Ｂ Ｂ Ｂ

36.80% 39.10% 37.80% 38.90% Ｃ Ｃ Ｃ

胃がん　　　17.0％
肺がん　　　32.8％
大腸がん　　30.9％
子宮頸がん　28.7％
乳がん　　　37.5％
前立腺がん　34.1％

胃がん　　　16.8％
肺がん　　　33.0％
大腸がん　　31.1％
子宮頸がん　32.0％
乳がん　　 　36.1％
前立腺がん　35.1％

胃がん　　　17.１％
肺がん　　　31.9％
大腸がん　　30.2％
子宮頸がん　31.7％
乳がん　　 　36.5％
前立腺がん　34.1％

胃がん　　　18.2％
肺がん　　　33.0％
大腸がん　　32.2％
子宮頸がん　33.1％
乳がん　　 　37.2％
前立腺がん　36.2％

Ｂ Ｂ Ｂ

○分野目標４　安全・安心を守る

４-１　防災・減災対策の充実

3,687人 2,148人 1,300人 311人 Ｃ Ｃ Ｄ

４-２　交通安全・防犯対策の充実

23回 28回 28回 26回 Ａ Ｂ Ｂ

１回 １回 １回 ０回 Ｃ Ｂ Ｃ

148人 139人 146人 148人 Ｃ Ｃ Ｃ

４-３　地域における防災力の強化

60団体 65団体 54団体 52団体 Ａ Ｃ Ｃ

４-４　消費者行政の推進

25回 ８回 １回 ０回 Ｄ Ｄ Ｄ

通いの場の活動地区数（週1回以上活動） ７地区 全地区

ふるさと納税における地域団体の御礼品の件数 ３件 ９件

第２層生活支援コーディネーターの配置地区数 ７地区 全地区

市民活動支援センターの総使用件数 335件 350件

地区計画の策定件数 ３地区 全地区

各種研修会の開催回数 ２回 ２回

相互交流会の実施回数 ２回 ２回

経常収支比率 91.00% 90.00%

実質公債費比率 6.00% 6.00%

市ホームページの閲覧数 719,000件 794,000件

LINE、Facebookの友だち数 6,800件 10,800件

地域包括ケアシステムの構築 構築 構築

第２層生活支援コーディネーターの配置地区数 ７地区 全地区

ふるさと納税寄附金額 600,000千円 1,000,000千円

職員の研修派遣人数 365人 393人

こじゅうろうキッズランド来館者数 85,000人 86,000人

通いの場への参加率（週１回以上） 7.00% 10.00%

乳幼児健診受診者数
（3歳6カ月児健康診査受診率）

100% 100%

待機児童数 ０人 ０人

地域生活支援拠点の整備 整備 整備

特定健康診査受診率 45.00% 50.00%

要介護（要支援）認定者認定率 17.90% 19.00%

成年後見制度利用数 １人 ２人

総合防災訓練参加者数 4,200人 5,000人

交通安全教室の実施回数
（保育園、幼稚園、小学校、中学校）

28回 36回

メタボリックシンドローム及び予備群該当率 30.00% 26.10%

がん検診受診率 40.00% 50.00%

自主防災組織補助金交付事業の利用団体数 65団体 70団体

消費者被害防止の啓発活動・出前講座の実施回数 30回 36回

高齢者向け研修会の開催回数 ２回 ３回

防犯実働隊の隊員数 165人 200人



現状値
（令和元年度）

実績値
(令和５年度)

【参考】Ｒ４実績値 【参考】Ｒ３実績値
Ｒ５
評価

【参考】
Ｒ４
評価

【参考】
Ｒ３
評価

指　標
中間値

（令和７年度）
目標値

（令和12年度）

○分野目標５　活力・賑わいを創る

５-１　農林業の振興

90人 92人 89人 90人 Ｂ Ｃ Ｃ

213,900千円 253,089千円 255,506千円 224,868千円 Ａ Ａ Ｂ

３人 10人 10人 10人 Ａ Ａ Ａ

30% 100% 100% 100% Ａ Ａ Ａ

１人 ５人 10人 ４人 Ａ Ａ Ａ

74人 66人 67人 65人 Ｃ Ｃ Ｃ

５-２　商工業の振興

０件 ０件 ０件 ０件 Ｃ Ｃ Ｃ

16,602,453万円 15,414,683万円 15,414,683万円 15,306,509万円 Ｄ Ｄ Ｄ

５-３　観光の振興

135,916人 117,510人 86,182人 67,432人 Ｃ Ｄ Ｄ

2,957人 1,569人 169人 117人 Ｄ Ｄ Ｄ

５-４　雇用・就労支援の充実

１人 ３人 １人 １人 Ａ Ｃ Ｃ
13,630人

（平成28年度）
13,186人 13,186人 13,086人 Ｃ Ｃ Ｃ

５-５　交流活動の促進

4,470人
（平成30年度）

3,230人 600人 0人 Ｂ Ｄ Ｄ

150人 42人 31人 0人 Ｄ Ｄ Ｄ

５-６　移住・定住の促進

29件 28件 19件 35件 Ｃ Ｃ Ｂ

12件 16件 8件 4件 Ｂ Ｃ Ｄ

○分野目標６　まちの未来を描く

６-１　豊かな自然環境の維持

０回 ０回 ０回 ０回 Ｃ Ｃ Ｃ

０回 １回 １回 ０回 Ａ Ａ Ｃ

６-２　快適な生活環境の構築

3.26% 5.63% 5.23% 4.71% Ｂ Ｂ Ｂ

０件 ０件 ０件 １件 Ｃ Ｃ Ｂ
26.38トン
(平成30年度)

22.65トン 19.79トン 23.90トン Ａ Ａ Ｂ

６-３　道路・公共交通の整備

13団体 14団体 14団体 14団体 Ｂ Ｂ Ｂ

98,556人 81,408人 80,948人 80,116人 Ｄ Ｄ Ｄ

０地区 １地区 ０地区 ０地区 Ｂ Ｃ Ｃ

６-４　魅力ある都市空間の整備

83% 100% 83% 83% Ａ Ｂ Ｃ

67% 100% 100% 100% Ａ Ａ Ａ

78% 82% 79% 78% Ｂ Ｂ Ｃ

77% 74% 70% 70% Ｃ Ｃ Ｃ

みやぎの環境にやさしい農産物認証・表示制度
取得者数

６人 10人

人・農地プランの実質化 60% 80%

白石市鳥獣被害対策実施隊隊員数 95人 100人

農産物直売所連絡協議会加盟店売上額 250,000千円 275,000千円

目標年次までの新規立地企業数（累計） ５件 10件

製造業の製造品出荷額 16,800,000万円 19,000,000万円

新規就農者数（人/年） ２人 ３人

認定農業者数（累計） 84人 86人

創業者数（人/年） ３人 ３人

市内事業所従業員数 13,300人 14,000人

市内観光宿泊客数 147,000人 165,300人

外国人の宿泊客数 5,100人 8,265人

移住相談件数 40件 50件

移住体験住宅の利用件数 20件 24件

市民体育大会、地区体育大会の参加者数 4,520人 4,560人

鬼小十郎まつりにおける外国人来場者数
（外国人向け案内デスク利用者数）

180人 300人

水道管路の更新率（累計） 5.00% 10.00%

空き家等の利活用戸数（累計） ７件 15件

生態系調査の実施回数（累計） １回 １回

環境関連イベントなどの開催回数 １回 １回

市民バス利用者数 99,000人 101,000人

住民主体の移動・外出サービスの導入地区数 １地区 ５地区

市内一斉クリーン作戦でのごみ回収量 現状値より削減 中間値より削減

しろいしサンキューロードプログラム登録団体数 16団体 18団体

都市公園施設の長寿命化の推進率 80% 100%

地域団体による街区公園・緑地の維持管理率 80% 100%

都市計画道路の見直し進捗率 100% 100%

景観法に基づく景観計画の策定進捗率 100% 100%



○分野目標１　人・文化を育む

　１-１　学校教育の充実

施
策
の
方
向
性

中学校74.5％（81.9％） 中学校85.9％（83.8％）

生涯にわたる一人ひとりの可能性を最大化するため、確かな学力や豊かな心、健やかな
体の育成を図ります。
また、経済的条件や地理的条件、障害の有無などにかかわらず、教育を受ける機会の提
供を引き続き行っていくとともに、児童生徒の安全を確保する体制の構築を推進します。
併せて、人口減少や少子高齢化の進行、超スマート社会の到来など、社会構造の急速な
変化に対応した学校のあり方の検討や基盤整備を行います。

現
状
と
課
題

現状値 中間値 目標値

人口減少、グローバル化の進展、超スマート社会の到来など、社会の大転換期を生き抜いていくため
に必要な力を本市の子どもたちに身に付けさせることが不可欠です。
本市では、地域資源を活用しつつ、総合的な学習の時間などで特色ある教育を推進するとともに、海
外への中学生の派遣やデジタル教科書・タブレットの導入など、国際理解教育、情報教育の推進を図っ
ています。
また、少子化に伴う児童生徒数の減少、施設の老朽化などを見据えながら、限られた資源の中で教
育の効果を最大限に生かす工夫が求められています。

指　標
今後の取組方針
具体的な改善策

R5
評価（令和元年度） （令和７年度） （令和12年度） (令和５年度)

実績値
令和５年度の取組実績 指標達成に向けた課題

 男子52.52（53.61）

 男子40.55（41.56）

 数学51％ （60.3％）  数学48％ （52.3％）

 女子54.41（55.59）  女子53.41（54.28）

全国平均以上 全国平均以上

小学校

全国平均以上 全国平均以上

中学校

 算数57％ （63.4％）

中学校 中学校

 国語66％ （73.2％）

小学校

 国語55％ （58.1％）

小学校　

 男子51.12（52.59）

 男子43.13（41.32）

 女子48.00（47.22）

※（　）は全国平均の数値。

小学校86.4％（85.8％）

全国平均以上 全国平均以上

小学校84.2％（84.8％）

Ｂ

令和６年度全国学力・学習状況
調査の結果について、令和元年
度からの全国平均との経年比較
では改善傾向にある。今年度は、
小学校国語においては昨年同
様、全国平均と同程度となり、中
学校数学においても、昨年度より
全国平均との差を縮める結果と
なった。また、全国平均を超える
学校も複数認められ，その数も
年々増加している。
併せて、本市が重視している内
容である「学習意欲」の意識調査
の結果は、小学校は両教科、中
学校でも国語において全国平均
を上回った。経年比較でも肯定的
な割合は全国平均を上回る結果
が継続し、このことも成果と捉え
ている。
課題としては、学習面では小学
校算数及び中学校数学が全国平
均と比べ乖離が大きい。特に思
考力・判断力・表現力に課題が認
められた。この結果を厳しく受け
止め、これまでの学力向上対策
を検討し、改善を進めていくととも
に、各学校での適切かつ確実な
学力向上施策の実践の強化を
図っていく必要がある。
自己有用感に関しては、小中学
校ともに全国平均を上回ったもの
の、学習習慣・生活習慣に課題
が認められた。特にメディア（ゲー
ムやスマホ）を視聴・使用している
時間が長く、家庭での学習時間
が少ないことが特徴として挙げら
れる。
体力向上に関しては、特に中学
校において課題が大きく改善され
ている。しかし、平均では全国同
程度、また超えているものの、体
力要素別では持久力や瞬発力な
どに課題が見られた。

〇全国学力・学習状況調査問題
は、学習指導要領の内容を十分
に身に付け活用できるようにして
おくべきと考える内容が出題され
ている。そこで、学力向上に向け
た今後の取組方針として、令和２
年度（中学校は令和３年度）より
完全実施となった学習指導要領
及び、2021年1月の中央教育審
議会答申「令和の日本型学校教
育」を踏まえた授業改善・学習を
一層展開していくことが必要であ
る。これまでの授業の在り方から
大きく転換を図ることをねらいとし
教育委員会と学校が協働的に以
下について改善を進めていく。
・「個別最適な学び」と「協働的な
学び」が一体的に充実し、主体
的、対話的で深い学びの実現に
向けた学習指導の改善と充実
→AIドリル及びＩＣＴの効果的活用
の実践・検証・日常的な展開
・授業改善における小小連携、小
中連携の強化（学び方の共有）
・白石市指導主事の積極的学校
派遣による授業課題・指導力向
上に対する指導・支援の推進
・授業改善に向けた研修の実施
・好事例の提示と実践
○「魅力ある行きたくなる学校づく
り」に向け、児童生徒の声を活か
した取組の充実を図り、学校の楽
しさを実感させている好事例を全
市展開していく。
〇家庭との連携を推進する。
・豊かな心を育むためのゲームや
スマホの使い方、家庭での時間
の使い方等、生活習慣の改善
・家庭での学習の協力体制強化
○体力運動能力調査結果を踏ま
えた改善に向けたPDCAサイクル
を構築し実践化を図る。

Ｂ

 国語62％ （64.0％）  国語67％ （67.2％）

 算数62％ （66.7％）

小学校

全国学力・学習状況
調査の平均正答率

全国体力・運動能力、
運動習慣等調査の点
数

学校は楽しいと思う児
童生徒の割合

 女子49.68（50.03）

 英語46％ （56.5％）  英語：実施なし

白石市学力向上グランドデザイ
ンを作成し、学力向上の取組につ
いて全市的に共通理解を図り、学
力向上推進委員を中心として計
画的に実践を進めた。
全国学力・学習状況調査におい
ては、国からの結果公表前に、各
校において調査後すぐに自己採
点及び誤答分析を行い、授業改
善の原案を作成し実践を進めた。
誤答分析はPDCA前のR（リサー
チ）の役割を果たし、各校の実態
に応じた学習指導の改善と充実
につなげることができた。
授業改善の前提として、各校に
おいて全教員を対象とした、調査
問題を解き授業改善を検討する
校内研修は、一人一人に当事者
意識を持たせるには有効な取組
であった。
各校の誤答分析を基に小中連
携の視点から授業改善の共通
テーマを設定し、７月から各中学
校区で授業実践、授業交流会を
実施する取組が確立され、その
内容が充実してきている。
一人一台のタブレット整備が完
了し、ICTを活用した授業や、持ち
帰りによる家庭での端末の活用
等が一層進んでいる。また、ＡＩド
リルの効果的活用を推進し、知識
の定着や学び直し、つまずき解消
等、個別最適な学びを進めた。
県の事業である「魅力ある行き
たくなる学校づくり」の取組とし
て、不登校の未然防止に向け居
場所づくり・絆づくりにおいて特に
授業改善を柱に学校生活の改
善・充実を図った。
体力向上に関して、体育の専科
教員を配置し、県の体力向上事
業と連携しながら取組を進めた。

Ｂ

中学校



　１-２　地域・家庭の教育力の向上

施
策
の
方
向
性

Ｃ

地域・家庭・学校が協働して子どもを育てる地域学校協働活動を推進し、様々な知識や経
験、技術などを持つ地域の人材を活用しながら、多様な体験・交流活動を通じて地域ぐるみ
で子どもを育むことで、地域全体の教育力の向上と地域の活性化を図ります。

R5
評価

読み聞かせや登山活動、ス
キー教室など学校教育において、
子どもたちと地域住民が関わる
機会を提供した。
また、放課後子ども教室では、
地区伝統行事体験やムーブメント
など多様な経験の機会を提供す
ることによって、放課後や休日等
の居場所を確保し、異年齢との交
流を図った。

Ｂ

ボランティア活動の担い手の高
齢化と新規登録者の減少による
人材不足も懸念されることから、
改めて市民等へボランティア活動
に対する理解と協力に繋がる広
報等について検討する必要があ
る。
また、コロナ禍で学校支援ボラ
ンティア活動が減少し５類に移行
した後もコロナ前の水準に戻って
いない状況であるため、各学校へ
の働きかけを行う等の工夫が必
要である。

1,237回

指　標

学校支援ボランティア
活動回数

放課後子ども教室参
加者の満足度

現
状
と
課
題

家族構成の変化や共働き世帯の増加、近隣関係の希薄化などを背景に、家庭や地域の教育力の低
下が指摘されており、教育力を向上させるための取り組みが必要になっています。
本市では、地域・家庭・学校が連携・協働して地域の子どもを育む地域学校協働活動を推進しており、
学校で行う校内外の活動を補助する学校支援や各種団体による様々な体験活動などを通じた青少年
健全育成、家庭教育支援チームによる子育て・家庭教育のサポートなどを行っています。
また、子どもたちの安全・安心な放課後の居場所を確保し、異年齢の交流を目的とした放課後子ども
教室を行っています。この教室での体験活動を通して、子どもたちの自主性・創造性を育みます。
今後は、市民及び学校への周知と理解促進を図りながら、活動の担い手であるボランティアなどの育
成・確保に努め、活動の充実を図っていく必要があります。

中間値 目標値 実績値
令和５年度の取組実績 指標達成に向けた課題

今後の取組方針
具体的な改善策（令和元年度）

1,291回 627回

（平成30年度）

（令和７年度） （令和12年度） (令和５年度)

94%

1,174回

学校支援ボランティア活動を広
げるための取り組みとして、幅広
い世代に知っていただくため、新
たに学校支援ボランティアの活動
内容をHPで周知したり、市のSNS
を活用してボランティアの募集を
行ったりする等、広報の強化を図
る。
また、コロナが５類になったこと
を受け、各学校に対しても学校支
援ボランティアの活用について、
校長や教頭が集まる会議等を通
じて周知を図る。

93%

95% 98%

現状値



 　１-３　生涯学習・スポーツの推進

施
策
の
方
向
性

Ａ

Ｂ

越河・斎川・大鷹沢・白川・福
岡・深谷・小原地区の７地区で共
同学習の場が設けられ、それぞ
れの地域の課題について学ぶこ
とができた。
スポーツ少年団は、広報、HPで
の団員募集を行うとともに、体験
教室を開催した。

R5
評価

令和５年度の取組実績

14.2% 11.9%

現時点で越河・斎川・大鷹沢・
白川・福岡・深谷・小原地区の７
地区で共同学習の場が設けられ
ている。今後は、全地区での展開
を目指し、地域住民が主体となっ
て課題の解決に向けた行動につ
なげていけるような共同学習を支
援していく。
スポーツ少年団の加入は、
ニュースポーツや綱引き等誰もが
気軽に体を動かし楽しめる競技を
通じてスポーツの楽しさを知って
もらい、その上でスポーツ協会加
盟団体等に各競技の魅力を伝え
てもらう。

指　標

課題解決型の共同学
習に取り組む地区数

スポーツ少年団加入
率

現
状
と
課
題

個人や地域が抱える課題は、
多様化・複雑化・専門化している
ため、地域住民が主体となって課
題解決に向けた行動につなげて
いけるような共同学習を全地区に
おいて支援することが必要となっ
ている。
スポーツ少年団の加入は、子ど
ものスポーツ離れが叫ばれる中、
スポーツ少年団活動ではない活
動をする子どもたちにスポーツへ
の関心を持ってもらうことが必要
である。

(令和５年度)

現状値 中間値 目標値

13.7% 14.0%

実績値

３地区 ６地区 全地区 ７地区

（令和12年度）（令和元年度） （令和７年度）

豊かな社会生活を送るうえで、一人ひとりが自らの興味や関心、体力に応じて学び、スポーツに親し
むことは重要です。このような活動を通じた交流やつながりは、地域づくりを推進していくうえで大きな役
割を果たすため、幅広い参加を促進していく必要があります。
本市では、公民館やホワイトキューブなどの生涯学習・スポーツ施設を拠点として、関係団体との連
携・協力により各種講座やイベントを展開しているほか、白石市生涯学習フェスティバル事業、しろいし
蔵王高原マラソン大会をはじめとした各種スポーツ大会などを開催し、多くの方々が参加しています。
今後は、各種講座やイベントなどの内容や参加者が固定化してきているため、市民ニーズの把握に
努め、内容の創意工夫や周知を図っていく必要があります。
また、近年、個人や地域が抱える課題は多様化・複雑化・専門化しています。安全・安心な生活を守り
続けるためには、地域住民が主体となって課題の解決に向けた行動につなげていけるような共同学習
（住民自治の再構築）を支援していくことが大切です。
さらに、東京オリンピック・パラリンピックを契機とし、スポーツに関心を持ち、親しむ人を増やしていくこ
とが重要です。

指標達成に向けた課題
今後の取組方針
具体的な改善策

　関係団体との連携・協力により、市民ニーズに応じた講座などの開催に努めるとともに、生
涯学習・スポーツに対する意識啓発や効果的な情報発信、生涯学習施設の整備・充実を図
り、幅広い市民の参加を促進します。
また、講座などを通じて市民が主体的に参加できる生涯学習活動、スポーツ活動、交流活
動、地域活動の実施に努めます。
さらに、生涯学習では市民が抱える課題や地域の課題に対し、気づき、仲間と共に学び、
解決方法を考えて実施する過程を通し、市民の自己成長を育めるような共同学習を支援し
ます。



　１-４　歴史遺産・伝統文化の継承と活用

施
策
の
方
向
性

Ｂ

Ｂ

Ｂ

０回 ６回 10回

20回

(令和５年度)

５回

指標達成に向けた課題
今後の取組方針
具体的な改善策（令和12年度）

広報しろいし・市公式
サイトなどへの記事掲
載回数

指　標

ワークショップ・講座な
どの開催回数

５回

小学生以上を対象にした考古
学教室の実施や朝の連続テレビ
小説の主人公のモデルになった
牧野富太郎を題材にしたフォーラ
ムを開催し、企画展を白石城歴
史探訪ミュージアムで開催するな
ど、幅広い世代に歴史遺産・伝統
文化を体感する機会を設けること
ができた。
また、令和５年度は、松窓乙二
が没後200年となる年であったこ
とから、白石の人物史と題し、HP
に松窓乙二の解説ページを設け
たほか、市公式LINEを用いて、多
くの人に知ってもらう機会を設け
た。

現
状
と
課
題

本市には、伊達家の重臣片倉小十郎公の居城であった白石城をはじめ、貴重な歴史遺産が残されて
います。これらは観光やまちづくりなどの面でも本市の魅力を発信できる重要な資源ですが、散逸・滅
失・毀損が課題となっています。
また、次代を担う子どもたちへの歴史遺産・伝統文化に対する理解を深めていくことは、まちへの誇り
や愛着の醸成につながります。今後は、現代に受け継がれる地域の歴史解明のための継続的な調査
及び資料収集に取り組むとともに、これらの歴史遺産・伝統文化を活用できる場の創出や展示施設の
整備が必要です。
さらに、保護・保存を原則としながらも、まちづくりの視点から歴史遺産・伝統文化を地域資源として活
用していくための体制を構築していくことが重要です。

将来を見据え、貴重な歴史遺産やまちの伝統文化を次代に伝えていくための取り組みを
推進するとともに、歴史遺産を公開・活用することを通して地域の歴史文化への関心を高め
ます。このことにより、歴史遺産・伝統文化の存続しやすい環境をつくり、市民のまちに対す
る誇りと愛着を醸成し、よりよいまちづくりにつなげていきます。

広報しろいし・市公式HPなどへ
の記事掲載回数が未達成となっ
たことから、今後市民等への情報
提供の方法を検討する必要があ
る。

関係機関・団体・ＮＰＯなどと連
携し、普及啓発活動を行うことに
より、文化財の価値を発信する担
い手の育成を図る。
普及啓発事業を展開していくに
あたり、人材が不足している状況
から、新たな担い手の育成や、今
後の事業展開のあり方を検討す
る。

３回 ３回 ３回 ２回

１回

R5
評価（令和元年度）

12回

地域の歴史文化を紹
介する講演会の開催
回数

（令和７年度）
令和５年度の取組実績

現状値 中間値 目標値 実績値



１　人・文化を育む　各種事業一覧

令和３年度 令和４年度 令和５年度

　１-１　学校教育の充実

　　１－１－１　夢と志を持ち、可能性に挑戦するために必要となる力の育成 重点戦略　１

10,606 9,524 9,684

10,258 8,640 8,430

32,618 28,441 28,373

29,565 27,183 27,165

　　１－１－２　学びのセーフティネット構築

25,301 22,485 19,615

20,175 20,805 17,769

20,153 22,069 22,629

19,137 19,298 18,935

0 0 0

0 0 0

　　１－１－３　教育政策推進のための基盤整備 重点戦略　１

0 550 458

0 524 112

20,140 3,606 7,692

20,140 2,508 7,523

事業費（千円）
（上段：予算額　下段：決算額）

学力向上関連事業

○関係機関との連携・協働により、学力向上のための取組を推進します。
○「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善に取り組みます。
○外国語・国際理解教育やプログラミング教育など新しい時代に応じた教育を推進します。

重点
事業

学校教育・保育審議会
少子化に伴う、本市の学校教育及び保育のあり方につい
て、白石市学校教育・保育審議会を設置し総合的に検討す
る。

学校管理課

学校管理課●

○ICT利活用に向けた教育環境の計画的な整備を推進します。
○児童生徒の減少に対応した学校の適正配置のために、再編・統廃合などを検討します。

№
総合
戦略

現状維持

担当課

Ａ 現状維持

学校管理課

○
外国語・国際理解教育推進事
業

国土
強靭化

事業等

Ｂ

1

Ｂ

事業の
寄与度

白石市学力向上グランドデザインに基づき、市独自の学力
調査等の施策を実施して学力向上を図る。

学校管理課

事業等の概要

道徳教育の推進や生徒指導の充実、情報モラルの育成を
通じ、豊かな人間性を育む。

学校管理課現状維持

障害等の理由から教育を受ける権利が損なわれないよう支
援する。

現状維持
経済的理由から教育を受ける権利が損なわれないよう支援
する。

今後の
方向性

学校管理課

学校管理課

現状維持

他国との歴史や文化の相違を理解・尊重し、共に生きる力、
コミュニケーション能力の習得を図る。

Ｂ

○特別支援学級等支援員を配置し、一人ひとりの状況に応じた特別支援教育の充実を図ります。
○スクールカウンセラーの配置やスクールソーシャルワーカーの活用などにより、児童生徒及び保護者に寄り添った相談支援に努めるとともに、いじ
め、不登校対策の強化を図ります。
○就学にかかる経済的負担の軽減を図ります。

Ｂ

○

5

7 ○
ICT機器の整備やその活用等を通じ、児童生徒が新しい時
代を生きる力を育成する。

「心の教育」の推進

教育情報化推進事業

Ａ 終了・廃止

Ｂ 現状維持

6

4 特別支援教育の充実

就学援助事業

●

●2

3



令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費（千円）
（上段：予算額　下段：決算額）重点

事業
№

総合
戦略

担当課
国土
強靭化

事業等
事業の
寄与度

事業等の概要
今後の
方向性

　１-２　地域・家庭の教育力の向上

　　１－２－１　地域の人材を活用した子どもの学習機会の充実 重点戦略　１

3 3 3

3 3 3

1,020 1,030 1,024

981 920 997

6 6 6

6 5 6

4,950 3,876 1,647

4,949 3,876 1,647

　　１－２－２　青少年健全育成の推進

285 308 470

228 140 115

14,361 16,831 17,252

13,572 15,646 16,482

電子図書館事業
いつでもどこでもインターネットを通して、電子書籍を読むこ
とができる。児童本を多く導入し、児童・生徒の読書の機会
を提供する。

地域学校協働本部を中心に、地域と学校等（幼稚園・保育
園も含む）が連携・協働して行う地域学校協働活動の充実
を図り、地域全体で未来を担う子どもたちの夢に向かって生
きぬく力や学びを支援するとともに、地域住民等が積極的
に参画することにより主体性・自発性を育むことで地域全体
の教育力の向上や地域の活性化が図られるように事業を
推進する。

●

図書館ボランティア事業 読書環境の整備を行ってもらう。

00

生涯学習課

生涯学習課

○地域学校協働本部を中心に、地域学校協働活動を推進し、学校では行えない体験活動、学校で行う校内外活動の補助など、地域ぐるみで子どもを
育み、教育力の向上に努めます。
○地域学校協働活動の推進のため、学校支援はじめ、学校・地域・家庭などとの連携を強化するために地域コーディネーターを配置します。
○図書館ボランティアなどによる読書の推進と読書機会を提供します。

○地域・家庭・学校の密接な連携により、青少年育成活動と青少年の社会参加を推進します。
○ジュニアリーダーの育成と活用を図り、地域ぐるみで子ども会の活性化と世代間交流活動を推進します。

図書館

現状維持Ｂ読み聞かせ事業
保育園、幼稚園、小学校に出向き、希望に応じた読み聞か
せを実施。来館者を対象とし、毎月絵本コーナー内で行う。

Ｂ 現状維持

学校支援コーディネーターの
配置

地域学校協働活動を推進するため、学校現場を熟知してい
る者を配置する。

生涯学習課0

00

Ｂ 現状維持

Ｂ 現状維持
地域学校協働活動を推進するため、地域・学校・家庭がより
連携できるように地域連携担当者を配置する。

9

学校管理課

14
ジュニアリーダーの育成と支
援

次代を担う青少年が、たくましく思いやりのある人間として成
長できるように、育成体制を整備し、活動支援や研修事業
の充実を図る。

Ｂ 現状維持

15 Ｂ 現状維持
不登校児童生徒等に対する多様な教育機会の確保や、社
会的な自立に向けた支援を行う。

教育相談支援事業●

生涯学習課

8

Ｂ 現状維持 図書館

Ｂ 現状維持

12 図書館

13

11 ○
地域学校協働活動事業の推
進

010 地域連携担当者の配置



令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費（千円）
（上段：予算額　下段：決算額）重点

事業
№

総合
戦略

担当課
国土
強靭化

事業等
事業の
寄与度

事業等の概要
今後の
方向性

　　１－２－３　家庭教育支援の充実

658 672 777

543 527 590

37 37 37

35 35 35

　　１－２－４　放課後子ども教室の充実

1,866 1,860 2,018

1,442 1,533 1,768

　１-３　生涯学習・スポーツの推進

　　１－３－１　団体・組織などの育成・活動支援 重点戦略　１

800 800 800

800 800 800

0 0 0

0 0 0

○放課後子ども教室コーディネーターを配置し、各教室への指導・助言及び学校・放課後児童クラブとの連携体制を構築します。
○地域の伝統行事などの体験プログラムを提供し、子どもたちの自主性・創造性を育みます。
○研修会・情報交換会を実施し、安全・安心な居場所づくりに努めます。

○白石市スポーツ協会や白石市スポーツ少年団を中心とするスポーツ団体の活動支援に努めます。
○スポーツ指導者（スポーツ推進委員及び有資格・ボランティア指導者）の育成強化を図ります。

○家庭教育支援チームとの連携により、親の「学び」と「育ち」のための支援と組織の充実を図ります。
○親子のふれあい交流事業の拡充、子育ての悩みや不安などの相談、学習の場の提供に努めます。
○「家庭の日」の浸透を図りながら、家族団らんの工夫や子どもの家事分担などを基本にした教育の推進を図ります。

17 家庭の日推進事業
青少年の健全育成と非行防止のために、健全な家庭づくり
を目指して「家庭の日」事業を推進する。

Ｂ

Ｂ 現状維持

現状維持

19 白石市スポーツ協会事業

生涯学習課

16
家庭教育支援活動（地域学校
協働活動事業）

子どもの豊かな人間性を育むため、すべての親が安心して
子育てや家庭教育が行えるように、市内関係機関との連携
や県の事業を活用しながら家庭教育への積極的な支援を
行う。

市民のスポーツの普及振興により健康を増進し、市民生活
の安定と市の発展に寄与することを目的に、市民体育大会
や総合体育大会等の各種競技会の実施、加盟団体の強化
発展と相互の連携融和等を図る。

生涯学習課

18
放課後子ども教室の実施（地
域学校協働活動事業）

放課後や週末等に子どもたちの安全・安心な活動拠点を設
け、地域の住民との交流等により、子どもたちが地域の中
で、心豊かで健やかに育まれる環境づくりを推進する。

●

●

Ｂ 現状維持

Ｂ 現状維持

生涯学習課

20
白石市スポーツ少年団本部事
業

スポーツを通して青少年の心身の健全な育成に資すること
を目的に、所属するスポーツ少年団や指導者等の育成や
養成、各種大会の開催、単位団相互の親睦並びに他市町
村のスポーツ少年団との交流等を図る。

Ｂ 現状維持 生涯学習課

生涯学習課



令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費（千円）
（上段：予算額　下段：決算額）重点

事業
№

総合
戦略

担当課
国土
強靭化

事業等
事業の
寄与度

事業等の概要
今後の
方向性

　　１－３－２　講座・教室・イベントなどの開催

92 92 92

37 81 58

0 0 0

0 0 0

4,300 4,300 4,800

0 4,300 4,800

560 560 560

0 423 513

582 559 496

0 423 495

　　１－３－３　スポーツ環境の整備 重点戦略　１

4,300 4,700 4,800

4,300 4,300 4,800

○ライフステージに応じたスポーツ活動の環境づくりとスポーツに関する情報を提供し、市民の興味・関心に応じたスポーツ活動を促進します。
○既存施設の整備及び効率的な運用を図ります。
○総合型地域スポーツクラブの活動を支援します。
○スマートインターチェンジの周辺に市民の健康づくりや生涯スポーツ振興のための施設の整備を検討します。

○講座などの内容を定期的に見直し、市民ニーズを捉えた開催に努めます。
○住民参画による自己成長の促進と、自己肯定感を高めるような講座の開催に努めます。
○市民体育大会、しろいし蔵王高原マラソンなど市民参加型のイベント、スポーツ大会を開催します。
○生涯スポーツ、コミュニティスポーツの普及振興を図ります。
○学校、地域におけるスポーツ活動を推進します。
○スポーツを観る機会の充実を図ります。
○大学と連携し、健康づくり、スポーツ振興に取り組みます。

21 ○ 各種講座の開催

市民の自己成長の促進や自己肯定感を高めるとともに、市
民ニーズを捉えた講座の開催を目指し、学習内容の組み立
てなどに市民がより参画できるような講座実施のあり方を工
夫していく。

Ｂ 現状維持 生涯学習課●

生涯学習課

23 ○ しろいし蔵王高原マラソン大会
南蔵王野営場をメイン会場にマラソン大会を年１回開催し、
健康・体力の保持増進と参加者相互の交流を深めながら交
流人口の拡大や生涯スポーツの振興を図る。

生涯学習課

22 ○ Ｂ 現状維持

Ａ 拡大・拡充

ニュースポーツ移動教室

いつでも、だれでも、気軽にできる「ニュースポーツ」を通じ
て、スポーツの楽しさを体験することにより、健康な心と体を
育てることを目的にシャフルボード・キンボール等のニュー
スポーツ教室を実施希望する市内小学校や各地区公民館
等に随時出向き実施する。

生涯学習課

24 市民体育大会
10月に緑地公園陸上競技場において、地区対抗により参加
者の各年代に応じた運動競技を実施し市民の健康増進や
市民間の相互交流等を図る。

Ｂ 現状維持

各種スポーツ大会（白石市ふ
るさと球技大会・市民綱引き大
会・グラウンドゴルフ大会等）

白石市ふるさと球技大会、市民綱引き大会、グラウンドゴル
フなどの各種スポーツ大会をそれぞれ年１回程度開催し、
当市におけるスポーツの振興と市民の健康増進を図る。

Ｂ

○

Ｂ25 ○

現状維持

生涯学習課

生涯学習課

現状維持

スポーツセンター指定管理委
託

市民のスポーツ実施の拠点となる白石市スポーツセンター
の管理運営を白石市体育協会に委託し、円滑な事業実施と
当市におけるスポーツの推進を図る。

26



令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費（千円）
（上段：予算額　下段：決算額）重点

事業
№

総合
戦略

担当課
国土
強靭化

事業等
事業の
寄与度

事業等の概要
今後の
方向性

7,244 7,783 9,329

6,656 7,567 9,191

0 0 1,000

0 0 1,000

0 0 0

0 0 0

　　１－３－４　生涯学習環境の整備

900 900 900

315 900 900

121 104 103

110 99 100

1,900 1,101 1,279

1,870 703 1,156

308 121 121

308 121 121

73 73 73

37 47 58

生涯学習課●

Ｂ 現状維持

Ｂ

生涯学習課

生涯学習課

34

住民が必要とする時に必要となる学習を支援する。また、支
援する公民館職員（地区公民館含む）は研修会等に参加す
るなどして専門スキルを一層高める。さらに、総務課人事係
と連携し、計画的に社会教育士（社会教育主事）を育成す
る。

31 図書館文化事業
子ども向け体験学習、読書感想文集作成、ボランティアや
市民むけの研修会などを実施し、生涯学習の機会や情報を
提供する。

30 生涯学習フェスティバル事業

32
移動図書館車・自動車文庫配
本所運営事業

小中学校、高齢者３施設、市内４カ所のサービスポイントに
毎月貸出巡回、幼稚園、保育園等市内21カ所に、２カ月ごと
に配本巡回を実施。

28

現状維持Ｂ

現状維持

Ｂ 現状維持

現状維持

生涯学習課

図書館

Ｂ

現状維持

生涯学習課

生涯学習課

図書館

Ｂ 現状維持

Ｂ 現状維持

Ｂ

○ 市民の共同学習の支援

スマートインターチェンジ周辺
における健康づくり・生涯ス
ポーツ施設整備

子どもから高齢者までの誰もが楽しみながら健康増進を図
るとともに、世代間・地域間交流を図れるコミュニティー施設
となるスポーツ・レクリエーション施設の整備に向けた具体
的な検討を行う。

老若男女・競技種目等を問わない当市における新たなス
ポーツの中心となる組織の創設に向け、その運営方法等の
具体的な体系について支援する。

総合型地域スポーツクラブの
活動支援

市民が生涯学習に接する機会を広く設け、活力のあるひと
づくり、まちづくりを推進。市民総意、市民総参画の白石市
生涯学習フェスティバルを開催し、市民の生涯学習意欲の
一層の向上を図り、生涯学習のまちづくりを推進する。

29

33
巡回小劇場・青少年劇場小公
演

市内小学校において、青少年に芸術を身近に鑑賞する機会
を提供し、豊かな情操を養う。

○白石市生涯学習フェスティバル事業を通して、市民ニーズに応じた生涯学習活動を促進する環境を整備します。
○市及び地区公民館の生涯学習にかかわる職員の専門性を高め、共同学習活動をコーディネートしていきます。
○住民自治の向上のため、市民のライフステージに合わせた課題や暮らしの中で抱える地域課題の解決に向けた共同学習を支援します。
○図書館を市民の生涯学習の場として、資料や情報、学習機会を提供します。

27
学校施設・旧学校施設開放事
業

市内小中学校や旧南中学校・旧斎川小学校・旧白川中学
校の体育館、校庭について、学校授業または各種行事等で
使用しない時間帯を市民のスポーツ等実施のために施設
開放し当市におけるスポーツ振興を図る。



令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費（千円）
（上段：予算額　下段：決算額）重点

事業
№

総合
戦略

担当課
国土
強靭化

事業等
事業の
寄与度

事業等の概要
今後の
方向性

　１-４　歴史遺産・伝統文化の継承と活用

　　１－４－１　歴史遺産・伝統文化の保護と記録化の推進

8,971 23,078 8,128

8,971 22,005 8,128

3,000 3,393 2,634

1,266 1,651 1,002

914 974 1,000

914 954 953

0 0 0

0 0 0

　　１－４－２　歴史遺産・伝統文化の次代への継承 重点戦略　１

93 93 93

20 58 63

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

○歴史遺産・伝統文化の調査及び記録作成、デジタル化を推進します。
○歴史遺産の収集・保管を行うとともに、その散逸・滅失・毀損の防止に努めます。

現状維持

個人住宅建設等の開発行為に関わる埋蔵文化財（遺跡）の
確認調査等を実施し保護調整を行うとともに、保存困難なも
のについて発掘調査を実施し、記録保存を図る。また、重要
な遺跡は保存目的の発掘調査を実施する。

生涯学習課Ｂ

生涯学習課、
博物館建設
準備室、図書
館

Ｂ

本市に関連する歴史遺産・伝統文化の内容を把握し後世へ
受け継ぐための基礎資料として歴史遺産・伝統文化を調
査・記録化する。

35

Ｂ 現状維持

Ｂ39
白石市文化財保護委員会の
設置

○地域の貴重な歴史遺産を調査研究し、文化財指定・登録を推進します。
○歴史遺産・伝統文化の継承団体・技術保持者や所有者への支援を行います。
○伝統文化の継承のため、子どもたちへの普及事業を実施します。
○歴史遺産の防災・減災対策を推進します。

37 資料収集事業
資料の滅失・散逸を防ぐため、本市に関連する資料を収集
し、保管する。

36 歴史遺産・伝統文化調査事業

文化財パトロール事業
指定文化財や埋蔵文化財の保護の万全を期すためパト
ロールを実施する。

40
文化財所有者・保持団体等支
援事業

歴史遺産・伝統文化の状態を健全に保ち、円滑に継承して
いけるよう歴史遺産の所有者・伝統文化の保持者等を支援
する。

現状維持

41 文化財レスキュー事業
台風や地震等により被害を受けた歴史遺産をレスキュー
し、状態に応じた措置をとることにより、歴史遺産の毀損・滅
失を防ぎ、保全する。

Ｂ 現状維持

Ｂ

38

Ｂ 現状維持

生涯学習課、
博物館建設
準備室

生涯学習課

生涯学習課、
博物館建設
準備室

生涯学習課

現状維持

白石市文化財保護条例に基づき、文化財の指定や解除そ
の他文化財の保存、活用について教育委員会の諮問に応
ずる機関として設置する。

生涯学習課

現状維持

埋蔵文化財発掘調査事業



令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費（千円）
（上段：予算額　下段：決算額）重点

事業
№

総合
戦略

担当課
国土
強靭化

事業等
事業の
寄与度

事業等の概要
今後の
方向性

　　１－４－３　歴史遺産・伝統文化の価値を再認識する機会の創出 重点戦略　１・３

0 0 0

0 0 0

1,500 1,500 1,500

990 680 1,045

0 0 0

0 0 0

18 18 18

0 0 0

　　１－４－４　歴史遺産・伝統文化の価値を再認識する機会の創出 重点戦略　３

20 20 20

0 15 16

309 894 333

283 588 316

0 0 0

0 0 0

154 154 154

108 96 128

○白石城などで歴史文化を伝える教育普及活動の実施・協力や学習機会を提供します。
○学校教育と連携し、地域の歴史文化を学ぶ取り組みを推進します。
○古典芸能伝承の館（碧水園）を活用し、古典芸能、茶道などの伝統文化の普及と伝承を図ります。

Ｂ 現状維持

Ｂ

現状維持

博物館建設
準備室

現状維持

Ｂ

現状維持 生涯学習課

Ｂ 現状維持

博物館建設
準備室、生涯
学習課、まち
づくり推進課

伝統文化講座の開催
古典芸能や茶道等の伝統文化の普及・振興のため、講座を
開講する。

古典芸能伝
承の館、生涯
学習課

歴史遺産講座の開催
市内の文化財関連団体の構成員等が講師となり、地域の
歴史遺産の魅力を紹介する。

Ｂ

現状維持

○ 展示活動事業
歴史探訪ミュージアムを中心に、歴史遺産・伝統文化理解
のための展示活動を実施する。

48 ○ 歴史的建造物・景観保全事業

白石市風致地区内における建築等の規制に関する条例に
基づき、都市内の樹林地、丘陵、渓谷、水辺などの良好な
自然景観を形成している地区や歴史的な人文景勝地につ
いて、建築物の新築・改増築、宅地の造成、土地の開墾、
木竹の伐採などを規制し、都市の自然景観や良好な都市
環境の維持を図る。

Ａ

Ｂ47

44

Ｂ42

史跡環境整備事業

都市創造課

小学生等を対象に日本舞踊や茶道、香道等の体験教室を
開催する。

古典芸能伝
承の館、生涯
学習課

現状維持

生涯学習課

● 伝統文化体験教室の開催49 ○

史跡・天然記念物等の保存活用を図るため、環境整備や看
板設置・塗り替え等を実施する。

46
白石市博物館建設委員会の
設置

博物館基本構想を受けた博物館建設の具現化に向け、設
置する。

生涯学習課

現状維持

45

○伝統文化を伝える博物館などの建設に向けた整備を推進します。
○歴史的建造物や景観、文化財、史跡、天然記念物などの保全・整備を推進します。
○歴史や伝統文化を体験できる機会を提供します。

文化財講演会の開催
歴史遺産等に高い識見を有する者を招へいし、本市に内在
する歴史的・文化的な価値への認識を広めるため、講演会
を開催する。

43



令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費（千円）
（上段：予算額　下段：決算額）重点

事業
№

総合
戦略

担当課
国土
強靭化

事業等
事業の
寄与度

事業等の概要
今後の
方向性

　　１－４－５　歴史遺産・伝統文化を活用したまちづくりの推進 重点戦略　３

0 0 423

0 0 423

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

6,204 4,916 0

6,167 4,420 0

○歴史遺産・伝統文化を地域資源として公開し、活用します。
○各種媒体を用いて市内外へ歴史遺産・伝統文化の魅力を発信するとともに、課題を共有します。
○関係機関・団体・NPOなどと連携し、文化財を保護・活用する体制の構築や担い手の育成を図ります。
○クラウドファンディングなどの多様な資金の活用を検討します。

情報発信事業
広報しろいしやFacebook等を通じ、歴史遺産・伝統文化の
情報発信をすることにより、歴史遺産等に対する認知と理
解の向上を図る。

Ｂ

51 現状維持

研究機関や民間団体等と連携し、人材の提供や資金協力
を得ながら事業を進めることにより、本市の歴史文化に強い
関心を持つ個人や組織との関係を構築していくことを図る。

研究機関等や民間団体等と
の協働推進

50

生涯学習課、
博物館建設
準備室

現状維持

Ｂ

生涯学習課

53 ○
白石市レガシープロジェクトの
推進

レガシープロジェクト実行委員会に参画し、歴史遺産・伝統
文化に関する人材育成・普及啓発・情報発信・記録作成事
業等を通し、歴史遺産等を活用した地域活性化を図る。

生涯学習課

52

Ｃ 統合・縮小

文化財関連団体・伝統芸能活
動団体の支援

文化財関連団体・伝統芸能活動団体等を支援することによ
り、活動の活性化を図るとともに、歴史遺産・伝統文化に関
心の高い人材の育成を図る。

Ｂ 現状維持

●

生涯学習課、
古典芸能伝
承の館



○分野目標２　みんなで地域づくりを進める

　２-１　これからの時代に対応したコミュニティの形成

現
状
と
課
題

施
策
の
方
向
性

Ｂ

Ｂ

〇参加者の高齢化やリーダー役
などの人材不足のため、活動を
継続することが困難になってきて
いる通いの場もある。活動を継続
できるための支援が必要である。
〇新たな通いの場の立ち上げに
ついては、継続して周知や働きか
けや必要である。
〇サロン等会員が高齢により、活
動を継続することが困難になって
きている。また、新規会員が増え
ない。

第２層生活支援コー
ディネーターの配置地
区数

〇社会参加や介護予防の効果に
ついて、普及・啓発を継続する。
〇いきいき百歳体操サポーター
の養成を継続する。
〇通いの場へ専門職が出向き、
継続できるための支援・助言を行
う。通いの場の活動地区

数（週1回以上活動）
６地区 ７地区 全地区 ８地区

〇感染症対策を講じつつ、開催
方法を工夫しながら活動を継続し
ている通いの場が多い。
〇いきいき百歳体操を行う通い
の場が新規に１か所立ち上がっ
た。
〇フレイル予防、熱中症予防、健
康相談など通いの場への出前講
座を行い、通いの場の活動が継
続できるような支援を実施してい
る。

５地区 ７地区 全地区 ６地区

〇漠然とした事業であることか
ら、引き続き、関係者間で「目指
す姿」の共通理解を図りながら、
取り組むべきことを明確にして取
り組んでいく必要がある。
〇現段階でコーディネーターが未
設置の地区は、場所の問題な
ど、現在の体制では設置が難し
いことから、新たな設置の形を検
討していく必要がある。

〇住民向け研修会等を実施し、
支え合いの必要性の意識を高め
る。
〇コーディネーターの役割等を、
地域の方々や介護関係者などへ
より広く周知を図っていく。

〇関係機関との情報共有の場を
定期的に設けた。
・生活支援体制整備推進協議会
（第１層協議体）：年３回
・第２層コーディネーターとの情報
交換会：年３回
〇住民向け研修会を実施した。
・開催日：10/31　79名参加

現在の地域社会に適した互助・共助・コミュニティ活動の充実が求められる中、人材不足や人と人とのつながりの
希薄化により、さらなる互助・共助の推進やこれまで同様の仕組みの継続が困難になっています。
市民に身近なコミュニティである自治会やまちづくり協議会は、時代とともに変化する市民のライフスタイルへの対
応や、さらなる互助・共助の活性化のため、事業や運営方法などを継続して検討していくことが求められています。
　また、市は、自治会やまちづくり協議会への効果的な支援方法の検討が必要です。

市と自治会、まちづくり協議会が連携して、身近なコミュニティである自治会やまちづくり協
議会の機能の再確認と強化を図るとともに、地域単位での互助・共助の仕組みづくりやライ
フスタイルに適したコミュニティの形成を図ります。

指　標
現状値 中間値 目標値 実績値

令和５年度の取組実績 指標達成に向けた課題
今後の取組方針
具体的な改善策

R5
評価（令和元年度） （令和７年度） （令和12年度） (令和５年度)



　２-２　持続可能な多機能型自治の形成

現
状
と
課
題

施
策
の
方
向
性

Ｃ

Ａ

Ａ

４回

７回

自主財源の確保を図ることを目
的としたふるさと納税事業への参
加はなかった。

・まちづくり交付金・人と地域が輝
く未来共創交付金の活用団体、
まちづくり協議会事務局、自治会
連合会白石支部役員を対象に、
交付金報告会を開催し、各地区
の取り組み等を共有した。
・白石地区の今後の地域づくり推
進体制の整備を考えるための世
代別会議やフォーラムを開催し、
同世代や多世代で今後の地域づ
くりについて考え、意見交換する
場を設けた。

相互交流会の実施回
数

０回 ２回 ２回

指定管理料や交付金等を中心
に運営がされており、自主財源の
確保が課題である。

自主財源の確保策として想定さ
れるふるさと納税事業の周知を
図り、経営基盤の強化を推進す
る。

・まちづくり協議会のない白石地
区を対象に、今後の地域づくりの
具体的な取り組みや運営を学ぶ
ための視察研修会を開催した。
・まちづくり協議会等を対象に、持
続可能な地域づくりや住民の主
体性を引き出す事業づくりを学ぶ
ための研修会を開催した。また、
まちづくり協議会の運営や取り組
みを学ぶための視察研修会を開
催した。

まちづくり協議会等が行う機能
及び経営基盤の強化を目指した
研修内容にするためには、コー
ディネートする職員の力量形成が
求められる。

・職員が各種研修会等に参加す
るなど、コーディネート力を身に付
けていく。
・研修会での学びが実践に生きる
ことを意識した内容を継続して検
討していきたい。

０件
ふるさと納税における
地域団体の御礼品の
件数

０件 ３件 ９件

参加者にとって有意義な場にす
るため、テーマを設定する力、内
容の充実、場の設計の工夫が求
められる。そのためには、普段か
ら地域等の状況を把握しておくこ
とや、職員力量形成が求められ
る。

将来的には、地域が抱える課題
をテーマとし、地域だけではなく、
各種団体等や行政関係課の協力
も得て、情報交換をする場を設け
ていきたい。また、これらを通し
て、相互に次の取り組みのヒント
を得たり、協働で取り組むきっか
けが生まれる場を目指していきた
い。

各種研修会の開催回
数

０回 ２回 ２回

令和５年度の取組実績 指標達成に向けた課題
今後の取組方針
具体的な改善策

R5
評価（令和元年度） （令和７年度） （令和12年度） (令和５年度)

人口減少や都心部への人口集中により税収の減少が懸念される一方、高齢者の増加に伴う社会保障費の増加
やインフラの老朽化による建て替え・更新などの費用の増加が見込まれます。加えて、財源や職員数の減少によ
り、行政力の低下が懸念されます。
本市が持続可能なまちであり続けるためには、住民・地域の力を最大限に発揮できる仕組みや環境を整えていく
ことが重要です。
本市では、自治会や各地区のまちづくり協議会が、市と連携して持続可能な地域づくりを進めていますが、変化し
ていく課題に対応できる自治会、まちづくり協議会の体制を検討する必要があります。

　自治会やまちづくり協議会が行う機能及び経営基盤の強化の推進を支援します。
また、地域おこし協力隊や生活支援コーディネーターなど地域マネジメントをリードする人
材育成に努めます。
さらに、多機能型自治を促進するための研修会の開催や関係者の相互交流機会の創出
を図ります。

指　標
現状値 中間値 目標値 実績値



　２-３　協働のまちづくりの推進

現
状
と
課
題

施
策
の
方
向
性

Ｄ

Ａ

現在実施しているまちづくり交
付金事業は令和８年度に人と地
域が輝く未来共創交付金に完全
移行する。しかし、地区計画の策
定が未完了の場合は移行できな
いため、残る４地区について、令
和７年度中に策定を完了する必
要がある。

令和６年度中に２地区が完了見
込、１地区が取り組み始める予定
である。また、白石地区はまちづ
くり協議会設立に向けた話し合い
と並行しながら進める予定であ
る。

地区計画の策定件数 ０地区 ３地区 全地区 ５地区

新たに３地区で地区計画の策
定が完了し、市内全９地区のうち
５地区で策定完了となった。ま
た、新たに２地区が策定に取り組
み始め、令和６年度中の策定完
了を目指して継続して取り組むこ
とになっている。

・策定完了：越河地区・斎川地区・
大鷹沢地区・白川地区・小原地区
・策定中：福岡地区・深谷地区

今後の取組方針
具体的な改善策

R5
評価

市民活動支援セン
ターの総使用件数

319件 335件 350件

組織を担う担い手の不足もあ
り、団体間の活発な情報共有・事
業連携には至っておらず、市民活
動支援センターの運営収入の一
つである印刷機、コピー機の利用
枚数もピーク時から比べ大幅に
減少している。

市民活動の拠点の一つである
市民活動支援センターの安定的
な運営のため補助金を交付する
とともに、加入団体に対して意向
調査を実施するなどして、市民活
動支援センターの今後のあり方
について見直しをしていきたい。

指標達成に向けた課題
（令和元年度） （令和７年度） （令和12年度） (令和５年度)

183件

市民活動支援センターの安定
的な運営のため、運営団体であ
る白石市民活動フォーラムに対し
て補助金を交付し、市民活動の
活性化を図った。

指　標
現状値 中間値 目標値 実績値

令和５年度の取組実績

まちづくりを推進するためには、地域自らが考え、決め、実行するような主体的な参画が重要です。しかし、市民
の力を最大限に生かすための環境が整備されていないため、市民参画や協働のための仕組み、市政運営などを
定めたまちづくりに関する基本ルールを整備する必要があります。
また、各地区には、まちづくり宣言を実現するための地区計画がないために、まちづくり交付金を有効に活用でき
ていない地域が見受けられます。協働のまちづくりの観点から、市民の力を最大限に発揮できる新たな支援制度を
整備する必要があります。

まちづくり基本条例の制定や広域的な中間支援組織の設置検討、市民と行政との対話機
会の拡充など、協働のまちづくりを推進するための体制・環境整備に取り組みます。
また、市民団体の経営力を高めるための支援や多様な協働を促すコーディネート機能の
強化を図るとともに、各地区のまちづくり宣言の実現を支援します。



　２-４　市民と行政の情報の共有化

現
状
と
課
題

施
策
の
方
向
性

Ｃ

Ｂ

R5
評価

6,377件

HPや広報紙で周知するととも
に、新たに転入者向けにSNSを紹
介するチラシを配布し、広く登録
を促した。
また、LINE、Facebook合わせ
て、昨年度を大きく超える480回
の配信・投稿を行い、積極的に情
報発信を行った。

特にFacebookのフォロワー数の
伸び悩みが見られる。高齢者など
の情報弱者にも、登録するメリット
をどのように理解してもらうかが
課題である。

市民に対する情報発信は、広報しろいしやホームページで行っていますが、パソコンやスマートフォンの普及によ
り、市民の情報収集手段が多様化しています。特に災害などの緊急時に、より迅速に多くの市民・関係者に情報を
伝える手段としてSNSなどの活用が求められています。今後は、市民ニーズに合わせた多面的な情報の発信方法
を検討し、対応する必要があります。
さらに、交流人口や関係人口の拡大に向けて、本市の魅力を発信する手段として、SNSなどを効果的に活用する
ことが重要です。

従来の紙媒体による広報紙の発行に加え、SNSなど様々な媒体を活用し、定期的な情報
発信を効果的に行うとともに、新しいツールの導入を検討します。
また、市民が積極的に市政に参加し、意見を出すことができる多様な機会の充実を図りま
す。

指　標
現状値 中間値 目標値

SNS等の発達により、本市にお
いても情報発信の方法が多様化
し、HP閲覧者数は減少傾向にあ
る。

子育て支援サイトのリニューア
ルを実施し、教育・子育てに関す
る情報をこれまで以上に発信する
ことにより、子育て世代の方の閲
覧者数向上を図る。

市ホームページの閲
覧数

639,171件 719,000件 794,000件

LINE、Facebookの友
だち数

2,171件 6,800件 10,800件

577,257件

HPに最新の情報が掲載される
よう、庁内に広く呼び掛けを行うと
ともに、運用管理委託業者と連携
し、バナーの作成等、閲覧者に
とって見やすく、わかりやすい構
成に努めた。
また、HPの更新は各担当課で
行うことから研修会を開催し、HP
更新担当職員のスキルアップを
図った。

今後もあらゆるツールを活用し、
LINE、Facebookの登録を促すとと
もに、有益な情報を発信し、登録
するメリットを実感してもらう。

（令和元年度） （令和７年度） （令和12年度） (令和５年度)
令和５年度の取組実績 指標達成に向けた課題

今後の取組方針
具体的な改善策

実績値



　２-５　持続可能な行財政運営

現
状
と
課
題

施
策
の
方
向
性

Ｃ

Ａ

Ｂ564,739千円 600,000千円 1,000,000千円 524,361千円

ふるさと納税返礼品の定期的な
更新やホームページ、SNSを活用
し「ふるさと白石」のPRに努めた。
令和５年10月からのふるさと納
税指定制度の見直しに対応する
ため寄付額等の見直しを行い制
度趣旨に沿った運用を適切に
行った。
寄附金は子育てや教育への支
援、高齢者福祉や障がい者福祉
の充実など様々な事業に活用し
た。

スマートインターチェンジ及び周
辺施設の整備事業や公共施設の
改修・長寿命化に関連して、公債
費の増加が見込まれる。

地方債の発行に当たっては、原
則として交付税措置があるものを
借り入れるとともに、借入期間や
据置期間、借入時期等は、今後
の利子負担を考慮した上で設定
する。

「ふるさと白石」への支援を継続
いただけるよう、定期的な情報発
信、返礼品事業者と連携しふるさ
と納税返礼品のさらなる充実化に
努めていく。

「ふるさと白石」への、継続した
支援をいただけるよう、HPやSNS
等を活用したPR、返礼品事業者
と連携しふるさと納税返礼品のさ
らなる充実化に向けた取り組みを
進める。

実質公債費比率 6.10% 6.00% 6.00% 3.70%

臨時財政対策債や辺地対策事
業債の元利償還金の増加に伴う
一般会計の公債費増加とともに、
公営企業債の償還に対する繰入
金の増加があったため、前年度
比0.9ポイントの増加となった。

ふるさと納税寄附金
額

経常収支比率 91.40% 91.00% 90.00%

DXの推進に伴うシステム管理
費用や、公共施設の老朽化に伴
い、維持管理費用の増加が見込
まれる。

委託料などの物件費は、費用
対効果を検証し、その必要性を検
討することにより、増加を抑制す
る。
公共施設は、公共施設等総合
管理計画に基づき、長寿命化を
図る。

（令和元年度） （令和７年度） （令和12年度） (令和５年度)

92.90%

歳出面では公債費や繰出金が
増加するとともに、白石市外二町
組合解散に伴い人件費が増加し
たため、経常的歳出が全体として
増加した。その一方で、臨時財政
対策債や市税などの一般財源が
減少したため、前年度と比較し経
常収支比率が上昇した。

人口減少や少子高齢化による税収の減少、社会保障費の増加、公共施設の老朽化によるリスク・維持管理費の
増加などにより、不安定な財政状況に陥ることが懸念されます。
特に建築から20年以上が経過した公共施設は、全体の状況を把握し、長期的な視点を持って更新・統廃合・長寿
命化などを計画的に進めていく必要があります。

厳しさを増す地方財政の中で持続可能な行財政運営の推進のため、自主財源の確保に
努めつつ、地域の特性や抱えている課題を踏まえた重点的な施策の推進を図るとともに、
効率的で効果的な事務事業の実施を推進します。
また、「白石市公共施設等総合管理計画」に基づいて策定する「個別施設計画」により、効
率的で効果的な公共施設の運営を実現します。

指　標
現状値 中間値 目標値 実績値

令和５年度の取組実績 指標達成に向けた課題
今後の取組方針
具体的な改善策

R5
評価



　２-６　社会の変化に対応できる職員の育成・確保

現
状
と
課
題

施
策
の
方
向
性

Ｂ

業務の多様化、習熟した職員の
退職等に起因する業務多忙によ
り、各所属において、研修に参加
する職員の日程を調整することに
苦慮することがある。

　人材育成に必要な外部研修へ
の職員派遣をできる限り増やして
いく。

職員の研修派遣人数 318人 365人 393人 333人

職員研修派遣人数は、現状値
よりも15人増加させることができ
た。

指標達成に向けた課題
今後の取組方針
具体的な改善策

指　標
現状値 中間値 目標値

住民ニーズの多様化や業務の複雑化などにより、職員に求められる資質・能力は、より専門的なものとなってい
ます。
　また、自然災害など多くの分野に対応できる職員を育成する重要性が増してきています。
さらに、少子高齢化の進展に伴い、生産年齢人口が減少している中で職員の採用が難しく、職員の確保が課題と
なっています。

地域社会を取り巻く環境の変化に迅速かつ的確に対応することができるよう、地域課題に
柔軟かつ総合的に対応できる組織運営や職員一人ひとりの資質・能力を向上させるための
取り組みを推進するとともに、適正な職員数の確保に努めます。

R5
評価（令和元年度） （令和７年度） （令和12年度） (令和５年度)

実績値
令和５年度の取組実績



２　みんなで地域づくりを進める　各種事業一覧

令和３年度 令和４年度 令和５年度

　２-１　これからの時代に対応したコミュニティの形成

　　２－１－１　自治会機能の再確認と強化

0 2,645 2,468

0 2,645 2,468

21,449 21,209 21,209

20,990 20,872 20,809

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

　　２－１－２　地域単位での互助・共助の仕組みづくり 重点戦略　２

1,744 1,806 1,693

1,177 1,345 1,356

1,252 1,694 3,399

732 1,694 3,398

●

社会福祉協議会に委託。活動援助員を配置し、有償ボラン
ティアによる生活支援サービス（家事・移動サービス）を行う
とともに、高齢者等のふれあいサロンの新設や運営の支援
により市民交流を支援し地域における支え合いの体制づく
りを推進する。

○

Ｂ 現状維持 長寿課

まちづくり
推進課

地域づくり支援業務

地域づくりを牽引する方々の人材育成、まちづくり協議会が
地域の核となり地域づくりを推進する体制づくりの検討・支
援、まちづくり協議会の運営強化の支援、交付金活用団体
の取り組みの進化の促進などを行い、住民主体の地域づく
りを促進する。

○分野横断による日常的な支え合いの仕組みを構築します。
○多様な主体の連携による地域共生社会の実現に向けた取り組みを推進します。

3

自治会支援事業

4

事業等の概要
事業費（千円）

（上段：予算額　下段：決算額） 事業の
寄与度

総務課
広報しろいしその他の文書等の配布や行政事務連絡につ
いて自治会連合会へ業務を委託する。

総務課

自治会への加入促進を支援。

認可地縁団体への届出に関する相談、受付、認可。

担当課

総務課

重点
事業

№
総合
戦略

7

総務課

5

人口減少や少子高齢化の進行、市民のライフスタイルの変
化から、自治会運営への自治会長等の負担が増大してい
る。そこで、先進的な取り組みをしている自治会のノウハウ
の共有や顔の見える関係を築き、自治会長等の負担軽減と
スムーズな自治会の運営を支援する。

総務課

Ｂ 現状維持

Ｂ 現状維持

Ａ 現状維持

6
高齢者等地域ささえ愛互助活
動支援事業

1 自治会集会所補助金
集会所等の新築や改良工事に対し、予算の範囲内におい
て補助金を交付する。

○研修会、情報提供などにより、自治会の役割の必要性を再確認する普及啓発を図ります。
○自治会の機能再編に向けて支援します。

2 広報配布契約

今後の
方向性

現状維持Ａ

Ｂ 現状維持

Ｂ 現状維持

事業等
国土
強靭化



令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業等の概要
事業費（千円）

（上段：予算額　下段：決算額） 事業の
寄与度

担当課
重点
事業

№
総合
戦略

今後の
方向性

事業等
国土
強靭化

73 73 73

50 30 0

　　２－１－３　ライフスタイルに適したコミュニティの形成支援 重点戦略　２

7,000 7,500 7,500

7,000 7,500 7,500

10,340 10,340 10,340

10,340 10,340 10,340

2,800 3,100 3,100

2,709 3,015 3,029

3,499 3,444 3,362

3,278 3,110 3,060

8,141 9,392 7,802

7,511 8,193 7,374

　２-２　持続可能な多機能型自治の形成

　　２－２－１　まちづくり協議会の機能及び経営基盤の強化 重点戦略　２

474,718 395,186 295,734

466,062 387,228 293,362

○住民同士の交流密度を高める取り組みを支援します。
○コミュニティ活動の活性化に向けた多様な参画機会を創出します。

いきいき百歳体操応援事業

住民主体で、いきいき百歳体操（重りの負荷による筋力ト
レーニング）を実施し、新たに通いの場の立ち上げを希望し
ている地域へ専門指導員の派遣や物品の貸与などを行い
効果的な支援を行う。

●

住民が抱く想いや抱える課題を、住民が必要とする時に仲
間とともに学習することを支援できるように、地区公民館職
員の専門的なスキルを高めるような市独自の研修会の開催
や、県などが開催する研修会等への参加を促す。

シルバー人材センター運営費
補助金交付事業

シルバー人材センターに補助金を交付し、高齢者の能力と
希望に応じた就労先の確保や情報の提供などの就労対策
を推進し、高齢者の社会参加を促し、生きがいづくりや活力
ある生活を支援する。

生涯学習課Ｂ 現状維持8 地区公民館支援事業

長寿課

9

Ｂ 現状維持

Ａ 現状維持宝くじコミュニティ助成
コミュニティの健全な発展とコミュニティ活動の充実・強化を
図るため、必要な備品等に対し助成を行う。

まちづくり
推進課

10

長寿課

12
老人クラブ活動費助成金交付
事業

老人クラブに助成金の交付を行い、高齢者の知識や経験を
活かし、生きがいと健康づくりのための多様な社会活動を推
進する。

長寿課

11 Ｂ 現状維持

Ｂ 現状維持

敬老行事補助金交付事業
各自治会やまちづくり協議会で敬老行事を実施する場合に
補助金を交付し、高齢者の社会参加や地域性を活かしたま
ちづくりの促進を支援する。

13 ○

14 ○ ふるさと納税推進事業
本市へのふるさと納税寄附を募るため、令和元年度からの
好循環を保ちつつ、ふるさと白石を全国にPRしていく。

○多機能型自治の形成に向けたまちづくり協議会の運営基盤の強化を支援します。
○まちづくり協議会の自主財源の確保を支援します。
○地域住民のニーズに基づいた効果的な事業の推進を支援します。

拡大・拡充
ふるさと納税
推進室

● Ａ 現状維持

Ｂ

地域包括
支援
センター



令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業等の概要
事業費（千円）

（上段：予算額　下段：決算額） 事業の
寄与度

担当課
重点
事業

№
総合
戦略

今後の
方向性

事業等
国土
強靭化

0 0 0

0 0 0

　　２－２－２　地域マネジメントをリードする人材育成 重点戦略　２

37,537 25,000 9,600

36,649 24,972 7,590

203 190 203

97 64 71

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

　　２－２－３　多機能型自治を促す学び合い・磨き合いの場の創出

18,271 17,689 18,384

12,751 13,648 13,114

1,744 1,806 1,693

1,177 1,345 1,356
Ｂ 現状維持

まちづくり
推進課

まちづくり
推進課

長寿課

生涯学習課統合・縮小

○次世代の地域づくりを担う人材の育成に努めるとともに、その積極的な登用を図ります。
○集落支援員の制度活用を検討します。

○多機能型自治の理解を深めるための各種研修会を開催します。
○地域間の相互交流機会の創出を図ります。

取り組みに必要な学習の場の提供や活動を通して、地域で
活躍できる人材の育成を目指す。

まちづくり協議会の自主財源の確保に向けて検討する。
まちづくり
推進課

15 まちづくり協議会支援事業 Ｂ●

地域おこし協力隊推進事業

移住定住分野や観光分野ですでに導入している地域おこし
協力隊を、市内各地域の活性化分野での導入を検討。ま
た、地域おこし協力隊任期中や卒業後に、地域で活躍しや
すいような支援体制や市内各地域の住民自治組織（自治会
やまちづくり協議会）と連携し、地域を活性化する活動が展
開できるような仕組みの構築を検討する。

Ｂ

20

19

18

17 ○ 城花町しろいし事業

16 ●

21

○

集落支援員導入
まちづくり協議会等が地域づくりを推進するための体制を整
えるため、集落支援員制度の導入について検討する。

まちづくり
推進課

拡大・拡充

Ｂ 拡大・拡充

地域づくり人材育成塾
住民主体の地域づくりを推進するために、必要な考え方や
スキルを身につけられる学習機会を設け地域づくりを支援
する次世代の人材を育成する。

Ａ

ふれあいサロン事業
社会福祉協議会に委託。活動援助員を配置し、高齢者等の
ふれあいサロンの新設や運営の支援により市民交流を支
援し地域における支え合いの体制づくりを推進する。

Ｂ 現状維持

現状維持

Ｃ

長寿課生活支援体制整備事業

社会福祉協議会に委託。市内全域と日常生活圏域ごとに
生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）や協議体
を設置し、生活支援サービスの充実を図るとともに地域にお
ける支え合いの体制づくりを推進する。

拡大・拡充



令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業等の概要
事業費（千円）

（上段：予算額　下段：決算額） 事業の
寄与度

担当課
重点
事業

№
総合
戦略

今後の
方向性

事業等
国土
強靭化

　２-３　協働のまちづくりの推進

　　２－３－１　協働の地域づくりを推進するための体制・環境整備 重点戦略　２

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

11 66 43

6 50 31

　　２－３－２　市民との対話の重視 重点戦略　２

0 0 0

0 0 0

　　２－３－３　まちづくり宣言の実現への支援 重点戦略　１・２

4,465 3,557 3,629

4,465 3,557 3,629

1,500 431 2,206

907 431 2,206

0 1,478 1,631

0 1,478 1,617

Ｂ

総務課、企画
政策課、まち
づくり推進課

まちづくり
推進課

○対話の場のあり方を検討し、対話重視のまちづくりを推進します。
○オンライン会議や意見交換の場の創出など、多様な手段による対話機会の拡充を図ります。

○各地区のまちづくり宣言実現のための地区計画策定を支援します。
○地域力・市民力が向上するまちづくり交付金の活用を促進します。

●

まちづくり基本条例制定
協働の地域づくりの推進に向け、まちづくりを進める上で基
本的なルールを定めた、まちづくり基本条例の制定を目指
す。

○まちづくり基本条例の制定に取り組みます。
○官民双方での支援体制の構築を図ります。
○各種制度・委託事業の見直し・統合による効果的な支援制度を構築します。
○市民と行政をつなぐ中間支援組織や専門家の導入・活用・連携を図ります。

23 ○ 官民支援体制構築事業 現状維持
協働の地域づくりの推進に向け、多様な機関が連携できる
ような体制構築を検討する。

まちづくり
推進課

Ｂ 現状維持22

25 市政懇談会
市の施策や課題等について説明し、広く市民の意見を聴く
ため、必要に応じて開催する。

総務課

指定管理者制度等の活用

行財政改革推進計画「集中改革プラン【第四次改訂版】」に
基づき、指定管理者制度導入施設の検討とともに施設の活
性化を図るための運営状況の検証等による育成支援、公
募対象施設の拡大を検討。また、社会経済情勢の変化に対
応した市営施設運営のあり方についても検討していく。

企画政策課24

Ａ 現状維持●

Ｂ 拡大・拡充

26 ○ まちづくり交付金事業
住民主体で策定された「まちづくり宣言」の実現を支援す
る。

●

Ａ 現状維持
地区計画策定支援交付金事
業

「まちづくり宣言」の計画的な実現のために、まちづくり協議
会や自治会連合会白石支部が中心になって行う地区計画
の策定を支援する。

27 ●

まちづくり
推進課

Ａ 統合・縮小

28
人と地域が輝く未来共創交付
金事業

「まちづくり宣言」に基づき策定された、住民が自主的・主体
的に実施する地区計画の活動や事業を支援する。

●
まちづくり
推進課

Ａ 拡大・拡充



令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業等の概要
事業費（千円）

（上段：予算額　下段：決算額） 事業の
寄与度

担当課
重点
事業

№
総合
戦略

今後の
方向性

事業等
国土
強靭化

　　２－３－４　市民団体の経営力を高めるための支援

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

　　２－３－５　多様な協働を促すコーディネート機能の強化

330 330 330

330 330 330

330 330 330

330 330 330

330 330 330

330 330 330

　２-４　市民と行政の情報の共有化

　　２－４－１　定期的な市民への情報発信

6,070 6,677 6,800

5,432 6,411 6,602

0 0 0

0 0 0

業務改善

現状維持Ｂ

○市民団体の経営基盤拡充に向けた研修会の開催や専門家を派遣し支援します。

29 NPO等市民団体支援事業
NPOや市民団体などの設立や自主的な運営について、助
言や他機関との調整を行う。

まちづくり
推進課

30

31 市民団体育成の研修会開催 Ｂ
市民団体が互いの活動内容や強みや悩みを共有できる
場、活動の進化に必要な学びの場を提供することで、市民
団体の育成を促進する。

32
市民団体育成に係る専門家
派遣

● Facebook、LINEを活用した市政等の情報発信を行う。SNS等活用業務

市民団体への補助金等情報
共有・申請支援事業

市民団体が必要とする学習を支援するために専門家を派
遣し、市民団体の育成を推進する。

Ｂ

市民団体が、目的を達成するための活動に必要な、補助金
等の情報や各種支援団体の情報等を提供し、市民団体の
活動の推進を支援する。

37

まちづくり
推進課

総務課

業務改善

総務課

36 広報しろいし発行業務 市政等の定期的な情報発信として広報紙を発行する。●

市民活動支援センター運営支
援事業

市民活動支援センターの自主運営に対して補助金を交付
し、NPOや市民団体などの設立を支援する。

34

コミュニティ対策事業
市民活動支援センターを拠点とし、コミュニティの自主的な
運営について支援を行う。

33

35

○広報しろいし、ホームページ、Facebook、LINE、ユーチューブなどあらゆる手法で情報を発信します。
○新しい情報発信のツールの導入を検討します。

市民活動の拠点施設である「市民活動支援センター」の自
主運営に対して補助金を交付し、市民団体の自主的な活動
を支援・推進する。

Ｄ 業務改善
まちづくり
推進課

Ｄ

Ａ 現状維持

拡大・拡充Ａ

市民活動団体支援事業

○市民活動支援センターの再編及び機能強化を図ります。

Ｂ 現状維持
まちづくり
推進課

まちづくり
推進課

まちづくり
推進課

現状維持

まちづくり
推進課

Ｄ

現状維持



令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業等の概要
事業費（千円）

（上段：予算額　下段：決算額） 事業の
寄与度

担当課
重点
事業

№
総合
戦略

今後の
方向性

事業等
国土
強靭化

2,704 4,775 2,836

2,571 4,587 2,755

0 0 0

0 0 0

　　２－４－２　市民の市政参加の推進

0 0 0

0 0 0

1 1 1

1 1 1

0 0 0

0 0 0

366 366 376

341 346 372

0 0 0

0 0 0

　２-５　持続可能な行財政運営

　　２－５－１　自主財源の確保

2,200 3,355 1,732

2,200 3,355 1,732
Ｂ 業務改善

財政課

会計課現状維持

財政課

総務課

総務課

現状維持

○定期的な市政懇談会を開催し、市民の声を直接聴取する機会の充実を図ります。
○市民の市政参加におけるSNSなどの活用を検討します。
○分かりやすい市政情報の公開に努めます。

Ｃ

Ａ

45

42

43

44

市有財産管理業務

○ふるさと納税の活用とクラウドファンディングの導入を検討します。
○滞納整理の徹底、広域連携の推進、スマートフォン決済アプリなど、新しいツールの導入により収納率向上を図ります。
○未利用市有地などの売却を促進します。

固定資産台帳の公表により、未利用・遊休等の市有地の売
却や貸付を促進し、自主財源を確保する。

39

市長との地区懇談会●

財政課

Ａ 総務課ホームページ維持管理業務
市公式ホームページのスムースな運用と安定的な情報発
信を行うため実施する。

自治会長等を対象に現在取り組んでいる施策などの説明と
市政に対する提案などを聞くための場を設ける。

Ｂ 現状維持

決算等業務

Ｃ 現状維持

総務課Ａ 現状維持

財政状況公表業務
市の財政に関する情報をホームページや広報しろいしを活
用し広く市民に公表することで、財政状況の理解を促し、市
政参加の推進を図る。

38

40

定例記者会見業務 市政について報道機関へ定期的に発信を行う。

41 市民からの意見や提案をいただき市政運営の参考とする。

収納の実績、執行や効果を調査し、財政計画・運営に資す
る。

現状維持

スマイルメール業務

市の決算に関する情報をホームページや広報しろいしを活
用し広く市民に公表することで、財政状況の理解を促し、市
政参加の推進を図る。

Ａ

現状維持



令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業等の概要
事業費（千円）

（上段：予算額　下段：決算額） 事業の
寄与度

担当課
重点
事業

№
総合
戦略

今後の
方向性

事業等
国土
強靭化

0 9,306 2,241

0 9,104 2,074

0 418 418

0 147 143

　　２－５－２　事務事業・補助金制度の見直し

0 0 0

0 0 0

0 2,750 990

0 2,519 990

0 0 0

0 0 0

　　２－５－３　適切な公共施設の運営

0 0 0

0 0 0

1,650 1,815 7,123

1,650 1,815 6,518

財政課

Ｂ 拡大・拡充

税務課
収納管理室

財政課

現状維持 財政課

Ｂ

48

47

46

企画政策課

財政課Ａ 現状維持

51 ○

52 ●

現状維持50

○ ○ 個別施設計画進捗管理業務
公共施設の個別施設計画の推進と検証により、効果的かつ
効率的な公共施設の管理・運営に取り組むとともに、施設
総量と再配置の適正化を図る。

●

補助金等審査会業務
補助金・負担金等により活動を助成している団体について、
その活動内容が適正であるかチェックするとともに、補助
金・負担金等の金額を精査し、効率的な行政運営を行う。

49 行財政改革の推進
行財政改革推進計画「集中改革プラン」を継承した行財政
改革の推進を図るとともに、事務改善に関する調査や企画
を行う。

サマーレビューの実施
多様化する市民ニーズや本市を取り巻く環境の変化に事務
事業が対応できているかを評価・検証し、見直しを行うこと
で、効率的な行政運営を行う。

公有財産管理事業
公共施設を安全・安心に利用できるよう、効率的・計画的な
施設の維持管理を行う。

Ｂ

滞納整理業務

○市の補助制度は、定期的な検証や見直しなどにより、ルールの策定・徹底を図ります。
○サマーレビューの導入を検討します。

インターネット技術を活用した預貯金調査システムの導入な
どによる綿密な財産調査により、より効果的な差押を行うこ
とで効率的な滞納処分を行う。また、財産調査により処分可
能な財産が無いと判断される滞納者に対しては適正に滞納
処分の執行停止を行うなど、滞納税の収納の向上と徴収困
難な案件の見極めを両輪として、滞納繰越分収納率の向上
を図る。

納税推進業務

口座振替の推進に加え、地方税共通納税システムを始めと
するデジタル技術を活用したキャッシュレス納付について周
知を行い、納期内納付をより一層定着させる。また、現年度
滞納者には催告書等により早期の滞納解消を促し、現年分
収納率の向上を図る。

Ａ

現状維持

拡大・拡充

Ｂ

拡大・拡充Ａ
税務課
収納管理室

○公共施設の個別施設計画の推進と検証を行い、施設の規模及び配置の適正化を図ります。
○公共施設を安全・安心に利用できるよう、効率的・計画的な施設の維持管理に努めます。



令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業等の概要
事業費（千円）

（上段：予算額　下段：決算額） 事業の
寄与度

担当課
重点
事業

№
総合
戦略

今後の
方向性

事業等
国土
強靭化

15,233 17,580 11,837

13,705 17,523 11,829

　　２－５－４　広域連携の推進

211 0 0

209 0 0

　　２－５－５　ICTの利活用

0 8,334 21,721

0 7,537 17,347

　２-６　社会の変化に対応できる職員の育成・確保

　　２－６－１　職員の育成

15 12 12

12 0 3

0 0 0

0 0 0

拡大・拡充

拡大・拡充

Ｂ

現状維持

53 ○ 学校施設維持管理業務 学校施設等の適正な維持管理を実施する。 学校管理課

60

59

56

54

○近隣市町村との連携を強化し、広域的な課題への対応や連携事業の実施など、広域連携を推進します。

5,055 5,840

圏域における連携事業の取り組みを行う。

能力開発のため、組織内研修や派遣研修を実施する。

○ICTの利活用を推進し、行政サービスの充実と行政事務の効率化を図ります。

5,022

福島圏域連携推進協議会へ
の参画

人材育成を推進するため、組織内研修、派遣研修や職員メ
ンター制度等を実施する。

ＩＣＴツールの導入を進めるとともに、常に業務手順の見直し
等を図りながら、行政事務の効率化や住民サービスの向上
に取り組んでいく。

●

57

職員能力開発業務 能力開発のため、組織内研修や派遣研修を実施する。

Ａ 拡大・拡充

Ａ

55

58

メンタルヘルス業務
管理監督職員等に対し、メンタルヘルスに関する研修会を
実施する。

総務課新規採用職員育成
白石市職員としての使命感、役割を自覚させ、職務に必要
な基礎的知識の修得および職員相互の親睦を図り、職場へ
の適応能力を養うための研修等を実施する。

総務課Ａ 現状維持

3,252 総務課

総務課

企画政策課

総務課

デジタル
推進課

Ｂ 現状維持

Ｂ

統合・縮小

Ａ

ＤＸ推進事業

職員研修業務

○専門的職務能力向上のための外部研修の受講や研修会への自主参加を促すような環境づくりに努めます。
○職員のコミュニケーションを向上させるための取り組みを検討します。
○若手職員を中心に職員育成の強化に向け、メンター制度などの導入を検討します。

3,546 4,003人材育成推進事業

Ａ 拡大・拡充



令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業等の概要
事業費（千円）

（上段：予算額　下段：決算額） 事業の
寄与度

担当課
重点
事業

№
総合
戦略

今後の
方向性

事業等
国土
強靭化

　　２－６－２　組織体制の整備

1,364 1,578 1,733

1,364 1,578 1,396

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

61 職員採用業務 現状維持

62

Ａ 現状維持63 人事異動業務
組織パフォーマンスの向上を図るため、職員の適性や経験
などを考慮した人事異動を実施する。

総務課

総務課Ａ 現状維持定員管理業務
効率的で質の高い市民サービスを実現するため、行政需要
の変化や本市の実情に応じた、きめ細かい定員管理を実施
する。

○庁内各課が抱える課題共有のための仕組みづくりや行政研修会などの実施により、庁内各課との連携強化を図ります。
○業務ニーズに合った新規採用職員の確保とともに、適正な職員定数の管理に努めます。

Ａ
適正な人材確保を行い、市民サービスの維持向上のため、
職員採用を実施する。

総務課



○分野目標３　暮らしをともに支え合う

　３-１　地域福祉の推進

現
状
と
課
題

施
策
の
方
向
性

Ａ

Ｂ

地域包括ケアシステ
ムの構築

未構築 構築 構築 構築

〇研修を通し、白石市の社会資
源の確認をした。
・研修会「精神障害者にも対応し
た地域包括ケアシステムについ
て～仙南地域の現状から市町村
にできること」：年１回
・講師：県南生活サポートセンター
アサンテ職員

　指標達成。 現在は小規模な形態での地域
包括ケアシステムの構築となって
いる。今後、地域資源を生かした
ケアシステムを構築することが課
題である。

第２層生活支援コー
ディネーターの配置地
区数

少子高齢化の急速な進展や核家族化、経済状況の低迷に加え、社会環境が大きく変化している中、すべての住
民が住み慣れた地域で安心していきいきと暮らすために、住民主体の支え合いを中心とした地域福祉のさらなる推
進が求められています。
国は、支援の受け手と担い手との関係を超えた多様な主体による支え合いや、関係分野間の連携による包括的
な支援が行われる地域共生社会の実現を目指しています。
本市においても「白石市地域福祉計画」の理念に基づき、様々な分野及び関係機関・団体との連携による包括的
な支援体制と地域全体で支え合う体制の構築を進めていく必要があります。

だれもが地域の中で安心して暮らせるよう、保健、医療、教育など様々な分野にかかわる
行政、住民、事業者などが互いに協力・連携することで、困りごとを抱えている人の状況を
把握し、一人ひとりの状況に寄り添った包括的な支援と地域ぐるみで見守り支え合う地域づ
くりを推進します。

指　標
現状値 中間値 目標値 実績値

令和５年度の取組実績 指標達成に向けた課題
今後の取組方針
具体的な改善策

R5
評価（令和元年度） （令和７年度） （令和12年度） (令和５年度)

５地区 ７地区 全地区 ６地区

〇関係機関との情報共有の場を
定期的に設けた。
・生活支援体制整備推進協議会
（第１層協議体）：年３回
・第２層コーディネーターとの情報
交換会：年３回
〇住民向け研修会を実施。
・開催日：10/31　79名参加

〇漠然とした事業であることか
ら、引き続き、関係者間で「目指
す姿」の共通理解を図りながら、
取り組むべきことを明確にして取
り組んでいく必要がある。
〇現段階でコーディネーターが未
設置の地区は、場所の問題な
ど、現在の体制では設置が難し
いことから、新たな設置の形を検
討していく必要がある。

〇住民向け研修会等を実施し、
支え合いの必要性の意識を高め
る。
〇コーディネーターの役割等を、
地域の方々や介護関係者などへ
より広く周知を図っていく。



　３-２　子ども・子育て支援の充実

現
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の
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性
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Ａ

Ａ

指　標
R5
評価（令和元年度） （令和７年度） （令和12年度） (令和５年度)

現状値 中間値 目標値 実績値

乳幼児健診受診者数
（3歳6カ月児健康診
査受診率）

98.7% 100% 100% 93.6%

０人

91,747人84,960人 85,000人

令和５年度の取組実績 指標達成に向けた課題
今後の取組方針
具体的な改善策

子どもを取り巻く課題は多様化・複雑化しています。その中にはこれまでの児童虐待の問題に加え、子どもの貧
困など、担当部署のみの取り組みにとどまらず、他の機関や民間事業との連携も求められており、それに向けて、
妊娠期から家庭状況を包括的に把握する体制の整備が重要になっています。
また、核家族化の進行や保護者の就業率の上昇に伴う保育ニーズを注視しつつ、施設の老朽化なども考慮し、こ
れからの公立保育園のあり方を整理する必要があります。
さらに、子育て支援・多世代交流複合施設「こじゅうろうキッズランド」は多くの子育て家庭に利用されており、今後
も様々な体験や交流の機会が求められています。

すべての子どもの健やかな成長と安心して子どもを産み育てることができる環境づくりに
向けて、妊娠・出産期からの切れ目のない包括的な支援の充実を図ります。
また、子どもたちの将来が生まれ育った環境に左右されることなく、貧困が世代を超えて
連鎖することのないよう、困難な状況にある家庭の実態の把握に努め、きめ細かな支援を
行います。

待機児童数 26人 ０人 ０人

こじゅうろうキッズラン
ド来館者数

86,000人

毎月１回の集団健康診査を実
施。予定日に来所しなかった方に
は、保健師から電話連絡を行い、
受診勧奨を行った。また、家庭相
談員に集団健康診査会場に常駐
してもらい、相談が必要な人に対
して支援を行うことで、切れ目の
ない支援の構築に努めることが
できた。

　引き続き、受診勧奨に努める。 　集団健康診査予定日に受診で
きなかった方への次の健康診査
日の案内、利用勧奨を引き続きタ
イムリーに行う。
　集団健康診査の目的である健
康問題の早期発見・早期治療の
みならず、子育て家庭との関わり
の機会と捉え、関係職種と協力し
継続して実施をしていく。

　令和３年４月の白石みのり保育
園の開園、ひかり幼稚園の認定
こども園移行により、保育園の待
機児童は解消され、令和５年度も
待機児童なしとなった。 -

　引き続き、待機児童が出ないよ
う各園と連携、調整を図る。また、
令和６年５月に白石市幼児教育・
保育のあり方に関する基本方針
（案）を作成する。これに対して説
明会及びパブリックコメントを実施
し、出された意見等を踏まえ、基
本方針を策定する。

様々な新型コロナウイルス感染
症対策を行いながら、施設内配
置の工夫やイベントの実施、SNS
での情報発信を積極的に行うな
どで環境づくりに努めた。
また、平日の利用者数増加を図
るため、幼稚園・保育園等の団体
に対して遠足利用を促進し、入館
者数の増加に努めた。
これらの取り組みにより、疫学
的リスクにより減少した利用者の
回復や世代を超えた交流が図ら
れ、年度における入館者数は過
去最高となった。

多世代交流施設としての交流す
る年齢層の拡充と情報発信力を
強化していくことが課題となってい
る。

「子どもが笑顔で育つまちづく
り」の実現に向けて、近隣施設と
の連携や、ボランティアの活動推
進、民間企業との協同による事
業の開催など、地域ぐるみで施設
運営を行う。
また、令和５年度はSNSによる
情報発信で団体客が増加したこ
とから、令和６年度においても、よ
り一層推し進めていく。



　３-３　高齢者福祉の充実
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〇白石市社会福祉協議会への委
託事業の中でサロンの新設や運
営の支援を実施している。
〇生活支援コーディネーターが、
まち協や包括等と連携しながら、
地域の実情に合わせた高齢者の
集いの場を支援している。
〇広報に掲載したり、住民向け研
修会を実施したりして、高齢者の
介護予防の必要性や、集うことの
意義、効果などの意識づけを行っ
た。
〇包括の専門職や理学療法士が
通いの場等へ出向き、通いの場
の継続活動につながるよう支援し
た。

今後の取組方針
具体的な改善策

7.0% 10.0% 6.2%

〇コロナ禍により活動自粛してい
る団体があり、長期化してしまっ
ている。
〇サロン等会員が高齢により、活
動を継続することが困難になって
きている。また、新規会員が増え
ない。
〇通いの場に参加したくても、行
く手段がなく参加できないという
意見がある。

〇引き続き、白石市社会福祉協
議会へ事業を委託するとともに、
包括やコーディネーター、まちづく
り協議会等と連携しながら、高齢
者の通いの場を継続的に支援し
ていく。
〇担当課だけで把握している高
齢者の通いの場だけではなく、生
涯学習課や農林課など、他課で
実施している高齢者の活動の場
の把握に努め、連携しながら効果
的な事業の展開を検討していく。

指標達成に向けた課題
（令和元年度） （令和７年度） （令和12年度） (令和５年度)

指　標
現状値 中間値 目標値 実績値

令和５年度の取組実績

通いの場への参加率
（週１回以上）

3.7%

〇新型コロナウイルス感染症が５
類に分類されたものの、長引くコ
ロナ禍で外出控え、活動機会の
減少など、コロナ禍以前と生活習
慣が変わり、体力、気力の低下な
どから、以前のように活動するこ
とが難しい。

〇要介護認定申請の際など、地
域包括支援センターが実施する
介護予防運動や地域のサークル
活動など紹介する機会を増やし、
参加を促す。
〇65歳（第１号被保険者）になっ
た方に対し、介護保険被保険者
証の交付と併せて介護予防に関
するリーフレットを配布し、早期か
ら介護予防を意識した生活を心
掛けてもらうよう啓発を行う。

要介護（要支援）認定
者認定率

17.4% 17.9% 19.0% 16.3%

〇要介護認定申請の受付の際、
申請者からの聞き取りを丁寧に
行い、認定を受ける方の状態の
把握、必要とする支援の見極め
を行うことで要介護認定の適正化
に努めた。
〇認定を受ける方、家族など周
囲で支える方の負担軽減につな
がるよう、介護保険サービスや高
齢者福祉サービスについて説明
を行い、一人一人の状況に応じ
た支援となるよう努めた。

認知症や介護が必要な状態になっても安心して暮らしていくことができるよう、一人ひとり
の状況に応じた包括的できめ細かな支援の充実を図るとともに、地域ぐるみで支え合う体制
づくりを推進します。
また、高齢者が住み慣れた地域でいきいきと健康で元気に暮らすことができるよう、介護
予防施策を推進し、健康寿命の延伸を図ります。

全国的に高齢化が急速に進む中、本市においても10年後には65歳以上人口が占める割合が４割を超えると推計
されています。
また、支援の担い手となる現役世代も減少していき、介護サービス需要がさらに増加・多様化していくことが見込
まれます。
さらに、高齢者のみの世帯、認知症高齢者が増加していく中で、それに応じたニーズも多様化していくことから、医
療、介護、介護予防、生活支援サービスを一体的に提供する体制づくりを推進しながら、地域共生社会の実現を目
指していく必要があります。
本市では、各地区に生活支援コーディネーターなどの設置を進めるとともに、住民主体の通いの場での活動、活
動を支えるボランティアの育成に取り組むことで、地域ぐるみで支え合いの輪が広がっています。
今後は、引き続き生活支援の充実が図られるよう、多様な主体との連携や地域の力を活用しながら介護予防を
推進し、高齢者が生きがいを持って元気に安心して暮らし続けることができる地域づくりを推進していく必要があり
ます。



　３-４　障がい者福祉の充実

現
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Ｂ

Ａ整備
地域生活支援拠点の
整備

未整備 整備

県南サポートセンターへ２市７
町で委託をしている。白石市分の
実績値（延べ件数）は、生活相談
支援269件、一時保護事業1件、
地域生活支援コーディネーター事
業（地域の体制づくり）０件、体験
の機会・場８件、専門的人材の確
保・養成０件

　指標達成。 運用面で、検証及び検討方法
が課題となる。仙南地区自立支
援協議会で協議を進めたい。

今後の取組方針
具体的な改善策

指標達成に向けた課題令和５年度の取組実績

整備

利用目標は未達成だが、相談
があった際には、必用な制度の
説明を実施。
さらなる利用増のためには、制度
の周知が必要。
専門的知識を得て相談業務の
対応をするために、相当の時間を
かけて研修など習得期間が必要
である。福祉部門は、保健師や社
会福祉士の配置がないため、今
後はニーズが増えることから、高
齢部門や地域包括支援センター
と連携が必要。

高齢部門と共に、中核機関の立
ち上げが必要となる。今後地域資
源をうまく活用した整備が必要と
なる。

成年後見制度利用数 ０人 １人 ２人 ０人

市長申立0件。また、申立の相
談や連絡がつかない施設利用者
から、相談があり対応した。

R5
評価（令和元年度） （令和７年度） （令和12年度） (令和５年度)

実績値
指　標

現状値 中間値 目標値

障がいのある人もない人も、だれもが住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるまちづくりを目指していくため
には、障害福祉サービスの充実やサービスを提供する事業所の整備、人材の確保・養成を進めていくことが必要で
す。
また、障がいのある人が施設での生活から地域での生活へスムーズに移行できるよう、地域住民との交流や障
害に対する理解促進に努め、障がいのある人が安定して就労ができるよう障害者雇用への理解周知と継続した支
援が求められています。
さらに、障害者差別解消法では、障がいのある人から何らかの対応を必要としているとの意思が伝えられたとき
に、負担が重すぎない範囲で対応することが求められており、様々な場面において一人ひとりの状況に応じた支援
を促進していく必要があります。
加えて、障がいのある人の悩みや問題について解決する相談体制や情報の提供など総合的に対応できるネット
ワークづくりの整備が求められています。

障がいのある人が地域社会の中で安心して暮らし続けられるよう、障害の状況に応じたき
め細かな福祉サービスの充実を図るとともに、多分野連携による包括的な支援体制の構築
と障がい者を支える専門的人材の確保に努めます。
また、一人ひとりの個性や能力が発揮され、活躍できる地域社会づくりに向けて、教育的
ニーズに応じた支援の充実や※合理的配慮の提供を促進しつつ、社会参加や就労の場の
充実に努めます。



　３-５　地域医療体制の充実と健康づくりの推進
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乳がん　　　37.5％

がん検診受診率

39.1%

胃がん　　　17.0％

肺がん　　　32.8％

大腸がん　　30.9％

40.0% 50.0%

子宮頸がん　28.7％

前立腺がん　34.1％

メタボリックシンドロー
ム及び予備群該当率

36.8% 30.0% 26.1%

特定健康診査受診率 36.8% 45.0% 50.0% 43.0%

目標値 実績値
令和５年度の取組実績 指標達成に向けた課題

今後の取組方針
具体的な改善策

R5
評価（令和元年度） （令和７年度） （令和12年度）

Ｂ

だれもが安心して質の高い医療を受けることができるよう、公立刈田綜合病院を核とする
地域医療体制の確保を図るとともに、国民健康保険事業の効率的な運営を推進します。
また、生涯にわたって心身ともに健康的な生活を送ることができるよう、疾病の早期発見・
早期治療につなげる各種健診・検診の受診を促進するとともに、健康に関する知識の普及
啓発や地域における主体的な健康づくり活動を推進します。

【国保・特定健康診査受診者数】
集団健診　1,931名
個別健診（人間ドック含む） 483
名
集団健診は、夜間受付や休日受
付を実施した。
個別健診は、受付期間を12月末
までとし、受診機会の確保に努め
た。

・受診率が伸び悩んでいることか
ら、受診につながる取組が必要で
ある。
・効果的な特定保健指導の在り
方を検討していく必要がある。

・前年に引き続き、集団健診の夜
間受付や休日受付を実施する。
・広報等での周知や、未受診者に
対しての勧奨通知を工夫して行
う。
・受診者を対象としたインセンティ
ブ事業を実施する。

胃がん　　　16.8％
６、７月に乳がん検診、７月～９
月に子宮頸がん検診（個別検
診）、８、９月に肺がん、前立腺が
ん検診、11月に胃がん、大腸が
ん検診、12月に子宮頸がん検診
（集団検診）を実施した。

受診率が低い検診は、インセン
ティブを取り入れ、受診率向上を
目指しているが、思うように伸び
ない状況にある。

乳がん検診は、マンモグラフィ
検診において２年に１回、奇数年
齢を対象に実施していたが、令和
６年度から前年度未受診者に対
し検診を実施する。
胃がん検診は、胃内視鏡による
検診を令和７年度から開始する
予定。

肺がん　　　33.0％

大腸がん　　31.1％

子宮頸がん　32.0％

乳がん　　　36.1％

前立腺がん　35.1％

(令和５年度)

本市の国民健康保険の被保険者数は減少傾向にあるものの、一人当たりの医療費は増加傾向にあることから、
医療費節減につながる効果的な事業を推進し、効率的かつ持続可能な健康保険制度の確立に努める必要があり
ます。
また、市民一人ひとりの健康寿命の延伸と医療費の節減に向けて、幅広い年齢層に対して健康に関する知識の
普及啓発を実施するとともに、健康づくりの担い手である各種団体の活動を推進してきました。今後は、より一層、
市民一人ひとりの健康づくり活動を推進していく必要があります。
　さらに、だれもが安心して質の高い医療を受けることができるよう地域医療体制の維持も重要な課題です。
加えて、新型コロナウイルスに対しては、感染症のまん延により市民の命と健康が脅かされるとともに、医療現場
がひっ迫することにより他の疾病の診療・治療などにも影響を及ぼすため、関係機関と連携しながら、感染拡大防
止に向けた取り組みを推進していく必要があります。

指　標
現状値 中間値



３　暮らしをともに支え合う　各種事業一覧

令和３年度 令和４年度 令和５年度

　３-１　地域福祉の推進

　　３－１－１　福祉の担い手の育成・確保

5,778 5,778 5,832

5,648 5,706 5,724

　　３－１－２　包括的な支援体制の構築

2,380 2,380 2,380

1,804 1,873 1,735

70 67 67

15 40 67

　　３－１－３　地域による支え合いの体制づくり 重点戦略　２

600 600 150

0 0 120

白石市福祉まつり

福祉まつり実行員委員会主催により、市内福祉事業者と連
携し、障害の有無に関わらず、共生社会の推進を目的とし
た催事に補助金を交付する（令和4年度より農業祭と同時開
催）。

総合
戦略

事業費（千円）
（上段：予算額　下段：決算額）重点

事業
今後の
方向性

●

在宅医療・介護医療連携推進
事業

保健・医療・福祉等に係る協議の場を設置して医療と介護
を必要とする高齢者が、住み慣れた地域で自分らしく生活
できる環境整備を目指す「地域包括ケアシステム」を構築
し、「互いに助け合い、誰もが安心して、元気に暮らせるま
ち」の実現を図る。

●

保健師、社会福祉士、主任介護支援専門員の３専門職が
高齢者の相談を総合的に受け止めるワンストップサービス
を実施。また相談内容に応じて、適切なサービスや関係機
関や制度へ繋げていく。

○福祉教育の推進や担い手の育成に向けた活動などを支援します。
○地域活動やボランティアへの参加を促進するために、情報発信や参加しやすい仕組みづくりに取り組みます。
○民生委員・児童委員による相談支援活動や見守り・声掛け・訪問活動を支援します。

○医療、福祉・介護、教育、住まい、社会参加、地域の支え合いが包括的に確保された支援体制を構築します。

Ａ 現状維持

福祉課

○地域住民の福祉意識の醸成と交流を促進し、地域での連携・協働を行いやすい環境づくりやきっかけづくりに取り組みます。
○災害発生時に迅速な安否確認や避難支援ができるよう避難行動要支援者名簿及び避難支援個別計画の作成・更新を行います。
○住民の互助活動を支援するとともに、重層的な生活支援やサービスの提供体制の強化を図ります。

Ｂ 現状維持

総合相談支援事業

4

事業の
寄与度

地域包括
支援
センター

長寿課､地域
包括支援セ
ンター、健康
推進課

Ｂ 現状維持

担当課

1 民生委員児童委員活動

地域住民の一員として地域の様々な地域福祉活動に携わ
り、相談業務を行うとともに、必要に応じて、専門機関、行政
等とのつなぎ役となる。また、担当地域の社会福祉調査を
行う。

福祉課

№
国土
強靭化

事業等 事業等の概要

Ａ 現状維持

3

2



令和３年度 令和４年度 令和５年度

総合
戦略

事業費（千円）
（上段：予算額　下段：決算額）重点

事業
今後の
方向性

事業の
寄与度

担当課№
国土
強靭化

事業等 事業等の概要

2,528 2,528 640

2,398 2,398 528

18,271 17,689 18,384

12,751 13,648 13,114

1,744 1,806 1,693

1,177 1,345 1,356

　　３－１－４　生活困窮者支援の充実

431,726 514,304 461,080

427,274 509,191 456,332

　　３－１－５　権利擁護・虐待防止の推進

386 401 1,248

0 82 0

2,280 2,311 2,366

2,280 2,311 2,366
10

現状維持

○生活に困窮する市民に対して必要な保護を行い、最低限度の生活を保障するとともに、自立の助長を図るため、適正な援助指導を行います。
○生活保護に至る前の段階で包括的な自立支援を行います。

○障害や認知症などの理由により判断が十分にできない方に対して、相談に応じて必要な情報を提供し、権利を適正に擁護する体制を推進します。
○地域住民や関係者との連携を図り、虐待防止に向けた取り組みを行います。

社会福祉協議会に委託。活動援助員を配置し、有償ボラン
ティアによる生活支援サービス（家事・移動サービス）を行う
とともに、高齢者等のふれあいサロンの新設や運営の支援
により市民交流を支援し地域における支え合いの体制づく
りを推進する。

現状維持

高齢者等地域ささえ愛互助活
動支援事業

福祉課現状維持

Ｂ

生活保護

避難行動要支援者登録申請
業務

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ａ

自ら避難することが困難で、避難のために特に支援を要す
る方について、自治会、民生委員、消防団等の関係機関に
個人情報の提供について同意をいただける方に申請いただ
き名簿を共有し、災害時に避難が必要な時迅速な避難支援
につなげる事業。また、令和3年度より、名簿作成業務と住
基システムと連動させることで、最新の名簿確認が可能とな
り、災害時に効果的に活用する。今後、地域及び関係機関
に働きかけ個別計画作成の推進を図る。

拡大・拡充

障害者相談支援事業

障害者等からの相談に応じ、必要な情報の提供等の便宜を
供与することや、権利擁護のために必要な援助を行うことに
より、障害者等が自立した日常生活または社会生活を営む
ことができるようにする。

生活支援体制整備事業6

9

●

8

●
長寿課、地域
包括支援セ
ンター

長寿課

福祉課

成年後見制度利用支援事業
(福祉課)

成年後見制度を利用することが有用であると認められる知
的障害者または精神障害者に対し、成年後見制度の利用
を支援することにより、障害者等の権利擁護を図る。

Ｂ 現状維持 福祉課

社会福祉協議会に委託。市内全域と日常生活圏域ごとに
生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）や協議体
を設置し、地域資源の発掘、地域ニーズの把握、ニーズと
サービスのマッチング等を行い、生活支援サービスの充実
を図るとともに地域における支え合いの体制づくりを推進す
る。

現状維持

5

7

生活保護法に基づき、困窮の程度に応じ、必要な保護を行
い、その最低限度の生活を保障するとともに、自立を助長
する。

福祉課



令和３年度 令和４年度 令和５年度

総合
戦略

事業費（千円）
（上段：予算額　下段：決算額）重点

事業
今後の
方向性

事業の
寄与度

担当課№
国土
強靭化

事業等 事業等の概要

3,449 3,435 4,569

3,449 3,435 4,569

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

909 909 909

18 245 330

2,380 2,380 2,380

1,804 1,873 1,735

　３-２　子ども・子育て支援の充実

　　３－２－１　幼児期の教育・保育の充実

739,169 727,133 784,624

737,319 722,623 771,748

0 0 0

0 0 0

福祉課Ａ 現状維持

子ども家庭課
幼稚園、保育園、認定こども
園等の提供体制確保

公立保育園の運営、私立保育園や認定こども園、小規模保
育事業所の教育・保育給付認定・給付や市独自補助による
支援等を行う。

学校管理課
集団生活や体験を通し、協調性や自制心などの非認知能
力の向上を図る。

17

Ａ 現状維持

Ａ 現状維持

○16

15 現状維持
市民向け講演会や出前講座を開催し、高齢者の権利擁護・
虐待防止についての理解や知識の普及啓発を図る。

○高まる保育ニーズを注視しつつ、民間事業者による保育園や認定こども園の整備を推進します。
○多様化する就労形態に応じた保育サービスの充実を図ります。

市民公開講座、出前講座

成年後見制度利用支援事業
(長寿課)

Ａ

11

現状維持

障害者等相談支援機能強化
事業

14 Ｂ

判断能力の低下などにより自ら申立ができない場合や、身
寄りがなかったり、親族から虐待を受けているなどの事情に
より親族からの申立も困難である場合など、その福祉を図
るため特に必要があると認める場合に、成年後見等開始審
判の市長申立てを行う。また、成年後見人への報酬の支払
いが困難な被後見人へ報酬の助成を行う。
今後策定予定である「成年後見制度利用促進基本計画」に
基づき、本制度が必要な人が利用しやすい体制整備を進め
る。

地域包括
支援
センター

Ａ

長寿課

長寿課、地域
包括支援セ
ンター

地域包括
支援
センター

12

●

13

現状維持

権利擁護相談事業
高齢者が地域において尊厳ある生活を維持し、安心して生
活が送れるよう、専門的・継続的な相談支援を行う。

障害者相談支援事業が適正、かつ、円滑に実施されるよ
う、一般的な相談支援事業に加え、特に必要とされる能力
を有する専門的職員を配置し、相談支援機能の強化を図
る。

高齢者虐待防止対策推進会
議

高齢者虐待の防止や早期発見、早期支援を行うため、警察
署長や白石消防署、自治会連合会、社会福祉協議会、民
生委員・児童委員、介護施設職員等関係機関による「白石
市高齢者虐待防止推進協議会」を開催し、情報の共有、高
齢者の虐待防止と早期発見、早期支援を行うためのネット
ワークの充実を図り、虐待防止を推進する。

Ｂ 現状維持



令和３年度 令和４年度 令和５年度

総合
戦略

事業費（千円）
（上段：予算額　下段：決算額）重点

事業
今後の
方向性

事業の
寄与度

担当課№
国土
強靭化

事業等 事業等の概要

0 0 0

0 0 0

5,671 5,275 6,013

5,639 4,996 5,323

5,142 5,134 5,424

5,027 5,029 4,758

534 561 534

534 561 534

　　３－２－２　地域における子育て支援の充実

0 555 0

0 495 0

2,456 2,410 2,198

2,128 1,660 1,842

0 0 0

0 0 0

2,910 3,147 3,243

2,850 3,093 3,219

658 672 777

543 527 590

5,161 5,579 5,821

5,124 5,523 5,766
Ａ 現状維持

Ａ

家庭教育事業を推進するため、チーム員の新たな人材の発
掘、育成を行う。

○すべての子どもが健やかに成長できるような地域ぐるみの支え合いを推進します。
○紙媒体とインターネット双方のメリットを生かし、様々な子育て支援施策の情報を発信します。

未就学児を対象とした預かり保育で、保護者の方の入院や
通院、学校行事への参加。また、育児疲れによる子育ての
負担軽減を目的として、一時的に児童を預かる。

○

Ａ 現状維持

Ｂ 現状維持

Ｂ 現状維持

現状維持

現状維持

家庭教育支援チームの育成

Ｂ 現状維持

Ｂ 現状維持

Ａ

子ども家庭課24 しろいし赤ちゃんの駅事業
外出中に授乳やおむつ交換ができる施設を広く周知し、子
育て世帯が安心して外出を楽しめる環境整備を図り、地域
全体で子育てにやさしいまちづくりを推進する。

●25 ○ 地域子育て支援センター事業
育児不安等に関する相談や子育て親子に対する育児講座
を実施し、地域の子育て情報の提供を行うと共に、地域の
子育てネットワークの構築を図る。

本市の子育て支援情報を総合的に掲載し、子育て情報の
周知に努める。

生涯学習課

27 通所施設「ひこうせん」事業
児童福祉法に基づく障がい児通所施設として「児童発達支
援」、「放課後等デイサービス」を実施する。

子ども家庭課

26

子ども家庭課

延長保育事業

子ども家庭課Ａ

Ａ 現状維持
保護者の就労形態の多様化などに対応するため、教育・保
育の給付に関する認定を受けた時間を超えて保育を行う。

子ども家庭課

一時預かり事業

子ども家庭課

○

子ども家庭課

子どもの誕生を祝うとともに、保護者の経済的負担を軽減
するため、誕生祝い金とすくすくベビー券を贈呈する。

子ども家庭課

現状維持

23 ○
誕生祝い金・すくすくベビー券
贈呈事業

22 ○

子ども家庭課

保育の質向上のための研修
の充実

事例を共有しながら各園で核となる人材育成型研修、園長・
主任・障害児担当研修、指導・助言による巡回相談等を通
し保育の質向上を図る。

子育て支援サイト・子育てホっ
とマップによる情報発信

21

19

18

20
ファミリー・サポート・センター
事業

子育ての援助を受けたい方（依頼会員）と、地域で子育ての
援助ができる方（提供会員）による相互援助活動を行う。



令和３年度 令和４年度 令和５年度

総合
戦略

事業費（千円）
（上段：予算額　下段：決算額）重点

事業
今後の
方向性

事業の
寄与度

担当課№
国土
強靭化

事業等 事業等の概要

　　３－２－３　妊娠期からの切れ目のない包括的な支援の充実と子どもの健康の確保 重点戦略　１

68 68 68

61 63 61

27,052 25,478 22,901

31,405 30,772 35,403

27,052 25,478 22,901

88,217 81,720 94,719

88,061 81,720 94,719

536 1,364 1

536 1,364 0

Ａ 現状維持

Ａ 現状維持

健康推進課

Ｂ 現状維持

現状維持

現状維持

拡大・拡充

現状維持

健康推進課

建設課35
子育て応援住宅入居者向け
定住促進補助制度

Ａ

Ｂ

33 ○
子育て世代包括支援センター
の設置

母子保健事業を強化するため「子育て世代包括支援セン
ター」を設置し、子どもの健やかな成長と子どもの保護者に
よる主体的な子育てのサポートの充実を図る。

● Ａ

Ａ

32

産婦・新生児に対して、助産師・保健師が家庭訪問し、子ど
もの発育発達の確認と育児に対する相談･支援を行うととも
に、産後の育児不安や産後うつ病の予防や対応を目的にエ
ジンバラ産後うつ病質問紙票による聞き取り等も実施する。

妊婦、産婦とその乳児（４カ月頃まで）に対し、助産師・保健
師・栄養士が妊娠・出産・育児などについてお話しながら過
ごすサロン。希望の方には、個別相談も実施する。

新生児訪問事業

子育て応援住宅を退去後３年以内に、市内に住宅を取得し
定住した場合家賃の一部を補助し、子育て支援の充実を図
る。

34 ○ 子ども医療費助成事業

保険診療による自己負担額を通院・入院とも15歳に達した
最初の年度末まで助成することで、子どもの医療を受ける
機会の適正な確保と、子育て家庭の経済的負担の軽減を
図る。

○子育て世代包括支援センターの機能の充実を図り、妊娠・出産期から子育て期までの包括的な支援を行います。
○母子保健分野と子育て支援分野が連携し、妊産婦・乳幼児の状況を継続的・包括的に把握し、関係機関との連絡調整による切れ目のない支援を
提供することで、育児不安や虐待の予防を図ります。
○乳幼児健康診査や個別の訪問・相談などを通じ、発育・栄養の指導や子どもの疾病・健康問題の早期発見と療育を支援します。

子ども家庭課

29 母子健康手帳交付事業
保健師が個別面接で相談を受けながら母子健康手帳の交
付を実施する。

30 妊産婦教室 31,405 30,772 35,403 健康推進課

健康推進課

28

健康推進課

健康推進課

乳幼児健康診査・育児相談 診察・身長体重測定・個別相談や健康教育を実施する。 Ａ 現状維持

31

● ○
子育て支援コーディネート事
業

子育て家庭や妊娠している方が幼稚園、保育園、地域の子
育て支援事業などを円滑に利用できるよう、情報提供や相
談・助言等を行うとともに、関係機関との連絡調整等を行
う。



令和３年度 令和４年度 令和５年度

総合
戦略

事業費（千円）
（上段：予算額　下段：決算額）重点

事業
今後の
方向性

事業の
寄与度

担当課№
国土
強靭化

事業等 事業等の概要

　　３－２－４　安心して子育てができる環境の整備 重点戦略　１・３

25,306 26,268 26,743

25,304 26,267 26,741

0 0 0

0 0 0

182 182 182

83 131 139

285 308 470

228 140 115

　　３－２－５　子どもの貧困対策の充実

7,205 8,151 8,167

6,991 7,942 7,976

10,236 10,010 12,996

9,530 9,581 12,670

0 0 1,200

0 0 846

200 25 200

0 25 0

自立支援教育訓練給付金事
業

Ａ

Ｂ

現状維持

Ａ 現状維持

福祉課

福祉課

Ｂ

現状維持

現状維持

40 子どもの学習・生活支援事業 福祉課●

次代を担う青少年が、たくましく思いやりのある人間として成
長できるように、育成体制を整備し、活動支援や研修事業
の充実を図る。

経済的な負担なく、すべての子どもたちに教育の機会や安
心できる場所を提供し、将来的に困窮世帯の増加を抑制す
ることを目的に実施する。委託先の「白石市子どもの学習・
生活支援共同体」は白石市社会福祉協議会とNPO法人ア
スイクとの事業共同体。

Ｂ

○家庭の経済的状況にかかわらず学習機会を確保し、就学・進学を支援します。
○経済的に困窮している子育て家庭の生活支援、就労支援、経済的支援を実施します。
○関係機関の連携により貧困の実態を把握し、必要な支援につなげることができる体制を構築します。

拡大・拡充

生涯学習課

子ども家庭課

地域や家庭に学校の目標や方針を伝え、理解と協力を得な
がら学校の活性化に努める。

学校管理課

○

37 ○
子ども家庭課
生涯学習課

36

42
高等職業訓練促進給付金等
事業

ひとり親家庭の親が経済的自立に効果的であり、かつ、生
活の安定に資する資格の取得を促進するため養成機関で
修学する場合に、修学期間中の生活費の負担を軽減する
ため給付金や終了支援給付金を支給する。

現状維持

41 生活困窮者自立支援事業
社会福祉協議会に委託。就労の支援その他の自立に関す
る問題につき、生活困窮者からの相談に応じ必要な情報の
提供や助言を行う。

43
ひとり親家庭の親が雇用保険や自治体が指定した教育訓
練講座を受講し、修了した場合にその経費の一部を給付金
として支給する。

福祉課

Ａ

現状維持

Ａ 現状維持

Ｂ

38
地域・家庭と学校の連携協力
による学校の活性化

39 ジュニア・リーダー育成と支援

●

放課後子ども総合プランの推
進

放課後子ども教室と放課後児童クラブを連携して実施する
放課後子ども総合プランを推進し、放課後などにおける児
童の安全・安心な居場所づくりを行う。

○様々な体験・交流の機会の創出により、子どもたちの健全な心と体づくりに努めます。
○保護者の就労支援と子どもたちの放課後の居場所づくりや様々な体験活動の取り組みを推進します。

こじゅうろうキッズランドの運営

子どもの屋内での遊びの提供や、多彩なイベントの開催に
より、豊かな心の育成、身体能力の向上に寄与する。親子
だけでなく、祖父母や中高生等多世代が交流できる環境を
整備する。

●



令和３年度 令和４年度 令和５年度

総合
戦略

事業費（千円）
（上段：予算額　下段：決算額）重点

事業
今後の
方向性

事業の
寄与度

担当課№
国土
強靭化

事業等 事業等の概要

137,279 128,599 128,255

137,279 128,599 128,255

　３-３　高齢者福祉の充実

　　３－３－１　生きがいづくり・介護予防の推進 重点戦略　２

25,666 26,014 26,707

23,657 23,529 23,897

14,289 13,322 8,571

12,031 11,454 6,336

16,639 18,284 18,202

16,327 16,465 16,429

7,511 8,193 7,374

8,141 9,392 7,802

7,511 8,193 7,374

長寿課

長寿課

Ａ 現状維持

Ａ 現状維持

福祉課

いきいき百歳体操サポーター
の育成

いきいき百歳体操の事業の目的を理解し、いきいき百歳体
操をはじめとする介護予防事業の推進を地域で支えるリー
ダーとなるボランティアを育成する。

50

8,141 9,392
48

通いの場や地区活動を活用し、地域包括支援センターの専
門職員が地域へ出向き介護予防の知識と意識の普及・啓
発を図る。 7,802

Ａ 現状維持

地域包括
支援
センター

49

いきいき百歳体操応援事業●

出前講座

住民主体で、いきいき百歳体操（重りの負荷による筋力ト
レーニング）を実施し、新たに通いの場の立ち上げを希望し
ている地域へ専門指導員の派遣や物品の貸与などを行い
効果的な支援を行う。

地域包括
支援
センター

地域包括
支援
センター

47

45 生きがいデイサービス事業

市内に居住する介護保険認定や総合事業に該当しない65
歳以上の高齢者を対象にデイサービス事業を実施。生活指
導、レクリエーション、軽スポーツ活動、教養活動、入浴、昼
食等のサービスを行い、要介護状態を防止することを目的
とする。

長寿課

シルバー人材センター運営
費、敬老行事、老人クラブ活
動費補助金交付事業

現状維持
各団体等に補助金を交付し、高齢者の社会参加を促し、生
きがいづくりや活力ある生活を支援する。

Ｂ

44

Ｂ 現状維持

児童扶養手当

18歳以下（一定の障害をもつ児童は20歳未満）の児童がい
るひとり親家庭、またはその児童を養育している養育者に
対し、生活の安定と自立を助け、児童が心身健やかに成長
するよう手当を支給する。

Ｂ 現状維持

Ａ 現状維持

46 配食サービス事業

在宅の一人暮らし高齢者または高齢者世帯の方等を対象
に、夕食を定期的に提供することにより、自立と生活の質の
確保を図るとともに安否確認や困りごとの把握を行ってい
る。

○高齢者の心身の健康を維持し、健康寿命の延伸を図るため、地域に根ざした介護予防事業を推進します。
○高齢者が培ってきた豊かな経験や知識などを生かし、活躍できるような支援及び基盤整備を推進します。
○地域における支え合いのボランティアなどの人材を育成し、地域活動の支援を図ります。



令和３年度 令和４年度 令和５年度

総合
戦略

事業費（千円）
（上段：予算額　下段：決算額）重点

事業
今後の
方向性

事業の
寄与度

担当課№
国土
強靭化

事業等 事業等の概要

　　３－３－２　日常生活支援の充実

12,229 11,890 11,130

10,986 10,565 10,311

2,448 2,268 2,050

1,830 1,572 1,902

704 755 797

649 611 507

80,007 81,343 104,456

79,870 80,210 103,512

1,947 1,962 1,947

1,740 1,725 1,823

2,000 2,000 2,000

1,490 1,578 1,412

0 0 0

0 0

2,380 2,380 2,380

1,804 1,873 1,735

現状維持○

移動手段を持たない高齢者等の交通手段を確保し、市民の
買い物、通院等の外出を支援するため、タクシー事業団の
小型タクシーにより緑ヶ丘線や小久保平線の２路線を運行
する。

一人暮らし高齢者や高齢者世帯等における家庭内の事故
等を防止するため、緊急通報端末機器や人の動きを感知す
る安否確認センサーを設置し高齢者の見守り体制の整備を
図るとともに、月１回のお元気コールや医療・福祉に関する
無料相談電話により高齢者等の安心な在宅生活を支援す
る。

長寿課

現状維持Ｂ

Ｂ

Ａ

Ａ

長寿課

地域包括
支援
センター

まちづくり
推進課

Ａ
長寿課、地域
包括支援セ
ンター

まちづくり
推進課

Ｂ

現状維持

現状維持

○
市民バス運行管理事業（中心
市街地循環便を含む）

市民の通院・買い物・通学など日常生活の外出をサポート
するため、市内を放射状に８路線と中心市街地循環便の計
９路線を運行する。

57

55 乗合タクシー運行事業

58

要介護認定を速やかに実施するための窓口相談業務を行
う。
何らかの生活の支障が生じ介護申請に来所した方に介護
保険に限らず介護保険以外のサービスなどの活用も提案し
ながら自立支援や重度化防止となるような相談を実施す
る。

56 現状維持在宅介護支援センター設置
市内２ケ所に設置し地域包括支援センターのブランチ（窓
口）と位置づけ、土日、祝日等の相談対応を依頼し相談窓
口の充実を図る。

Ｂ

要介護認定申請者に対する
相談

要介護認定を速やかに実施するための窓口相談業務を行
う。

現状維持

現状維持

54 ●

53
高齢者バス乗車証交付、タク
シー利用助成事業

高齢者バスは70歳以上の高齢者を対象に、ミヤコーバス
（白石遠刈田線）のバス乗車証と利用者負担額を減額する
乗車券を交付。また、タクシーは、在宅で生活する要介護３
以上の認定者で市民税非課税の方を対象に、タクシーを利
用する際の助成券を交付し、高齢者の移動を支援してい
る。

51
在宅老人等紙おむつ給付事
業

家族介護者の経済的負担軽減のため、在宅で生活する要
介護３以上の認定者や認知症の高齢者等を対象に、家族
介護を支援するため、紙おむつの給付を行う。

○関係機関との連携を強化し、地域における高齢者などの見守り体制を推進します。
○高齢者の生活の足を確保するため、行政だけではなく、住民やNPO法人、社会福祉法人など多様な主体による施策を検討します。
○高齢者自身も支え手となって活躍するなど、多様な担い手づくりの体制・仕組みの強化を図ります。

52 高齢者安心見守り事業

現状維持

長寿課

Ｂ 長寿課



令和３年度 令和４年度 令和５年度

総合
戦略

事業費（千円）
（上段：予算額　下段：決算額）重点

事業
今後の
方向性

事業の
寄与度

担当課№
国土
強靭化

事業等 事業等の概要

　　３－３－３　持続可能な介護保険制度の構築

39,385 37,055 35,275

32,736 32,944 29,461

803 883 744

774 749 743

0 0 0

0 0 0

　　３－３－４　認知症にやさしい地域づくりの推進

3,688 3,231 4,723

4,558 5,318 5,614

3,688 3,231 4,723

0 0 0

0 0 0

認知症高齢者等が、外出中に行方不明になった際の早期
発見や保護、身元不明の高齢者等を保護した際の身元特
定を行うにあたり、あらかじめ外出中に行方不明になる恐れ
のある高齢者等の情報を市に登録し、警察署と情報共有を
図る。また、地域の方々や市内事業所等関係機関とのＳＯ
Ｓネットワークを構築し、行方不明が発生した際は、関係機
関の協力を得ながら、早期発見・保護に努め、高齢者等の
安全確保と家族等への支援を図る。

認知症初期集中支援事業

認知症の方やその家族、地域住民、専門職等が集い、安心
して参加できる場、相談や情報共有が気軽にできる場とし
て、認知症カフェを開催する。

Ｂ 現状維持

地域包括
支援
センター

長寿課現状維持

現状維持

地域包括
支援
センター

Ｂ 現状維持 長寿課

定期的な集団指導や実地指導により事業所の適性な運営
を図る。

65歳到達者に被保険者証を交付する際等に、介護サービ
スや保険料についてパンフレット等を送付し周知を図り、制
度への理解を深める。

○認知症に対する正しい知識や具体的な対応方法などの普及・啓発を図ります。
○住民に密着した身近な場所で、認知症の方やその家族が、地域住民・専門家と気軽に相談や情報共有ができる場所づくりを推進します。
○認知症高齢者の早期発見・早期診断体制の充実や、認知症にかかわる医療・福祉・介護の連携強化を図ります。

現状維持

現状維持

Ａ 現状維持

Ａ

長寿課

Ｂ 長寿課

認知症サポーター養成講座

60

○介護保険制度の理解促進につながる機会を確保します。
○適切で公平な要介護認定の推進のため、調査員の研修機会の確保、調査票の点検を強化します。
○サービス事業者などに対する実地指導を強化し、サービスの質の向上を図ります。

4,558

指定事業所への指導、監督

● ○

62 オレンジカフェ（認知症カフェ）

65

Ａ

63

認知症に対する正しい知識や対応方法等を学び、認知症
の人や家族を温かく見守り、支援するサポーターを養成す
る。また地域で実践できる活動につながるためにサポー
ターのためのステップアップ講座を実施する。

高齢者等ＳＯＳネットワーク事
業

認知症専門医や専門職がチームとなり、認知症の人やその
家族等に対して早期に関わり、早期診断・早期対応に向け
た包括的・集中的な支援を行う。

5,318 5,614

64
地域包括
支援
センター

59

Ｂ

要介護認定事業 要介護認定事務を公平かつ適正に実施する。

61

介護保険制度説明



令和３年度 令和４年度 令和５年度

総合
戦略

事業費（千円）
（上段：予算額　下段：決算額）重点

事業
今後の
方向性

事業の
寄与度

担当課№
国土
強靭化

事業等 事業等の概要

22 19 25

8 11 11

　３-４　障がい者福祉の充実

　　３－４－１　障害福祉サービスの充実

10,512 10,261 10,247

9,877 9,436 9,488

6,044 6,283 11,168

4,936 5,783 10,370

61,026 75,479 84,647

55,644 68,588 72,395

　　３－４－２　障害に対する理解促進

No11に計上

42 57 57

37 55 54

135 135 141

0 0 97

障害者等に対し日常生活用具または居宅生活動作補助用
具の購入費や改修工事費を給付し、障害者等の日常生活
の便宜、健康の保持や福祉の増進を図る。

福祉課

Ｂ

認知症高齢者等を保護した際に、自分の名前や住所を答え
られる方が少ないことから、ＱＲコードを活用することで早期
に身元を特定するとともに、親族や支援者へ連絡できる体
制を構築し、住み慣れた地域で安心して暮らし続けることが
できるよう支援する。

68

白石市認知症高齢者等見守り
ＱＲコード活用事業

手話奉仕員養成研修事業

聴覚、言語機能、音声機能その他の障害のため意思疎通
を図ることに支障がある障害者等が自立した日常生活や社
会生活を営むことができるよう、手話奉仕員を養成し、聴覚
障害者等の福祉の増進を図る。

○障害についての理解を促進するための啓発活動の充実を図ります。
○障がいのある人もない人もともに交流できる環境づくりを推進します。

補装具の購入または修理等に係る費用を支給し、障害者等
の日常生活の便宜、健康の保持や福祉の増進を図る。

障害者等からの相談に応じ、必要な情報の提供等の便宜を
供与することや、権利擁護のために必要な援助を行うことに
より、障害者等が自立した日常生活または社会生活を営む
ことができるようにする。

Ａ

Ａ

現状維持

Ａ

Ａ

Ｂ

現状維持

福祉課

福祉課

地域生活支援事業（身体障害
者等訪問入浴サービス事業、
重度心身障害者移動サービス
助成事業、障害児者日中一時
支援、障害児通所支援事業
等）

障害児者がその有する能力や適正に応じ、自立した日常生
活または社会生活を営むことができるよう、サービスを提供
する。

補装具費支給制度

○一人ひとりの状態や生活状況などに応じたきめ細かな障害福祉サービスの提供体制の充実を図ります。
○障がい児者への相談支援や必要な指導助言を行うとともに、関係機関への協力など調整を行います。

福祉課

Ａ

現状維持

現状維持

現状維持

現状維持

72

福祉課

長寿課

67 日常生活用具給付事業

66

福祉課

71

現状維持

69

障害者相談

70
基幹相談支援センター（アサ
ンテ）

障害者等やその家族が住み慣れた地域で自立した生活を
送れるよう、様々な相談を受け、関係機関と連携し、専門的
な相談支援を実施。また、権利擁護や障害者虐待の防止・
相談にも対応する。



令和３年度 令和４年度 令和５年度

総合
戦略

事業費（千円）
（上段：予算額　下段：決算額）重点

事業
今後の
方向性

事業の
寄与度

担当課№
国土
強靭化

事業等 事業等の概要

2,378 2,378 2,378

2,378 2,378 2,378

76 76 76

61 76 76

　　３－４－３　障がい者の社会参加への支援

8,762 9,769 11,554

8,388 9,769 11,039

23,181 23,260 24,607

23,181 23,260 24,607

0 0 0

0 0 0

200 200 200

100 100 0

400 400 300

300 300 200

　　３－４－４　障がい児者への経済的支援

70,949 68,450 67,189

67,131 66,751 63,646

64,117 57,481 60,523

63,637 57,464 60,523

現状維持

障害者等に対して、創作的活動または生産活動の機会の
提供、社会との交流の促進等便宜を供与する。

Ａ

○障がい者の自立生活の援助や職業訓練などを行い、社会参加を支援します。
○障がい者が地域で自立して活動できるよう支援します。

77

76

Ａ

現状維持

現状維持

障害者就労支援事業

Ａ 現状維持

健康推進課現状維持

福祉課

Ｂ 現状維持

Ｂ

現状維持

現状維持

Ｂ 現状維持

大河原公共職業安定所白石出張所(ハローワーク白石)や
障害者就業・生活支援センター(コノコノ)と連携し、就労支援
から就労後のフォローまで一貫した相談・助言体制の充実
を図る。

福祉課

福祉課

福祉課

Ｂ

福祉課Ａ
障害児者がその有する能力や適正に応じ、自立した日常生
活または社会生活を営むことができるよう、サービスを提供
する。

○障がい児者への医療費を補助し、経済面での負担軽減と生活の安定を目指します。
○在宅の重度障がい児者に手当を支給し、生活面での安定を図ります。

障害者等が日常生活や社会生活を営む上で生じる社会的
障壁を除去するため、障害者等の理解を深めるための研
修・啓発を通じて市民への働きかけを強化し、共生社会の
実現を図る。

地域活動支援センター（やま
ぶき園、ポプラ作業所）

福祉プラザやまぶき委託事業

重度の身体障害者の社会復帰の促進を図るため、就労等
に伴い主導者を取得する場合、その自動車改造に要する経
費の一部を補助する。

自立支援医療（更生医療、育
成医療、精神通院）

障害を除去・軽減する手術・治療等に要する医療費の支給
を行う。

身体障害者自動車改造費補
助金

79
自動車運転免許取得費補助
金

障害者の社会参加の促進を図るため、重度身体障害者が
就労に伴い、自動車免許を取得する費用の一部を補助す
る。

78

73

81 心身障害者医療費助成事業

80

福祉課

75

福祉課

74

障害者と健常者の交流や市民の自主的なボランティア活動
等を通じ、障害者が共生できる地域社会の実現を図る。

理解促進研修・啓発事業

地域生活支援事業（移動支援
事業、意思疎通事業、障害者
スポーツ助成事業等）

Ｂ
重度心身障害者の保険診療による自己負担額を助成する
ことで、経済的負担の軽減を図る。

福祉課



令和３年度 令和４年度 令和５年度

総合
戦略

事業費（千円）
（上段：予算額　下段：決算額）重点

事業
今後の
方向性

事業の
寄与度

担当課№
国土
強靭化

事業等 事業等の概要

8,690 8,128 7,311

8,690 8,128 7,311

　　３－４－５　地域ぐるみの支援体制の整備

No11に計上

　３-５　地域医療体制の充実と健康づくりの推進

　　３－５－１　安心できる地域医療体制の確保

6,300 6,300 6,300

6,300 6,300 6,300

1,226,900 1,680,300 -

1,226,900 1,680,300 -

- - 1,334,910

- - 2,089,063

　　３－５－２　国民健康保険事業の効率的運営

5,869 5,794 5,689

5,271 5,206 5,133

20 30 30

20 30 30

障害者の高齢化・重度化または「親亡き後」を見据え、障害
者等が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、居
住支援のために必要な機能を整備し、提供する。

福祉課

現状維持

84 現状維持

Ａ

現状維持

Ａ 現状維持

健康推進課

Ｂ

健康推進課

Ｄ

福祉課

現状維持

終了・廃止

Ｂ

Ａ 現状維持 税務課

国民健康保険資格の異動手続きの周知を徹底し、適正賦
課に努める。

健康推進課
税務課

地域医療体制の確保を図るため、公立刈田綜合病院を管
理運営する指定管理者に対し、委託料・各種交付金の支援
を行うとともに、計画的な企業債償還を行う。

地域医療の要である公立刈田綜合病院の経営の安定を図
るため、病院を経営する白石市外二町組合に対し、資金的
な支援を行う。

国民健康保険資格の異動を確実に把握し、適正な国保税
賦課を行う。また、各種制度の啓蒙に努める。

○障がい者を支援する福祉活動の担い手の育成・確保に努めます。
○障がい者及びその家族を地域全体で支え、見守る体制づくりを推進します。
○障がい者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、居住支援のために必要な機能を整備し、提供します。

地域生活支援拠点整備

○休日における市民の一次医療、救急医療及び歯科の受診体制の確保に努めます。
○白石市医師会などと連携して、公立刈田綜合病院を核とした地域医療ネットワークを強化します。

○国民健康保険資格の適正化に努めるとともに、国民健康保険税の納めやすい環境を整備します。
○適正受診を促すなど、保険給付の適正化対策を実施します。

適正賦課の実施(税務課)

白石市病院事業

休日当番医制事業
市民が安心して暮らせるまちづくりの基礎となる地域医療の
充実を図るため、医師会に対し、休日における１次救急の
実施を委託する。

○

白石市外二町組合負担金・補
助金・出資金

Ｂ

83

健康推進課

82
特別障害者手当、障害児福祉
手当

87

85 ○

86

88
適正賦課の実施（健康推進
課・税務課）

20歳以上（特別障害者手当）または２０歳未満（障害児福祉
手当）で重度の障害があり、日常生活に常時介護を必要と
する在宅の障害者の方に対し、手当の支給を行う。



令和３年度 令和４年度 令和５年度

総合
戦略

事業費（千円）
（上段：予算額　下段：決算額）重点

事業
今後の
方向性

事業の
寄与度

担当課№
国土
強靭化

事業等 事業等の概要

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

5,344 4,818 4,823

4,696 4,755 4,790

2,377 2,357 2,214

1,377 1,414 1,445

10 10 10

4 4 4

　　３－５－３　疾病の早期発見・予防

78,031 76,016 80,395

76,738 74,809 79,341

20,220 19,259 27,443

18,091 17,716 25,480
特定健康診査、特定保健指導

国民健康保険被保険者を対象に特定健康診査を実施、特
定保健指導対象者になった方に対して保健指導を行う。

健康推進課

重複受診や多剤服薬となっている対象者を抽出し、医療の
かかり方の見直しのきっかけとするための通知を行い、適
正受診・適正服薬を促し、医療費の削減を目指す。

診療報酬明細書の点検の強
化

●
疾病の早期発見のため、各種がん検診と健康診査を実施
する。

収納体制の強化（健康推進
課・税務課・収納管理室）

国民健康保険資格取得届出時に「口座振替受付端末」など
による口座振替の申し込みを案内し、口座振替率の向上を
図る。また、口座振替を利用しない者に対しては、キャッ
シュレス納付やコンビニ納付などを案内し、納期内納付の
意識の定着を図る。

Ｂ 現状維持

現状維持

現状維持Ｂ

Ａ 拡大・拡充

健康推進課

健康推進課Ｂ

税務課
収納管理室

90
健康推進課
税務課
収納管理室

89
収納体制の強化（税務課・収
納管理室）

デジタル技術を活用した口座振替受付サービスの導入によ
り口座振替の推進を図るとともに、地方税共通納税システ
ムを始めとするキャッシュレス納付を推進することで、納付
しやすい環境の整備に努める。また、綿密な財産調査によ
る効果的な差押を行うことで効率的な滞納処分を行うととも
に、処分可能な財産が無いと判断される滞納者に対しては
適正に滞納処分の執行停止を行うなど、滞納税の収納の向
上と徴収困難な案件の見極めを両輪として、収納率の向上
を図る。

○がん検診の必要性を啓発するとともに、受けやすい実施体制を構築します。
○生活習慣病の予防に重点を置き、疾病の早期発見や重症化を予防する健康診査や保健指導を実施します。
○市民の健康に関する知識の普及啓発や健康に関する行動に向けた健康教育、健康相談を実施します。

適正受診・適正服薬を促す取
り組みの実施

Ａ 拡大・拡充

93 Ｂ

95

健康推進課

94 各種検（健）診

現状維持

県内市町村と共に県に委託している柔道整復施術療養費
適正化業務や診療報酬明細書二次点検業務のほか、国保
の資格確認や請求内容等の点検を適正に実施するととも
に、交通事故等の第三者行為を的確に把握するよう努め
る。

91 現状維持 健康推進課

92
医療費通知・ジェネリック医薬
品利用差額通知の実施

医療費通知やジェネリック医薬品が使用可能な者への通知
を発出することで、医療費の適正化に意識を向けさせること
により、国保全体の医療費の削減につなげる。

Ｂ



令和３年度 令和４年度 令和５年度

総合
戦略

事業費（千円）
（上段：予算額　下段：決算額）重点

事業
今後の
方向性

事業の
寄与度

担当課№
国土
強靭化

事業等 事業等の概要

236 219 226

160 171 143

39 27 27

13 8 27

316 303 323

303 278 292

0 0 0

0 0 0

　　３－５－４　主体的な健康づくり活動の推進

309 290 275

55 166 130

294 252 184

0 46 102

112 95 70

12 22 42

110 119 143

30 62 63

599 480 485

392 347 312

Ａ

○健康づくりの担い手として、保健事業推進員、食生活改善推進員などを育成します。
○こころの健康の担い手としてゲートキーパーを育成します。

健康相談

102

健康推進課

103

Ａ 現状維持

Ａ 現状維持 健康推進課
保健師、栄養士が地域に出向き、疾病予防や健康づくりに
関する講話と調理実習を実施する。

健康料理講習会

104 自殺対策強化補助事業
自死予防に関する知識の普及啓発を図るとともに、心の健
康づくりに関する事業を実施する。

食生活改善推進員講習会
地域の健康づくりの担い手である食生活改善推進員に対す
る講習会を実施する。

健康推進課

101
にこにこ元気塾
（保健栄養教室）

18歳以上の一般市民を対象に、健康と栄養に関する基礎
知識を学ぶ教室を実施する。

Ａ 現状維持

Ａ 現状維持

健康推進課

97

健康推進課

Ｂ 現状維持100 保健事業推進員研修
各自治会から推薦を受けた地域の健康づくりの担い手であ
る保健事業推進員に対する研修を実施する。

訪問指導
すべての年代の健康づくりに関する事柄に関して、保健師
等による訪問指導を実施する。

健康推進課

99

現状維持 健康推進課
市の保健事業やイベント等の開催に合わせて保健師、栄養
士等が健康に関する個別相談を実施する。

健康推進課

Ａ

Ａ 現状維持

Ａ 現状維持

98 精神保健福祉相談
精神的な健康問題に関して、精神科医師による個別相談を
実施する。

健康推進課現状維持96 健康教育
保健事業の実施に合わせ、または各団体から依頼があった
際に、保健師、栄養士等からの健康に関する講話を実施す
る。



○分野目標４　安全・安心を守る

　４-１　防災・減災対策の充実

現
状
と
課
題

施
策
の
方
向
性

Ｃ

将来予想される宮城県沖地震や近年多発する風水害など、大規模災害の発生に備え、
「白石市地域防災計画」の定期的な見直しや災害時における応援協定の締結を進め、さら
なる防災・減災対策の充実を図ります。
また、災害応急対策の円滑な実施や災害時においても、行政サービスを維持し、早期復

旧を図ることができるよう、「事業継続計画（BCP）」や各種マニュアルの定期的な見直しなど
を進めます。

4,200人 5,000人
総合防災訓練参加者
数

指　標 令和５年度の取組実績

新型コロナウイルス感染拡大の
ため、令和２年度から令和４年度
までは市職員、施設管理者、自
主防災組織の一部役員のみの参
加としたが、令和５年度からコロ
ナ禍前の実施規模に戻し、市民
参加型の総合防災訓練として実
施した。

指標達成に向けた課題

3,687人

(令和５年度)

現状値 中間値 目標値 実績値

東日本大震災以降も全国各地で大規模な地震が発生しているほか、集中豪雨や台風による水害・土砂災害が多
発するなど、災害への関心が高まっています。市民の生命や財産を守るため、大規模化・複雑化・多様化する災害
に適切に対応することができるように、防災・危機管理体制の強化が必要です。

令和５年度からコロナ禍前の規
模に戻し、市民参加型の総合防
災訓練として実施したが、過去３
年間は感染症拡大防止のためや
むを得ず規模を縮小して実施して
いたことから、以前の参加者数に
戻すにはある程度時間が必要と
考える。

今後の取組方針
具体的な改善策

自治会・自主防災組織及び市
内小中学校とさらなる連携を図
り、総合防災訓練の実施を通じ、
あらゆる情報伝達媒体を活用し
ながら市民の防災意識の醸成を
図る。

R5
評価（令和元年度） （令和７年度） （令和12年度）

2,148人



　４-２　交通安全・防犯対策の充実

現
状
と
課
題

施
策
の
方
向
性

Ａ

Ｃ

Ｃ

28回

１回

139人

交通安全教室の実施
回数（保育園、幼稚
園、小学校、中学校）

３回

148人

36回

165人 200人

高齢者向け研修会の
開催回数

防犯実働隊の隊員数

１回 ２回

23回 28回

交通安全教室は、市内保育園・
幼稚園８園、小中学校11校に対
し、交通指導隊の派遣希望を
伺った上で開催した。

春及び秋の交通安全運動に併
せた交通安全教室の実施を呼び
掛けているが、小中学校のほとん
どが春の交通安全運動期間中に
のみ、同教室の開催を希望して
いる。保育園・幼稚園において
は、月齢・学年に合わせた内容の
検討や各園・各学校の新たな
ニーズを模索するとともに、年複
数回の実施に向けた開催方法等
の検討が必要である。

毎年、交通安全教室への指導
隊員派遣希望調査を行いなが
ら、月齢・学年に合わせた内容と
実施時期の検討を行う。また、各
園・各学校に１年度のうちに複数
回開催できる旨をPRする。

宮城県や民間企業と協力し、サ
ポートカー（自動ブレーキシステ
ム搭載車両）の試乗体験会をメー
ンイベントした研修会を開催した。

交通安全関係団体からの参加
者がほとんどとなった。毎年開催
することも良いが、参加者が同一
人物とならないような開催方法等
の検討が必要である。

昨今の交通事故の被害者・加
害者のうち、高齢者が占める割
合が多いため、研修会の開催は
必要であることから、参加者の負
担にならないような開催方法・開
催時期・開催内容の検討を行う。

防犯実働隊は、既存の防犯実
働隊が主体的に、地域内の見回
りなどの活動を実施しており、市
は、隊員の損害保険への加入手
続きなどをサポートしている。

防犯実働隊は、各隊が主体的
に行っており、行政が関与してい
る部分が少ない。

防犯協会を通じて、各防犯実働
隊の具体的な課題などの実情を
聞き取り、活動への必要な支援
の検討を行う。

本市の刑法犯発生件数は減少傾向にありますが、犯罪のないまちづくりを推進するため、関係団体や警察と連携
し、地域ぐるみで防犯活動を行うことが必要です。
また、高齢者による危険運転などが社会問題となる中、高齢化のさらなる進展に伴い、高齢者に対する交通安全
対策が求められています。

市民の交通安全意識の向上を図るため、交通安全関係団体との連携により、交通安全運
動の街頭キャンペーン活動、重大な事故へと発展しやすい高齢者や子どもに対する交通安
全教室など啓蒙活動を実施します。
また、防犯実動隊など、地域ぐるみで行う防犯活動を推進するとともに、防犯灯の定期的
な更新や適切な維持管理に努め、防犯環境の整備を進めていきます。

指　標
R5
評価（令和元年度） （令和７年度） （令和12年度） (令和５年度)

実績値
令和５年度の取組実績

今後の取組方針
具体的な改善策

現状値 中間値 目標値
指標達成に向けた課題



　４-３　地域における防災力の強化

現
状
と
課
題

施
策
の
方
向
性

Ａ

大規模災害に備え、自らの命は自らが守る「自助」、自分たちのまちは自分たちで守る「共助」など、市民一人ひと
りが防災意識のさらなる向上を図り、市民、地域、企業、団体などが連携し、防災・減災対策を適切かつ継続的に
実施することができるよう地域防災力の強化が必要です。

防災意識の向上を図るため、自主防災組織などが「自分たちのまちは自分たちで守る」た
めに実施する事業に対し、継続的な支援を行い、地域防災力の強化を図ります。
防災啓発活動や地域と連携した防災訓練などを通し、自助・共助・公助の基本的な考え方
を共有し、それぞれの役割を果たすことができるよう、市民、地域、行政などによる相互連携
の取り組みを進めていきます。

目標値 実績値
令和５年度の取組実績 指標達成に向けた課題指　標

今後の取組方針
具体的な改善策

65団体

地域における防災体制の整備
促進を支援し、地域防災力の向
上を図ることを目的に、自主防災
組織補助金を交付した。

新型コロナウイルス感染拡大に
より、自主防災組織活動を控えて
いた自治会・団体もあったが、感
染法上の位置付けが５類に引き
下がったことを受け、活動を再開
した自治会・団体が増えてきてい
る。

本市の自主防災組織率は90％
を超え、活動が定着化しているこ
とから、引き続き独自訓練の実施
を働きかけるとともに、未組織の
自治会に対しては組織結成に向
けた支援を行うなど、地域防災力
のさらなる向上を図る。

R5
評価（令和元年度） （令和７年度） （令和12年度） (令和５年度)

現状値 中間値

自主防災組織補助金
交付事業の利用団体
数

60団体 65団体 70団体



　４-４　消費者行政の推進

現
状
と
課
題

施
策
の
方
向
性

Ｄ８回

消費生活に関する意識啓発活
動として、広報への記事の掲載、
被害防止のためのパンフレット配
布等を行った。
また、白石市各種相談員連絡
協議会の研修会で、近年増加し
ている悪徳商法・詐欺の現状を講
話し、お互いの知識を深めた。

消費生活に関する意識啓発活
動を推進し、被害を未然に防止す
るため啓発活動や出前講座の機
会を確保すること。

新型コロナウイルス感染症の影
響で減少していた出前講座を行う
機会を増やし、幅広い年代で消
費生活に関する意識を高めるた
め、各種イベントへの参加を計画
する。
また、引き続き広報に消費生活
に関する記事を掲載するととも
に、各種行事でのパンフレットの
配布を実施する。

R5
評価（令和元年度） （令和７年度） （令和12年度） (令和５年度)

実績値

消費者被害防止の啓
発活動・出前講座の
実施回数

25回 30回 36回

令和５年度の取組実績 指標達成に向けた課題
今後の取組方針
具体的な改善策

指　標
現状値 中間値 目標値

高齢化やグローバル化、高度情報通信化の進展など、消費者を取り巻く環境は大きく変化しています。それに伴
い、特殊詐欺やインターネットトラブルなど消費者が被害に巻き込まれる事例が増加し、相談内容も複雑化・多様化
しています。そのため、関係機関と連携し、消費者被害に関する注意や啓発活動の機会の充実を図るとともに、社
会情勢の変化に伴う新しい情報を常に収集し、被害やトラブルの防止対策を講じていく必要があります。

　複雑化・多様化する消費生活相談に対応するため、消費生活相談員の研修会などへの参
加を推進し、その専門的な知識や技能を習得することで、相談体制の強化を図ります。
　また、消費生活に関する意識啓発活動を推進することで、被害の未然防止に努めます。



４　安全・安心を守る　各種事業一覧

令和３年度 令和４年度 令和５年度

　４－１　防災・減災対策の充実

　　４－１－１　災害時の迅速な意思決定・情報伝達などの強化

68 68 68

0 40 56

1,907 1,056 1,056

1,907 1,056 1,056

3,511 1,662 13,508

2,085 1,609 13,508

3,620 3,620 3,606

3,620 3,620 3,606

5,702 6,930 7,020

5,369 6,683 6,603

　　４－１－２　消防力強化の推進 重点戦略　２

70,958 72,793 78,448

60,703 71,503 76,280

1,621 1,590 1,558

1,546 1,529 1,500

27,846 36,856 40,814

25,810 36,851 39,903

○防災・危機管理体制の強化を図るため、「白石市地域防災計画」や災害時における各種マニュアルの見直しを進めます。
○災害発生時の迅速かつ適切な対応のため、災害の種類や規模に応じた体制を整えるとともに、しろいし安心メールやLINEなどの通信手段を活用
し、市民への適切な情報伝達を行います。
○災害時の避難所における感染症拡大防止に向けて、衛生管理の徹底や体調不良者の専用スペース、社会的距離（ソーシャルディスタンス）の確保
に努めます。

○消防団が円滑に活動できる体制の強化を行うとともに、婦人防火クラブの育成を図り、地域の消防力の強化を推進します。

ＭＣＡ移動通信システム保守
及び防災行政無線業務

災害時に避難所を開設した場合等、対策本部との緊急連絡
手段として活用する無線。各避難所、消防団幹部、警察署、
消防署、自衛隊に配備を行う。

危機管理課8 ○ 消防施設整備事業
消防活動に必要な装備品の購入、防火水槽や消火栓、積
載車車庫などの消防関連施設の計画的な修繕、更新を行
う。

6

7
婦人防火クラブ連合会運営補
助金交付事業

市内に結成されている各地区の婦人防火クラブ支部のクラ
ブ員をもって組織されている連合会に対し運営補助金交付
を行う事業。同連合会は火災予防・防災思想の普及・向上
を図る。

危機管理課

○ 消防団の運営に関する事業

災害現場等への出場に対する報酬や訓練など、消防団が
行う各種事業、消防団員用被服一式の購入、消防ポンプ積
載車やポンプの管理など、消防団の運営に関する事業を行
う。

危機管理課

Ａ 拡大・拡充

Ａ 業務改善

● Ｓ 拡大・拡充

危機管理課

3 ○ Ｊ-ＡＬＥＲＴ保守及び運用

緊急地震速報など、対処に時間的余裕のない事態に関す
る情報を携帯電話等に配信される緊急速報メールなどによ
り、国から住民まで瞬時に伝達するシステムの保守や運用
を行う。

危機管理課

5 ○ ○
災害に応じた危機管理体制づ
くり

各種災害の発生を想定した備蓄品の整備など、防災対策
強化を図る。

危機管理課

4

危機管理課

Ｓ 拡大・拡充

○

●

Ａ 業務改善

白石市防災会議の開催●

現状維持

Ａ

Ａ

Ａ 拡大・拡充

2 ○ しろいし安心メール配信業務
同メールシステムへ登録した住民に対し、災害等に関する
情報を一斉に送信伝達を行う。

現状維持

担当課№
総合
戦略

国土
強靭化

事業等 事業等の概要
事業費（千円）

（上段：予算額　下段：決算額）重点
事業

事業の
寄与度

今後の
方向性

地域計画の作成やその実施の推進、防災に関する重要事
項を審議する会議を開催する。

危機管理課1



令和３年度 令和４年度 令和５年度

担当課№
総合
戦略

国土
強靭化

事業等 事業等の概要
事業費（千円）

（上段：予算額　下段：決算額）重点
事業

事業の
寄与度

今後の
方向性

　　４－１－３　社会基盤・住宅などの耐震化の推進 重点戦略　４

712 997 1,424

712 997 427

1,100 1,000 5,500

1,100 1,000 2,200

503 1,311 1,011

503 1,225 336

0 0 0

0 0 0

　　４－１－４　防災力強化の推進 重点戦略　４

0 45,070 416,420

0 44,999 355,462

　４－２　交通安全・防犯対策の充実

　　４－２－１　交通安全・防犯意識の向上

131 137 142

0 21 19

○大規模自然災害に備えて、必要な事前防災及び減災などに資する施策を実施するとともに、「白石市国土強靭化地域計画」に基づき強靭な地域づ
くりを推進します。
○社会基盤となる上下水道、道路、橋梁及び公共施設の適切な維持管理や長寿命化、耐震化を計画的に推進します。
○国や県と連携し、治山・治水対策などによる土砂災害対策を推進します。

○スマートインターチェンジの周辺に防災機能の充実を図り、防災力強化を推進するため、災害時における一時避難や災害復旧活動の機能を兼ね備
える施設の整備を検討します。

○市民の交通安全及び防犯意識の向上を図るため、関係団体や民間企業などと連携し、重大な事故へと発展しやすい高齢者と子どもを中心に啓蒙
活動を実施します。
○交通安全運動の街頭キャンペーン活動や保育園、幼稚園、小中学校、高齢者に対する交通安全教室など啓発事業を実施し、さらなる交通安全意
識の向上を図ります。

●

14 Ａ 統合・縮小

スマートインターチェンジの周辺に防災機能の充実を図り、
防災力強化を推進するため、災害時における一時避難や災
害復旧活動の機能を兼ね備える施設の整備を検討する。

SIC・企業立
地推進室

交通安全市民大会の実施
市内における交通事故を根絶し、安全で快適な交通社会の
実現を図る。

危機管理課

企画政策課

現状維持Ｓ

Ｂ 現状維持

13
スマートインターチェンジの周
辺整備

12 ○ 国土強靭化推進事業

大規模自然災害時に、人命を守り、経済社会への被害が致
命的にならず、迅速に回復する「強さとしなやかさ」を備えた
国土、経済システムを平時から構築できるよう、計画の作成
やその実施の推進を行う。
国土強靭化地域計画は、地域で想定される自然災害全般
を検討することとしており、発災前、脆弱性評価・リスクシナ
リオに合わせた施策が設定されるもの。地域防災計画は災
害の種類ごとに検討することとしており、発災時・発災後が
対象となる。

現状維持

9

建設課

Ｂ 現状維持

Ａ 現状維持

11 ○ 危険ブロック塀等除却事業
避難路等に面したブロック塀等の倒壊による事故を未然に
防止し、学童をはじめとする通行人の安全確保を図る。

木造住宅耐震診断助成事業
耐震診断を行うことで、耐震改修の促進を図り市民の生
命、財産の保護を行う。

Ｂ

建設課

10 ○
木造住宅耐震改修工事助成
事業

耐震改修工事を行うことで、地震に強い安全に暮らせるまち
づくりを推進する。

建設課

○



令和３年度 令和４年度 令和５年度

担当課№
総合
戦略

国土
強靭化

事業等 事業等の概要
事業費（千円）

（上段：予算額　下段：決算額）重点
事業

事業の
寄与度

今後の
方向性

4,958 4,958 4,338

2,260 2,326 2,542

30 30 30

15 12 15

120 120 120

120 120 120

8 8 8

0 7 6

176 187 171

156 159 160

0 0 0

0 0 0

　　４－２－２　地域で見守る活動の推進

400 400 400

400 400 400

490 490 490

490 490 490

180 180 180

180 180 180

60 60 60

45 44 40

○関係団体や警察との連携を強化し、地域ぐるみで、子どもの登下校の見守りや高齢者の特殊詐欺被害をなくすための声掛けなど、防犯実働隊など
の活動の充実を図ります。
○犯罪発生情報や不審者情報など、防犯情報の適切な情報伝達を行います。

防犯実働隊の支援
各防犯協会にある防犯実働隊に対し、隊員の活発な防犯
活動の推進と活動時の不慮の事故等に備え、補償の充実
を図る。

Ｃ 業務改善 危機管理課

19

危機管理課

Ｂ 現状維持
高齢者バス乗車証等交付事
業

70歳以上の高齢者を対象に、ミヤコーバス（白石遠刈田線）
のバス乗車証と利用者負担額を減額する乗車券を交付し、
高齢者の移動を支援している。

長寿課

18 高齢者向け研修の開催 Ｂ 業務改善

Ａ 現状維持 危機管理課

23 市防連への支援
白石警察署とともに活動する市内の９つ防犯協会の活動の
充実を図る。

危機管理課

22

Ａ 現状維持

白石警察署とともに管区内（一市二町内）において、犯罪の
ない明るい社会の実現を目指し、相互扶助の精神をもって
犯罪を予防する。

24

21 地区交通安全協会

地区防犯協会への支援

白石警察署とともに管区内（一市二町内）における交通安
全思想の普及と高揚を図り、交通事故防止運動を展開する
ことを目的としている。

20 非常通報装置の設置
不審者対策として、非常時に警備委託業者に通報される非
常通報装置を幼稚園、小学校、中学校に設置する。

Ｂ 現状維持

Ａ 現状維持

春秋の交通安全県民運動中
の街頭活動及び交通安全日
の街頭指導

県民一人一人が交通安全意識の向上を図り、交通ルール
の遵守と正しい交通マナーの実践を習慣付けるとともに、関
係機関・団体が協働して、県民総参加による交通安全運動
を積極的に推進し、交通事故のない安全で快適な交通社会
の実現を図る。

危機管理課

交通安全教室への参加
交通安全教室を実施する小中学校、幼稚園、保育園におい
て、自転車の乗り方や点検、横断歩道の歩行等に係る交通
安全指導を行う。

Ａ 現状維持●

現状維持

Ｂ 業務改善

15 Ａ

16

交通指導隊の設置
警察機関や交通安全推進機関等と緊密な連絡を図り、交通
安全の指導を行い、交通秩序の保持や交通事故の防止に
努める。

危機管理課

危機管理課

学校管理課

自動ブレーキやペダル踏み間違い時加速抑制装置の搭載
された自動車を実際に体験いただくことで、最新の安全技
術の普及と安全装備の重要性の周知に努め、また、ドライ
ブシュミレーターの体験を通じ、客観的に自己の運転技術を
診断することで、安全運転と交通事故防止につなげる。

危機管理課

17



令和３年度 令和４年度 令和５年度

担当課№
総合
戦略

国土
強靭化

事業等 事業等の概要
事業費（千円）

（上段：予算額　下段：決算額）重点
事業

事業の
寄与度

今後の
方向性

　　４－２－３　防犯灯整備の推進

697 1,053 909

580 1,053 600

6,687 8,395 8,235

6,680 8,153 7,624

　４－３　地域における防災力の強化

　　４－３－１　防災意識の向上 重点戦略　２

50 50 50

0 30 33

0 1,000 0

0 990 0

　　４－３－２　自主防災組織の育成支援 重点戦略　２

1,870 1,870 1,770

1,037 1,074 1,291

　　４－３－３　災害時協力体制の強化

0 0 0

0 0 0

○市内に設置している防犯灯の更新やLED化を進め、防犯環境の整備に努めます。

○地域と連携した防災訓練などを通し、自助・共助・公助の理念に沿った市民の防災意識の向上、ハザードマップなどの配布や講習会などの開催を
通じ、平時から防災に関する知識の普及・啓発を推進します。

○地域の防災力の向上を図るため、自主防災組織に対し、防災対策事業などの運営を支援します。

宮城県防災指導員養成講習
会

○民間事業者などと新たに協定の締結を検討し、防災ネットワークの確立を推進します。

●

危機管理課

危機管理課

危機管理課

28

26

27

30 ○
災害時における応援協定締結
事業

平常時や災害時における活動を明確にしている自主防災
組織に対し、防災に係る各種訓練や研修会等の運営事業
に対し補助金交付を行う。

Ａ 現状維持

Ａ 現状維持

29 ○
自主防災組織補助金交付事
業

危機管理課

大規模災害等が発生し、被災地独自では十分な応急措置
ができない場合に備え、民間企業や市町村等と平常時から
相互の応援・協力が円滑かつ迅速に行われるよう防災対策
の検討を行う。

市内の商店街や温泉街の振興と通行の安全を図ることを目
的に街路灯を共同で維持管理している組合に対して、年間
電気料に基づく補助金を交付する。

危機管理課

危機管理課Ａ 現状維持

拡大・拡充

現状維持防犯灯の設置、維持、管理

市または市が自治会長の要望により設置する防犯灯の維
持管理（修繕、撤去等）を行う。また、防犯灯修繕台帳、GIS
防犯灯情報並びに防犯灯地図の更新を行い、常に最新の
状態として保持する。

ハザードマップの作成と配布
洪水・土砂災害などの災害が発生した場合、被害にあう可
能性箇所や避難場所等を地図に示したものを作成し、全戸
配布を行う。定期的な更新が必要である。

Ａ

地域における防災活動の中心となる地域防災リーダーの育
成を行うため、宮城県が主催し、県、県民、事業者や市町村
が一体となり災害対策を推進。受講者には認定証と腕章が
交付される。

Ａ

Ａ 現状維持25 街路灯補助金の交付



令和３年度 令和４年度 令和５年度

担当課№
総合
戦略

国土
強靭化

事業等 事業等の概要
事業費（千円）

（上段：予算額　下段：決算額）重点
事業

事業の
寄与度

今後の
方向性

　　４－３－４　避難行動支援体制の構築

20 21 36

20 21 36

　４－４　消費者行政の推進

　　４－４－１　消費生活に関する情報提供の充実

　　４－４－２　消費生活相談の充実

271 238 214

240 189 185

　　４－４－３　関係機関との連携の強化

0 0 0

0 0 0

○広報紙、ホームページなどによる消費者被害などの情報提供に努めます。
○ライフステージや学生、高齢者、障がい者などに合わせた正しい知識の啓発、普及を促進します。
○啓発用チラシを作成し、市主催の行事など、様々な機会を通じて消費生活に関する情報提供に努めます。

○消費生活相談員の専門的な知識や技能の習得を図るため、研修会などへの参加を推進し、相談対応機能の向上に努めます。

○複雑化・多様化する消費者相談に対応するため、関係機関と連携し、消費生活相談の機能の充実に努めます。

危機管理課31 ○ Ｓ 業務改善

○災害発生時に、しろいし安心メールやLINEなどの通信手段を活用し、市民への的確な災害情報などを伝達する体制を整備します。
○災害弱者といわれる高齢者や障がい者などの安否確認や適切な安全確保の実施など避難行動支援体制の整備を地域とともに推進します。

● 総合防災訓練

一時避難場所となっている各地区の集会所等への避難訓
練と市内すべての指定避難所の開設・運営訓練を行い、災
害発生初動期における地域住民の避難行動と施設職員、
市職員などの連携した訓練を実施し、迅速かつ的確な行動
と相互協力体制の確認を行う。

33 各種相談事業
複雑化、多様化する消費者相談に対応するため、宮城県、
弁護士会等の関係機関と連携するとともに、白石市各種相
談員連絡協議会を開催して、情報交換の機会を設ける。

市民生活課

32 市民生活課消費者行政推進事業

相談員の専門的な知識や技能の習得を図るため、研修会
等への参加と情報収集用パソコンを配置して、相談対応力
を向上する。また、広報誌、ホームページにおける情報提供
や出前講座の実施のほか、啓発用品の配布によって被害
を防止する。

Ａ 現状維持

Ａ 現状維持



○分野目標５　活力・賑わいを創る

　５-１　農林業の振興

現
状
と
課
題

施
策
の
方
向
性

Ｂ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ｃ

令和６年度末までに、地域計画
（人・農地プランの法定化）を策定
する。

－

農作物の高付加価値化、農薬・
肥料の削減による低コスト栽培な
どのメリットを説明しながら、消費
者へ安全・安心な農産物の提供
について理解を深めていく機会を
持つ。

人口減少や高齢化の影響によ
り、実施隊員の確保が困難な状
況にある。

鳥獣被害を減少させる規模の
実施隊員数を確保するため、狩
猟免許取得補助金の活用を周知
する。

R5
評価

－

大河原農業改良普及センターな
どの関係機関と連携し、就農相
談、サポート体制を継続していく。

新規就農者や自営就農者が認
定農業者となれるよう、ニーズに
合わせた研修やサポート体制を
作っていく。

－

－

市内直売所が連携し、売り上げ
向上につながる取り組みを検討、
実施する。

研修会や営農相談を実施し、地
域の担い手となる農業者の育成
に努めた。

高齢化による離農の影響で認
定者数自体が減少している。営
農相談やサポート体制を作り、新
規認定農業者の育成に取り組
む。

認定農業者数（累計） 74人 84人 86人

稲作　８人
園芸　１人
果樹　１人

80% 100%

全９地区完了

５人

新規参入　１人
雇用就農　４人

10人

66人

みやぎの環境にやさ
しい農産物認証・表示
制度取得者数

３人 ６人 10人

新規就農者数（人/
年）

１人 ２人 ３人

人・農地プランの実質
化

30% 60%

253,089千円

会議内で運営に関する情報交
換を実施した。研修会を開催し、
関係法令改正等に関する学習を
行った。

白石市鳥獣被害対策
実施隊隊員数

90人 95人 100人 92人

令和４年度末　89人
新規　　　　　 　　３人

（令和元年度） （令和７年度） （令和12年度） (令和５年度)

農産物直売所連絡協
議会加盟店売上額

213,900千円 250,000千円 275,000千円

農林産物価格の低迷や資材の高騰などに伴う農林業所得の減少と農林業従事者の高齢化により、農林業離れ
が進んでいます。所得の向上はもちろん、新たに農林業に取り組む方々の確保や農地の集積・集約を進めていくこ
とが必要です。
また、食品の安全・安心、品質などに対する消費者の関心やニーズが高まっています。そのような中で直売所は、
消費者にとって生産者の顔が見え、新鮮で安全・安心な農産物を購入でき、生産者にとっても流通コストの削減、少
量多品目生産でも販売ができる場として重要性が増してきています。直売所同士が連携し、販売の活性化を図ると
ともに、付加価値の高い産品の生産と安定的な供給体制を構築していくことが求められています。

生業として魅力ある農林業の振興を図るため、生産基盤の整備や農林産物の高付加価
値化、販路の拡大を進め、安定的で収益性の高い経営を支援するとともに、新たに農林業
に取り組む方々や認定農業者などの担い手の育成・確保に努めます。
また、農地の保全と森林環境譲与税を活用した森林の保全に努め、地球温暖化防止や水
源の涵養など森林が有する多面的機能の持続的発揮・促進を図ります。

指　標
現状値 中間値 目標値 実績値

令和５年度の取組実績 指標達成に向けた課題
今後の取組方針
具体的な改善策



　５-２　商工業の振興

現
状
と
課
題

施
策
の
方
向
性

Ｃ

Ｄ

令和５年４月より仙台南部工業
団地においてエントリー企業募集
を開始。SIC直結という強みを生
かし、企業誘致を促進するため、
トップセールスによる企業立地環
境のPRを積極的に進めていく。
また、各種イベントへ引き続き
積極的に参加するとともに、関係
団体との連携を強化し、地域経済
の活性化を図る。
さらに、次世代への事業承継を
関係団体と連携して推進し、事業
活動の継続と発展を支援する。

指標達成に向けた課題
今後の取組方針
具体的な改善策

R5
評価

実績値

10件

16,800,000万円 19,000,000万円

（令和元年度） （令和７年度） （令和12年度）
令和５年度の取組実績

本市では、企業誘致方針として、高度電子機械産業、自動車関連産業、食品関連産業などの製造業をターゲット
に首都圏などでトップセールスを行い、本市の企業立地環境のPRを行っています。市民アンケートにおいても、働く
場に対する市民の関心や期待が高いことから、さらなる企業誘致のため、新たな工業団地の整備が必要です。
豊かな地場産品や伝統産業を市内外にPRし、販路拡大や事業発展を図るとともに、後継者の育成・技術の継承
にも取り組んでいますが、人材や事業費の確保が大きな課題となっています。
中心市街地では、人口減少、空き店舗の増加、郊外大型店の出店による衰退が進んでいます。これまで、商店街
の活性化や賑わいの創出を図るために商店会などを支援してきましたが、会員数の減少や高齢化などの課題があ
るため、担い手の確保やモチベーションの維持・向上を図っていく必要があります。

製造業を中心とした企業誘致を推進するため、企業立地環境の充実や積極的なPRを推
進します。併せて、既存企業に対する事業活動支援の充実を図るとともに、中小企業などの
安定的、持続的な経営基盤の強化に向け、経営指導や人材育成、事業承継などのための
支援の充実を図ります。
また、関係団体と連携しながら、賑わいのある商店街づくりを推進するとともに、白石温麺
や白石和紙、弥治郎こけしなどの特産品、伝統産品の振興を図ります。

(令和５年度)

０件

15,414,683万円

指　標
現状値 中間値 目標値

　企業誘致に向けた取り組みを進
めているものの、仙台南部工業
団地は手続き期間が必要であ
り、同団地以外の工業団地や空
き工場は提案できる施設が少な
い状況となっている。
また、コロナ禍で落ち込んだ地
域経済は回復傾向にあったが、
その後のエネルギーや物価高騰
の影響を受けていることから、引
き続き支援する必要がある。
さらに、中心市街地をはじめ地
場産品や伝統産業においても、
高齢化と担い手の不足が顕著と
なっている。

市内既存企業への訪問、宮城
県主催による東京、名古屋セミ
ナーの開催など、トップセールス
での企業誘致活動を再開した。
また、市内や県内、姉妹都市・
友好都市等でのイベントで、本市
の地場産品や伝統産業を広くPR
することができた。
さらに、各種補助金や振興資金
制度を維持することにより、中小
企業の資金繰りを支援した。

製造業の製造品出荷
額

目標年次までの新規
立地企業数（累計）

16,602,453万円

０件 ５件



　５-３　観光の振興

現
状
と
課
題

施
策
の
方
向
性

Ｃ

Ｄ

（令和元年度） （令和７年度） （令和12年度） (令和５年度)

5,100人 8,265人

今後インバウンド需要の大幅な
回復が見込まれるため、多言語
ホームページを活用するなど、国
外に向けてのプロモーション活動
を継続し、認知度向上を図る。併
せて、地域おこし協力隊の活動に
おける甲冑体験を白石市の特色
ある体験としPRする。

外国人の宿泊客数 2,957人 1,569人

インバウンド需要回復が進み、
外国人観光客が増えることが見
込まれることから、HPの既存記事
の更新を行い、観光客へ最新の
情報を届けた。
併せて、海外富裕層向けの本
格甲冑体験を増設し、今後のイン
バウンド需要回復に向けて準備
を行った。

市内観光宿泊客数 135,916人 147,000人

新型コロナウイルス感染症の感
染状況が落ち着くことで、ある程
度の回復は見込めるが、本市の
認知度を高めるため、プロモー
ションの強化、範囲の拡大の検討
が必要である。

東日本大震災の発生から低迷した宮城県への観光客数は、平成30（2018）年度に過去最大を記録しました。本市
の観光客数も、震災前の水準に回復し、新たな観光施設のオープンもあり、令和元（2019）年度に過去最大を記録
しました。
東北新幹線白石蔵王駅や高速道路のインターチェンジを有する交通の利便性を生かしつつ、本市に訪れることを
目的とした旅行者が増えるよう、観光コンテンツの磨き上げと積極的で効果的なプロモーションにより、着地型観光
を推進していく必要があります。
また、国の成長戦略の柱の一つとして外国人誘客が掲げられるなど、全国で外国人観光客が増加しています。本
市においても外国人観光客が増加してきましたが、新型コロナウイルス感染症の世界的大流行に伴う外出自粛や
外国人の入国制限は、観光業にとって大きな打撃となっています。感染症予防対策の徹底を図り、安全・安心な観
光をPRするとともに、インバウンド向けの情報発信や観光案内、地域・近隣市町との連携した観光コンテンツを造成
していく必要があります。

観光関連団体や近隣市町と連携し、推進体制の構築を図りながら、本市の強みである美
しい自然環境や歴史的建造物などを活用した観光資源及び受入環境の整備を推進します。
また、SNSをはじめ、様々な宣伝媒体を積極的に活用し、本市の魅力と観光コンテンツ情
報を広く国内外に向けて発信していきます。
さらに、ウィズコロナ・アフターコロナを見据え、訪れる方も迎える側も安心できる、新しい
旅のかたちに合わせた受入環境を整備します。

指　標
現状値 中間値 目標値 実績値

令和５年度の取組実績 指標達成に向けた課題

平成28年度から東北観光復興
対策交付金を活用し、インバウン
ド対応力の強化を図ってきたが、
外国人観光客が訪れなくなって
久しく、受入環境を再度整える必
要がある。

SNSやHPなどの情報発信ツー
ルを積極的に活用し、プロモー
ションを行う。併せて、本市の特
性を活かした観光コンテンツの整
備、磨き上げにより、他の地域と
の差別化を図る。

R5
評価

今後の取組方針
具体的な改善策

165,300人 117,510人

市内外におけるイベントにおい
て観光PRを実施し、誘客を図っ
た。
また、観光協会と連携し、SNS
やHPにおいて観光施設の紹介、
市内イベント情報を発信した。



　５-４　雇用・就労支援の充実
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Ｃ13,186人

R5
評価

今後の取組方針
具体的な改善策

指　標
現状値 中間値 目標値

（令和元年度） （令和７年度） （令和12年度）

実績値
令和５年度の取組実績

(令和５年度)

　関係機関・団体と連携し、市内企業・事業所の人材確保に向けた取り組みを推進します。
　また、就労環境の改善や多様な働き方ができる雇用環境の整備を促進するとともに、企業
誘致や創業支援の充実を図り、市内における魅力ある働く場を創出します。

指標達成に向けた課題

人口減少・少子高齢化が進行する中、労働力不足が顕在化し、地域経済の活性化には人材の確保が課題となっ
ています。特に若者の移住・定住促進には魅力ある働く場は大きな要素であり、その創出を図っていく必要があり
ます。
近年の本市の有効求人倍率は1.00倍を超える状況で推移していますが、職種によっては求人と求職のバランス
が悪くなっています。
また、地域の活性化や健全な発展のため、若者の地域定着が重要であるとともに、企業にとっても、将来を担う若
い人材の確保・育成がますます重要となっています。市民が将来にわたって安心して暮らし続けるためには、関係
機関や企業と連携し、魅力ある働く場を確保していく必要があります。
さらに、創業を支援するため、「創業支援等事業計画」に基づき、創業塾の開講や創業希望者の掘り起こしに向け
た相談対応などを行っていますが、さらなる掘り起こしのため、金融機関や商工会議所などの関係機関と連携を
図っていく必要があります。

市内建設関係業者に雇用され
ている労働者の技術向上や若い
技術者の養成、資格取得支援の
ため、引き続き建設職組合訓練
協会や仙南地域職業訓練協会に
対して補助金等を交付し、建設業
振興及び人材育成の支援を図っ
た。
また、創業希望者や、創業後概
ね５年未満の創業者を対象に、
創業に資するスキルを習得しても
らうことを目的とした創業塾を昨
年度に引き続き開講し、13名が
受講、うち３名が創業に至った。

３人

13,630人

市内事業所従業員数

（平成28年度）

創業者数（人/年） １人 ３人 ３人

13,300人 14,000人

市内事業所従業員数が減少し
ているため、地域の活性化や若
者の地域定着につながるととも
に、従業員数が増加に転じるた
めの働きかけが必要である。
また、継続して創業塾を開講し
ているが、実際の創業に結びつ
いていないケースが多いため、受
講後のアフターフォローなど、受
講者の創業を後押しする体制の
検討が必要である。

関係機関・団体と連携し、市内
企業や事業所の人材確保に向け
た取り組みを推進していく。
また、創業塾を継続することで
創業希望者を支援するほか、受
講者へのアフターフォローなど、
金融機関や商工会議所等の関係
機関と連携し、継続した創業支援
の充実を図る。



　５-５　交流活動の促進
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観光や各種イベント、地域行事などへの参加・参画を通じて、様々な地域や世代の人たち
との交流機会を充実させ、賑わいのあるまちづくりの推進により、関係人口の拡大を図りま
す。
また、多様な価値観や文化を持つ人との交流・つながりの中で、お互いを尊重し、多様性
を認め合い、安心して暮らすことができる地域社会づくりを推進します。

Ｂ

全国的に人口減少が進む中、交流人口や関係人口による活力の創出が重要視されています。本市が持つ地域
資源を最大限活用し、人が訪れ賑わいのあるまちづくりを目指すとともに、歴史や産業により生まれた地域間交流
を継続してその意味を次世代につなげることが必要です。
また、地域社会ニーズの多様化により、多様な生き方を実現できる、認め合うまちづくりが求められていますが、
世代間、異文化、異業種の交流やつながりを生む場が少なく、市内のお祭りやイベント、地域での活動などにおい
ても参加率の低下が課題となっています。市民が地域行事を通じて協力し合い、地域との交流・つながりができるこ
とで、地域を活性化することが重要です。そのためにも、地域行事が市民同士のつながりや交流する場のひとつと
なるような、参加しやすい仕組みづくりが必要です。
さらに、市内に在住する外国籍市民も増加しつつあり、日本人と同様に生活に必要な情報や地域の情報が伝わ
るような取り組みも必要です。

指　標
今後の取組方針
具体的な改善策

42人

市民体育大会、地区
体育大会の参加者数

（平成30年度）

4,520人 4,560人 3,230人

鬼小十郎まつりにお
ける外国人来場者数
（外国人向け案内デ
スク利用者数）

150人 180人

新型コロナウイルスの感染症法
上の位置付けも５類となり、訪日
外国人観光客もコロナ禍以前の
水準に戻りつつあることから、国
内向けの情報発信を継続して行
うとともに、外国からの観光客の
受け入れ再開に向け、観光関係
団体・国際交流関係団体との連
携を強化し、外国人に対し情報提
供を行う機会の創出を図る。

スポーツ協会や各地区スポーツ
推進委員の協力のもと、大会参
加者を増やすべく、大会の開催方
法や競技種目の見直し等参加者
のニーズに合わせた開催を検討
する。

当日設置している案内デスクで
活動できるスタッフも数名程度
（令和５年度４名）しかおらず、対
応できる人数が限られること、来
場した全ての外国人が案内デス
クを利用するとは限らないことか
ら、指標達成に向けての課題が
多い。

少子高齢化及び人口減少が進
む中で、自治会加入者数も減少
傾向であることが懸念される。

外国人向け案内デスクを設置
し、会場内での各種問い合わせ
や案内を実施した。
活動には小中学校のボランティ
アチームも参加し、来場した外国
人にインタビューを行うなどの交
流を行った。

コロナが５類に移行し,感染対策
を行ないながら開催した地区が
あった一方、開催を見合わせる地
区もあった。また、白石地区にお
いてはできる範囲での参加を呼
びかけ、17地区参加の大会に
なった。

現状値 中間値 目標値

(令和５年度)
令和５年度の取組実績

300人

4,470人

（令和元年度） （令和７年度） （令和12年度）

実績値
指標達成に向けた課題



　５-６　移住・定住の促進
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今後の取組方針
具体的な改善策

R5
評価

　社人研の推計では、本市の人口は今後20年間で約１万人が減少するというデータが示されており、地域の活力低
下が懸念されます。特に若者の移住・定住を促進することで、人口の増加及び地域の活性化を図る必要がありま
す。
東日本大震災以降、東北沿岸部では、大学進学や就職を機に地元を離れた若者がUターンし、定住しているケー
スが見受けられます。中には、復興のためNPO法人の立ち上げや起業・創業により、地域を活性化しているケース
も見られます。本市でも将来のUターンによる定住や次世代のまちづくりの中核を担う人材の育成が求められてお
り、シビックプライドをいかに醸成するかが課題となっています。
また、新型コロナウイルス感染拡大防止対策としてテレワークが推奨され、多くの企業において急速に導入される
など、地方にいても都市部と同様の働き方ができる就労環境の整備が進んできています。ウィズコロナ・アフターコ
ロナにおける新しい生活様式において、本市で暮らしながら働くことのできる魅力を発信し、移住・定住につなげて
いくことが重要です。
さらに、関係人口を創出するため、首都圏在住者とイベントを行っていますが、さらに有効なPRを行うためには、
市全体が連携し取り組む必要があります。

移住・定住を促進するため、各種情報提供の充実や生活体験機会の提供、暮らす人々の
生活やヒストリーの紹介を通じて暮らしの魅力を発信するとともに、シビックプライドの醸成を
図る取り組みを推進します。
また、新型コロナウイルス感染症の拡大を契機に、都市部の企業を中心にテレワークが広
がるとともに、国は、休暇先で仕事をするワーケーションを推進しており、都市部からの新た
な人の流れをとらえ、関係人口の拡大を図ります。

指　標
現状値

移住フェア等での積極的なＰＲ
活動を行うとともに、HPの充実を
図ることで移住体験住宅に関す
る情報を広く発信する。また、相
談者のニーズに合わせた対応が
できるよう情報収集に努める。

移住相談件数 29件 40件 50件 28件

多様な相談に対応できるよう情
報収集しつつ、移住に関する情
報発信や住民とのコミュニケー
ション活動支援を行った。

移住体験住宅の利用
件数

12件 20件 24件 16件

指標達成に向けた課題

利用者より滞在計画書や滞在
実績報告書を提出いただくととも
に移住相談を行い、今後の移住
サポートに結びつけている。

市街地と山間部が試せる住宅
が２棟あるので、利用者増に向け
た取り組みが課題である。

移住に関する情報を広く周知す
るとともに、本市の立地環境や興
味を持ってもらえるような情報発
信をどのようにして行うかが課題
である。

移住フェア等での積極的なＰＲ
活動を行うとともにHPの充実を図
ることで移住に関する情報を広く
周知する。また、相談者に寄り
添った対応ができるよう情報収集
に努める。

目標値 実績値
令和５年度の取組実績

（令和元年度） （令和７年度） （令和12年度） (令和５年度)

中間値



５　活力・賑わいを創る　各種事業一覧

令和３年度 令和４年度 令和５年度

　５－１　農林業の振興

　　５－１－１　生産基盤の整備

513 210 203

513 210 203

337 258 999

333 254 960

25,844 25,855 25,966

25,824 25,852 25,793

14,970 15,119 15,238

14,966 15,097 15,236

5,384 3,384 3,487

5,107 3,364 3,457

農林課

5 ○ 農道事業

農道個別施設計画に基づき農道橋の適切な診断や保全対
策を実施し、安全かつ円滑な交通を確保する。用排水路・た
め池等の農業用施設を管理・整備することにより、維持管理
を容易にし生産性の向上を図る。農道を整備・管理すること
により大型化する農業機械の通行を確保し、安定的な資材
の搬入や作物の出荷を確保する。

建設課

4

Ｂ 現状維持

多面的機能支払交付金事業

水源の涵養や生物多様性の保全、農村景観の形成など、
農業の有する多面的機能の維持・発揮のため、農道や水路
の整備などの地域活動や営農活動に対し支援（補助）す
る。

Ａ 現状維持

●

農林課

3 中山間地域等直接支払事業

農業生産条件の不利な中山間地域等において自立的かつ
継続的な農業生産活動等の体制を整備し、農業生産活動
を継続していくとともに農村景観の保全を図る活動を行う地
域に対して支援（補助）する。

農林課

2 地域計画作成事業

農地中間管理事業等を活用し、認定農業者など地域の担
い手となる農業者に農地を集積、集約することにより、地域
の農地を守り農業生産活動を継続していくため、地域で話し
合いを行い、「農業の未来設計図」となる地域計画を作成・
公表する。

Ａ 現状維持

Ａ 現状維持

担当課

1 農地中間管理事業

農地中間管理機構が農業をリタイヤしたり、規模縮小する
農家等から農地を借り受け、認定農業者などの地域の農業
の担い手への農地を貸し付けることで、農地の集積・集約
化を促進を図る。

農林課Ａ 現状維持

事業費（千円）
（上段：予算額　下段：決算額） 事業の

寄与度
今後の
方向性

総合
戦略

国土
強靭化

重点
事業

№ 事業等 事業等の概要

○※耕作放棄地を防止するため、人・農地プランの実質化を進め、農用地の利用の効率化及び農地流動化のための農地中間管理事業の活用を推
進します。
○中山間地域等直接支払事業及び多面的機能支払交付金事業の取り組み地域の拡大、発展を図ります。



令和３年度 令和４年度 令和５年度

担当課
事業費（千円）

（上段：予算額　下段：決算額） 事業の
寄与度

今後の
方向性

総合
戦略

国土
強靭化

重点
事業

№ 事業等 事業等の概要

　　５－１－２　農林産物の高付加価値化 重点戦略　３

250 250 250

250 250 250

800 2,930 800

800 2,930 800

0 0 0

0 0 0

　　５－１－３　担い手の育成・確保

1,500 1,500 1,500

1,500 1,500 1,500

　　５－１－４　販路拡大への支援 重点戦略　３

0 1,700 3,800

0 1,700 3,800

○ササニシキ、※白石三白野菜など農林産物のブランド化を推進します。
○農林畜産物の6次産業化を支援します。
○みやぎの環境にやさしい農産物認証・表示制度取得を推進します。
○優良雌牛を保留し、和牛の改良や増殖を支援します。
○品質向上や安全・安心な食品に対する生産者の意識向上を図り、農林産物の生産向上を推進します。

○認定農業者を育成するとともに新たな担い手の確保を図ります。
○新たな経営形態で取り組む農業者を支援します。
○農業の負担軽減や生産の安定化などに向けた就農環境を整備します。

○各直売所の魅力向上や販売拡大、直売所同士の連携を支援します。
○規格外農産物の有効利用や農商工連携による新たな商品開発を推進します。
○農商工連携を核とした賑わい交流拠点「しろいしSun Park」の施設間の連携強化を促進します。

農業次世代人材投資事業
次世代を担う農業者となることを志向する者に対し、就農直
後の経営確立を支援する資金を支援（補助）する。

Ａ 現状維持

Ａ●

農林課10 農業祭の実施

農業をとりまく厳しい情勢の中で農村社会の確立を目指し、
農業者の意欲の高揚と経営の近代化、技術の改善を図り
併せて市民の農業に対する関心と理解を深めるため、秋の
収穫祭として開催する。

農林課

9 農林課現状維持

Ａ 現状維持
農産物直売所連絡協議会関
係事業

おもしろいし市場を中心とした市内における農産物直売所
間の連携の促進と消費者との交流の促進を図り、市内で生
産される農産物を市内で消費する地産地消を推進する。

8 ○

農林課

7 農林産物ブランド推進事業

食味日本一の「しろいし米」復活プロジェクトに対し、白石産
ササニシキの新たな販路拡大とブランド化を推進するため、
首都圏でのPR販売会への出店や食味コンテストなどに出
品する経費に対して補助する。

農林課

6

● Ａ 現状維持

優良繁殖雌牛保留奨励事業
優良繁殖雌牛を市内に保留し、和牛改良の推進と増殖を図
る。

Ｂ 現状維持



令和３年度 令和４年度 令和５年度

担当課
事業費（千円）

（上段：予算額　下段：決算額） 事業の
寄与度

今後の
方向性

総合
戦略

国土
強靭化

重点
事業

№ 事業等 事業等の概要

60 60 60

60 60 60

　　５－１－５　農地・森林の保全と多面的機能の活用

2,728 0 0

2,728 0 0

360 360 360

360 360 360

2,205 1,870 2,000

2,057 1,870 1,998

15,269 25,188 19,933

15,201 25,022 19,747

258 348 400

258 280 400

22,600 11,830 23,500

9,000 11,830 10,109

○森林整備による治山・治水対策を推進します。
○松くい虫被害木の伐倒・樹幹注入による被害木の拡大防止対策を推進します。
○森林環境譲与税の活用による林業の活性化を図ります。
○有害鳥獣捕獲による農作物の被害防止を図ります。
○農道・林道・農業用水利施設（水路・ため池など）の適正な維持・整備を推進します。

農林課

17
有害鳥獣による農作物の被害
を減らすための捕獲（許可）事
業

イノシシやサル、熊などの有害鳥獣による農地や農林作物
被害への防止と自然環境と景観形成を図るため、生息調査
を行うほか鳥獣被害対策実施隊がイノシシや熊を捕獲、解
体、処分するための活動に対し支援する。

Ａ 現状維持

Ａ

循環型農業推進モデル事業

農業用廃プラスチックの排出抑制や農業生産活動の省力
化を推進するため、農業生産に生分解性マルチを導入する
農業者に対して、経費の一部を交付し、循環型農業の推進
を図る。

現状維持 農林課

16

農林課

15 市行造林事業

森林の間伐や植栽、作業道開設等の森林整備等を行う実
施主体に対し、支援（補助）することで、森林の二酸化炭素
吸収力等の機能維持と木材の利用を促進し、地球温暖化を
防止と森林の自然環境と景観形成に資する。

農林課

14

現状維持

Ａ 現状維持松くい虫防除委託事業
線虫に感染し枯死したマツを伐倒し、燻蒸することでさらな
る感染拡大を予防する。また、健全なマツには薬剤を樹幹
注入することによって線虫の感染防止を図る。

Ａ

農林課

13 緑化推進事業
緑の募金活動などで寄付された支援金を財源に、市内のみ
どりの少年団、自治会、社会福祉法人を通して、小学校内
や集会所、街路等に植栽する。

農林課

12

現状維持Ａ

温暖化防止間伐推進事業

森林の二酸化炭素吸収力等の機能維持と木材の利用を促
進し、地球温暖化を防止に資するため、森林の間伐や植
栽、作業道開設等の森林整備等を行う実施主体に対し支援
（補助）する。

Ａ 現状維持

11
しろいしＳｕｎＰａｒｋ運営協議会
負担金

しろいしSun Parkの各施設間の密接な連携により、施設全
体の円滑かつ自立的な運営を図るために設立した「賑わい
地域づくり推進協議会」の運営支援を行う。

農林課Ａ 現状維持●



令和３年度 令和４年度 令和５年度

担当課
事業費（千円）

（上段：予算額　下段：決算額） 事業の
寄与度

今後の
方向性

総合
戦略

国土
強靭化

重点
事業

№ 事業等 事業等の概要

1,565 1,000 778

1,565 571 610

1,567 2,361 2,641

1,567 2,361 2,641

　５－２　商工業の振興

　　５－２－１　製造業を中心とした企業誘致活動の推進 重点戦略　４

47,043 10,594 0

47,043 10,594 0

393 392 436

17 331 394

37,966 25,800 301

22,624 25,800 301

417 417 478

0 186 398

0 0 0

0 0 0

○高度電子機械産業、自動車関連産業、食品関連産業など製造業の企業誘致を推進します。
○スマートインターチェンジの整備とともに新たな工業団地を整備し、企業立地環境の充実や積極的なPRによる企業誘致を推進します。
○白石市企業立地促進条例に基づく企業立地優遇制度による投資を促進します。
○関係機関と連携し、企業誘致のための環境整備を図ります。

SIC・企業立
地推進室

企業立地セミナーの開催や企業立地ガイド作成等を通じて
投資環境や優遇制度のＰＲを図るとともに、企業動向に関
する情報を共有し、効果的な企業誘致を展開する。また、ハ
ローワークと連携した企業説明会の開催等により、企業の
雇用確保を支援する。

24
宮城県等関係機関との連携
(企業立地)

Ｂ 現状維持

SIC・企業立
地推進室

23 企業訪問によるPR活動
積極的な情報交換や本市の投資環境・優遇制度のＰＲに努
め、企業との円滑なパートナーシップ構築や新規企業の開
拓を図る。

SIC・企業立
地推進室

22

Ｂ 現状維持

工業団地造成事業
「（仮称）白石中央スマートインターチェンジ」と一体的に工
業団地を造成し、企業誘致推進を加速することで、雇用・税
収の増加と市民サービスへの還元を図る。

Ｓ 現状維持●

SIC・企業立
地推進室

21 ○ 企業立地セミナーへの参加
宮城県や県内市町とともに、東京や名古屋で開催する企業
立地セミナーに参加し、首長のトップセールスによる投資環
境等のＰＲを行う。

SIC・企業立
地推進室

20 企業立地促進奨励金
本市に工場等を立地しようとする企業に対し、優遇措置とし
て奨励金を交付することで、企業立地を促進し、産業振興と
雇用拡大を図る。

Ｂ 現状維持

Ａ 現状維持

農林課

19
水田高度利用団地化推進事
業補助金

水稲の転作を推進する上で、従来のバラ転作から集団で取
り組む農業者に対し、一定の団地化要件を満たした場合、
支援（補助）を行うことによって、水田農業構造改革を推進
する。

農林課

18
白石市農林作物鳥獣害防止
対策事業

有害鳥獣による被害から農地や農作物を守り、自然環境を
保全するため、農林作物鳥獣害被害防止対策事業補助金
交付要綱に基づき、個人または集落内の農業者で組織する
団体が電気柵や箱罠の設置する場合、その経費を補助す
る。

Ｓ 拡大・拡充●

Ａ 現状維持



令和３年度 令和４年度 令和５年度

担当課
事業費（千円）

（上段：予算額　下段：決算額） 事業の
寄与度

今後の
方向性

総合
戦略

国土
強靭化

重点
事業

№ 事業等 事業等の概要

　　５－２－２　既存企業の事業活動支援

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

　　５－２－３　賑わいのある商店街の再生

1,479 3,000 3,000

1,479 2,690 3,000

200 190 190

200 190 190

500 500 500

353 500 0

　　５－２－４　中小企業・小規模企業などの経営支援

250,000 250,000 250,000

250,000 250,000 250,000

8,543 15,500 15,500

6,319 13,394 11,679

○既存企業への情報提供やサポート体制の強化充実を図ります。

○商店街活性化対策助成金を活用した商店会などの活性化と賑わいの創出を図ります。
○空き店舗などを活用した新規出店者の開業を支援します。

○中小企業振興資金融資制度による中小企業の経営安定化を図ります。
○商工会議所と連携し、中小企業へのサポート体制の強化充実を図ります。

商工観光課

31
中小企業振興資金融資信用
保証料補給金

市振興資金の融資を受けた中小企業者の負担軽減を図る
ため、信用保証料を全額補給する。

商工観光課

30 ○
中小企業振興資金融資制度
貸付金

市内で事業を営んでいる中小企業者で事業資金を必要とす
る者に対し、市が融資のあっせんを行うことにより、中小企
業者の金融を円滑にして経営の合理化を図り、中小企業の
振興発展を支援する。

Ａ 現状維持

Ａ 現状維持

商工観光課

29 ○ 空き店舗等対策事業補助金
新規に空き店舗等を利用して創業を行う者に対し、店舗改
装費の一部を補助することで創業の支援及や商店街の活
性化を図る。

商工観光課

28

Ｂ 現状維持

Ｂ 現状維持

●

白石商店会連合会振興事業
補助金

商店会連合会が実施する市内商店の繁栄に必要な共同事
業、調査研究、商店街に対する活性化事業に対し補助金を
交付し、商店街振興を支援する。

SIC・企業立
地推進室

27 ○
白石市商店街活性化対策助
成金

商店組合等が実施する商店街活性化事業（イベント等）に
対し助成金を交付し、中心商店街の包括的な賑わい創出を
支援する。

商工観光課

26
広報誌等での企業の魅力や
労働環境のPR

企業紹介を通じて若者に企業の魅力や働きがいをＰＲし、
地元への就職と定住促進を図る。

Ｂ 現状維持

Ｂ 現状維持

行政へのワンストップ相談体制や情報交換を通じて円滑な
パートナーシップ構築に努めるとともに、企業の魅力発信や
雇用機会の創出を図ることで、地域への還元や経済活性化
に寄与する。

SIC・企業立
地推進室

Ｂ 拡大・拡充25 ○ 市内既存企業の支援



令和３年度 令和４年度 令和５年度

担当課
事業費（千円）

（上段：予算額　下段：決算額） 事業の
寄与度

今後の
方向性

総合
戦略

国土
強靭化

重点
事業

№ 事業等 事業等の概要

4,800 4,800 4,800

0 0 0

3,000 3,000 3,000

3,000 3,000 3,000

　　５－２－５　特産品・伝統産品の振興 重点戦略　３

0 300 1,100

0 300 877

144 141 141

144 141 141

2,003 6,300 6,300

2,003 6,300 6,300

740 740 740

740 740 740

○白石温麺や白石和紙、弥治郎こけしなどの特産品、伝統産品の販路拡大や商品開発を支援します。
○伝統産業の継承・発展に対する取り組みを支援します。

商工観光課

37 ○ 伝統産業継承事業委託料

本市の伝統的工芸品である白石和紙は、平成27年3月に唯
一の生産事業者であった白石和紙工房が廃業したことによ
り、現在産業としては中断している状態であるが、その製法
は市民団体の蔵富人が引き継いでいる。蔵富人への支援
を通して、白石和紙の製法の継承、市民等に対する理解促
進を図る。

商工観光課

36 Ａ 現状維持
全日本こけしコンクール負担
金

弥治郎系伝統こけし発祥の地や新型こけしの産地として、
全国のこけし等を広く紹介宣伝し、工芸品として優れた品質
意匠や技術の向上を図ることにより、伝統的工芸品産業の
振興発展を支援する。

Ａ 現状維持●

商工観光課

35
仙南地域地場産業振興協議
会負担金

仙南２市７町が一体となり、連携を図りながら地場産品の販
路拡大に結びつけるための方策を模索し、郷土（地域）性豊
かな商品の創出や支援を行うことで、地域産業の活性化を
推進する。

商工観光課

34
観光と物産展負担金（海老名
市・登別市・白石区）

姉妹都市交流事業の一環として、登別市、海老名市、札幌
市白石区において開催される「白石の観光と物産展」に白
石市観光協会が主体となり参加。地場産品の宣伝普及に
努め、販路拡大や地場産品に係る事業の振興を図る。

Ｂ 現状維持

Ａ 現状維持

商工観光課

33
白石中小企業相談所事業補
助金

商工会議所が実施する市内中小企業者に対する指導・相
談等の経営改善普及事業に対し補助金を交付し、経営安
定や振興、支援拡充を図る。

商工観光課

32

Ａ 現状維持

Ａ 現状維持
中小企業振興資金融資制度
損失補償金

市振興資金の融資を受けた中小企業者が返済不可能と
なった場合、信用保証協会が全額代位弁済を行い、その後
契約に基づいた負担割合で各機関（信用保証協会・金融機
関・市）が負担する。



令和３年度 令和４年度 令和５年度

担当課
事業費（千円）

（上段：予算額　下段：決算額） 事業の
寄与度

今後の
方向性

総合
戦略

国土
強靭化

重点
事業

№ 事業等 事業等の概要

　５－３　観光の振興

　　５－３－１　観光資源の整備・活用 重点戦略　３・４

579 579 529

579 579 529

30,218 22,266 99,084

30,070 22,100 98,559

9,400 4,800 7,590

9,400 4,794 7,590

　　５－３－２　効果的な情報発信の推進

1,183 1,003 1,003

1,183 1,003 1,003

2,936 2,995 3,154

2,909 2,898 3,100

　　５－３－３　インバウンドの推進 重点戦略　３

327 327 327

327 327 327

○白石城を中心とした歴史的建造物などを活用し、体験型コンテンツの充実を図ります。
○スキー場や登山道、温泉など本市の特性を生かした観光資源の整備を推進します。

○観光関連団体や近隣市町と連携を図り、効果的な情報発信を推進します。

○インフルエンサーや多言語ホームページを活用し、外国人に向けて積極的な情報発信を推進します。
○多言語案内看板の設置やキャッシュレス決済導入など受入環境を整備します。

●

商工観光課

43
国際観光テーマ地区推進協議
会による事業

外国人旅行者来訪促進地として宮城県が実施主体である
国際観光テーマ地区推進協議会に加盟、同協議会から外
国人旅行者誘客促進事業に係る補助を受け、受入環境の
整備やプロモーション活動を行う。

商工観光課

42 Ａ 現状維持
多様な媒体を活用した情報発
信

ホームページやSNSなど様々な媒体を活用し、イベント情報
や観光コンテンツに関する情報の随時更新、追加を行う。ま
た、多言語パンフレットの配布や、多言語ホームページを活
用し、インバウンド向け情報の発信を積極的に行う。

Ａ 現状維持

商工観光課

41
宮城県等関係機関との連携
(観光)

仙台・宮城観光キャンペーン推進協議会など県が実施主体
となるものや、自治体と観光関連事業者で構成される団体
に加盟することで、各団体で持つ様々な広報媒体を活用し、
広く国内外に情報発信を行う。

商工観光課

40 ○

● Ｓ 現状維持

地域おこし協力隊を活用した
観光振興事業

白石城を中心に、甲冑試着体験をはじめ歴史的資源を活用
した観光コンテンツの創造、イベントの企画運営により、歴
史愛好家や外国人旅行者の集客を図るとともに、地域資源
の掘り起こしにより賑わいを創出する。

● Ａ 業務改善

商工観光課

39 白石スキー場の維持管理
山岳観光の拠点である白石スキー場を安定的に運営、維
持していくため、施設の修繕や設備の点検等を行う。

商工観光課

38 ○

Ａ 現状維持

本市の特性を活かした観光資
源の整備

本市の特性である豊かな自然や温泉、地の利を活かした観
光資源の整備を推進し、新たな旅行客層の集客を図る。

Ｂ 現状維持



令和３年度 令和４年度 令和５年度

担当課
事業費（千円）

（上段：予算額　下段：決算額） 事業の
寄与度

今後の
方向性

総合
戦略

国土
強靭化

重点
事業

№ 事業等 事業等の概要

27,643 - -

23,012 - -

　　５－３－４　広域観光の推進 重点戦略　４

380 370 370

380 370 370

　　５－３－５　観光推進体制の構築・強化 重点戦略　４

7,200 7,380 8,327

7,200 7,380 8,327

　　５－３－６　新たな賑わい拠点の整備 重点戦略　４

0 164,901 544,419

0 146,094 451,428

　５－４　雇用・就労支援の充実

　　５－４－１　人材育成及び労働力の確保

600 600 600

600 600 600

○近隣市町との連携強化を図り、本市と周辺地域を周遊する観光客の増加を目指します。
○本市と周辺地域の自然を活かした山岳観光の推進を図ります。

○観光関連団体や※DMO、観光事業者と連携し、特別企画の造成やイベントを企画し、地域全体で誘客を図ることを目指します。
○総合パンフレットの掲載内容を充実させ、本市の魅力を発信するプロモーションツールとして、磨き上げを図ります。
○映画などのロケ地として選ばれるよう、受入体制の整備を図ります。

〇スマートインターチェンジの周辺に交流人口の拡大や地域の活性化を図るため、観光振興や産業振興、地域の拠点形成を図る道の駅などの整備
を検討します。

○労働者の技術向上、職業の安定、産業人材の育成に取り組みます。

●

● 商工観光課

商工観光課

商工観光課

48 Ａ 現状維持
白石建設職組合訓練協会事
業補助金

市内建設関係業者に雇用されている労働者に対する技術
の向上、若い技術者の養成や資格取得のための訓練事業
に対し補助金を交付し、建設業振興を図る。

47 ○
スマートインターチェンジの周
辺整備

スマートインターチェンジの設置を最大限に活用していくた
め、スマートインターチェンジの周辺を整備し地域活性化を
図る。

SIC・企業立
地推進室

46

Ｓ 現状維持

白石市観光協会事業補助金
市内観光事業者や関係団体が連携し、地域全体で観光振
興に取り組むことができるよう支援する。

Ａ 現状維持

●

45 ○
近隣市町との連携による観光
振興事業の推進

「蔵王」、「サイクルツーリズム」、「ガーデンツーリズム」など
キーコンテンツによる連携を推進し、本市とその周辺地域を
周遊する観光客の増加を目指す。

商工観光課

44 ○ Ｄ 終了・廃止
蔵王周辺市町との連携による
インバウンド推進事業

蔵王連峰を囲む宮城県、山形県の自治体が「蔵王」をキー
コンテンツに連携し、プロモーション活動や外国人旅行者の
受入環境の整備を行い、蔵王周辺地域全体のインバウンド
対応力の強化を図ることで、周遊する外国人旅行者の増加
を目指す。

Ａ 現状維持



令和３年度 令和４年度 令和５年度

担当課
事業費（千円）

（上段：予算額　下段：決算額） 事業の
寄与度

今後の
方向性

総合
戦略

国土
強靭化

重点
事業

№ 事業等 事業等の概要

1,006 1,006 1,006

1,006 987 987

　　５－４－２　雇用の創出 重点戦略　４

　　５－４－３　失業者対策の推進

600 600 600

0 0 0

　　５－４－４　就労環境の整備支援

0 0 0

0 0 0

　　５－４－５　就労・創業支援 重点戦略　４

344 344 388

344 343 388

　５－５　交流活動の促進

　　５－５－１　イベント機会の充実

1,239 3,700 3,700

1,239 3,700 3,700

○企業誘致による雇用創出を図ります。
○既存企業の事業拡大計画をサポートし、雇用機会の拡大を図ります。

○再就職促進奨励金制度により、雇用にかかわる地域セーフティネットを充実させ、再就職を支援します。

Ａ

現状維持

SIC・企業立
地推進室

現状維持

○新しい生活様式や働き方改革を踏まえ、テレワークやローテーション勤務の構築など、就労環境の整備に取り組む企業・事業所などを支援します。

○ハローワークなどとの連携による就労支援体制の強化を図ります。
○創業希望者の掘り起こしから創業後まで総合的に支援する体制を整え、創業を支援します。

Ａ 現状維持

53
白石市民春まつり、白石夏ま
つり実施に対する補助

地域の伝統を守るとともに、賑わいを創出するまつりを継続
して実施できるよう支援する。

Ａ

52 ○
白石市創業塾（創業支援等支
援計画）

国の認定を受けた「創業支援等事業計画」に基づき、創業
者のスキルアップを図るための「創業塾」を関係機関と連携
して開催することで、創業の後押しや事業の継続性向上を
図る。

● 商工観光課

51 新規学卒者雇用対策事業

ハローワークとの連携による企業説明会の開催や経営者
協会等への採用枠確保要請等を通じて、学校と企業の相
互理解を深めるとともに、学生の職業意識醸成と企業の人
材確保を図る。

Ａ 現状維持

○市内を活性化させるためのイベントにより多くの人が継続して参画できる仕組みをつくります。

商工観光課

50 ○ 再就職促進奨励金制度
事業規模の縮小等に伴い、離職を余儀なくされた市民を雇
い入れた事業主に奨励金を交付し、早期再就職を支援す
る。

都市創造課

仙南地域職業訓練協会
負担金

地域企業で働く方や求職者の方に対しての各種職業能力
開発施設として、職業能力の知識と技能の習得・向上を図
ることにより、人材育成の支援を推進する。

Ａ 現状維持 商工観光課49



令和３年度 令和４年度 令和５年度

担当課
事業費（千円）

（上段：予算額　下段：決算額） 事業の
寄与度

今後の
方向性

総合
戦略

国土
強靭化

重点
事業

№ 事業等 事業等の概要

　　５－５－２　地域内交流の推進

0 0 0

0 0 0

330 330 330

330 330 330

　　５－５－３　関係人口の創出

0 2,200 2,200

0 2,200 2,200

- - 5,600

- - 5,600

　　５－５－４　多文化・多世代の共生、多様性を認め合う取り組み 重点戦略　２

100 20 6,883

0 20 6,883

49 3,076 3,056

0 3,018 2,967

企画政策課

59 男女共同参画推進事業
白石市男女共同参画基本計画の推進及び男女共同参画
の総合的企画・調整を図る。

Ｂ 現状維持 企画政策課

57 地域活性化起業人
民間企業のノウハウを活用し、シティプロモーションの推進
とシビックプライドの醸成を図る。

Ａ 現状維持

58 ○ 国際交流事業
まちづくり
推進課

鬼小十郎まつり補助金

業務改善

現状維持

Ｄ

業務改善

Ｄ 終了・廃止

本市最大の地域資源である白石城を活用しながら、市民が
主体となって、白石城主片倉小十郎重長公の活躍を再現す
るイベントである「鬼小十郎まつり」の実施に対し補助金を
交付する。

白石市国際交流支援協議会や白石市国際交流協会との連
携により、中学生のオーストラリア派遣事業やオンラインに
よる交流事業、しろいし国際カフェなど異文化に対する理解
を深められるよう交流を実施する。

Ｂ

○国際交流に加え、地域住民として生活している外国人が地域社会の一員として安心して暮らすことができる多文化共生を推進します。
○地域での活動の共同実施などにより世代間の交流を推進します。
○国籍・性別・障害の有無など、多様性を認め合う地域づくりに向けた研修会・交流会を開催します。

まちづくり
推進課

まちづくり
推進課

55
市民活動支援センター運営補
助金

市民活動支援センターの自主運営に対して補助金を交付す
る。

まちづくり
推進課

54
中心市街地の賑わいづくり研
究会の事務局運営

鬼小十郎まつりのＰＲ事業（青葉まつり・ハイウェイフェスタ
東北への出店）を通して、本市中心市街地の賑わい創出を
図る「白石市中心市街地の賑わいづくり研究会」の事務局
を担うことで、市民団体と行政とが協力し、中心市街地の活
性化を図る。

○市内に数多く存在するグループの交流・つながりを促す仕組みづくりによる賑わいの創出を図ります。
○自治会などと連携して、地域行事に多くの市民が参加しやすい仕組みをつくります。
○市役所内部における横の連携を強化します。

○本市の活性化につなげるための関係人口の創出・拡大方法を検討します。

56 Ｂ



令和３年度 令和４年度 令和５年度

担当課
事業費（千円）

（上段：予算額　下段：決算額） 事業の
寄与度

今後の
方向性

総合
戦略

国土
強靭化

重点
事業

№ 事業等 事業等の概要

　　５－５－５　地域間交流の推進

0 1,000 2,300

0 1,000 2,300

　５－６　移住・定住の促進

　　５－６－１　定住化の推進

15,700 12,900 12,500

13,800 12,900 12,500

10,000 7,000 7,000

8,000 6,500 7,000

3,600 1,800 1,800

2,300 1,300 1,800

1,675 1,785 4,200

1,675 1,785 1,960

　　５－６－２　移住、定住に関する情報提供と情報発信の推進

2,135 1,988 2,182

1,440 1,762 2,182

0 0 0

0 0 0

まちづくり
推進課

まちづくり
推進課

Ｄ

まちづくり
推進課

まちづくり
推進課

白石市定住者補助金
市内への定住を目的として住宅を取得した転入者に対し、
補助金を交付することで、人口減少の抑制と移住定住促進
を図る。

● Ｂ 現状維持

○「白石市移住交流サポートセンター」を移住相談の総合窓口とし、移住の検討段階から移住後までトータルで支援します。
○民間事業所と連携し、空き家・空き店舗、市有財産優良宅地、無償土地提供など、定住支援に関する情報を提供します。
○移住関連イベントなどで首都圏在住者に本市の暮らしの魅力を発信します。

Ｃ 業務改善

Ｂ

○歴史や産業のつながりにより生まれた地域間交流を推進します。
○姉妹友好都市に関連した市の歴史を次世代に伝えることでシビックプライドを醸成します。

○定住者補助金、市民住宅取得補助金、新婚家庭家賃補助金などの住宅支援事業を継続します。
○通勤補助制度などの創設を検討します。

終了・廃止

Ｂ 現状維持

空き家の有効活用を図るため、所有者と利用希望者へ物件
情報を提供するとともに、専門事業者の協力を得て取引に
おける安心安全を図る。

66 空き家バンク事業

63 ○ 白石市定住紹介奨励金
市外在住者に、市内への住宅取得と定住を促した住宅関連
業者に奨励金を交付し、人口減少の抑制と移住定住促進を
図る。

現状維持
まちづくり
推進課

65 ○
白石市移住交流サポートセン
ターの活用

移住定住に係る相談対応や情報発信、関連イベントなどで
本市の魅力を発信しながら、移住者・地域住民・若者世代な
どの交流活動を促進する。

64 ○ 白石市新婚家庭家賃補助金
市内の民間賃貸住宅に居住する新婚家庭に対して、家賃
の一部を助成することで人口減少の抑制と定住促進を図
る。

まちづくり
推進課

62 白石市市民住宅取得補助金
市内への定住を目的として住宅を取得した市内在住者に対
し、補助金を交付することで、人口減少の抑制と定住促進を
図る。

●
まちづくり
推進課

○ Ｂ 現状維持

61 ○

60 ○
姉妹都市・友好都市との交流
事業

Ｂ 現状維持
白石市姉妹友好都市交流協会との連携により、文化・ス
ポーツ活動を中心に交流親善を実施する。



令和３年度 令和４年度 令和５年度

担当課
事業費（千円）

（上段：予算額　下段：決算額） 事業の
寄与度

今後の
方向性

総合
戦略

国土
強靭化

重点
事業

№ 事業等 事業等の概要

55 509 84

55 509 84

776 704 759

441 404 759

　　５－６－３　生活体験プログラムの充実

495 589 602

369 507 602

18,800 19,200 0

18,798 19,178 0

0 0 0

0 0 0

　　５－６－４　シビックプライドの醸成 重点戦略　１

0 0 0

0 0 0

72 ○ 学生活動等連携事業

中学校や高校などと連携し、地域や市内企業への関心を高
めるとともに、市外の学生による地域との交流活動を支援
し、関係人口への意識を醸成することで、人材育成や若者
の地元定着を促進する。

Ｂ●
まちづくり
推進課

まちづくり
推進課

71

現状維持

○若者が積極的に地域にかかわる経験を通して、シビックプライドを醸成し、将来の関係性を構築します。

仙南圏域移住・定住連携促進
事業

県、仙南の移住・定住担当者やサポートセンター職員を対
象とした担当者会議を定期的に開催しながら、情報共有･連
携強化を図り、市町連携による圏域単位のＰＲ活動や移住
体験ツアー事業等の取組みを企画・実施し、仙南地域全体
の関係人口創出に取り組む。

移住を検討している方に、本市の風土や日常生活を体験で
きる滞在機会を提供することで、移住促進を図る。

ホームページやSNS等による
情報発信

移住体験住宅

現状維持

Ｄ 終了・廃止

現状維持

Ｂ

○移住体験住宅活用などにより本市での生活疑似体験機会を提供します。
○豊かな自然環境や交通アクセスの利便性を生かして、仙台圏など周辺地域を含めた新しいワークスタイルやライフビジョンを提案します。

Ｂ

本市を訪れるきっかけづくりとして、「暮らす・住む」「働く・活
動する」「交流する・関わる」などの魅力を発信し、関係人
口・移住人口の拡大を図る。

Ｂ

ワーケーションの推進

首都圏からのアクセスや豊かな自然環境、温泉、食文化な
ど本市の魅力的なコンテンツを活かした滞在環境の提供
や、地元事業者と連携したプログラム開発などを推進し、都
市部における関係人口の創出を図る。

まちづくり
推進課

まちづくり
推進課

68 移住関連イベントによるPR
首都圏で開催される移住フェア等に参加し、移住検討者に
本市の魅力をＰＲすることで、移住人口・関係人口の拡大を
図る。

まちづくり
推進課

現状維持

Ｂ 現状維持67

69
まちづくり
推進課

70



○分野目標６　まちの未来を描く

　６-１　豊かな自然環境の維持

現
状
と
課
題

施
策
の
方
向
性

Ｃ

Ａ

生態系調査の実施回
数（累計）

０回 １回 １回 ０回

環境関連イベントなど
の開催回数

０回

身近な環境問題に関心を持つ
きっかけづくりとしてリサイクル教
室を継続する。
また、本市が宣言している「ゼロ
カーボンシティ」実現のため、温
室効果ガス排出量削減を主体的
に取り組んでもらえるような機会
の提供を検討する。

再生可能エネルギーの環境影
響評価に関連して、事業区域の
生態系の情報収集に努めた。

市内の多くの地域で再生可能エ
ネルギー設置事業に係る環境破
壊の懸念がある。希少動植物が
生息・育成できる環境の保全を考
えるために、実態数等の調査や
情報収集が必要である。

生態系調査に向けた予算確保
等を行い、事業実施の方向性を
検討していきたい。

１回

中央公民館主催「わんぱく教
室」内で市内の小学校高学年の
児童を対象に、リサイクルの講話
と牛乳パックを使ってリサイクル
工作教室を行った。3Rについて
身近なところから関心を持つきっ
かけづくりができた。

幅広い世代に、環境について学
んでもらう機会をどのように設け
るか、またどのような内容であれ
ば関心を持ってもらえるか引き続
き検討する。

１回 １回

本市は、平地から高山帯まで広がる豊かな自然環境、豊富な動植物を有しており、多くの市民が山岳や水辺、田
園風景などの優れた自然景観を誇りに感じています。雄大な蔵王連峰や水芭蕉の森・どうだんの森、材木岩、碧玉
渓など自然とふれあえる場に恵まれており、この豊かな資源である自然環境・自然景観の維持・向上が必要です。
また、農業後継者や林業の担い手の不足により、耕作放棄地や荒廃した山林が中山間地域を中心に増加し、里
地･里山の機能の低下が懸念されています。

森林の適切な管理や優良な農地の保全と育成を行うことで、蔵王連峰などの美しい山岳
や田園風景など自然景観の保全に努めます。里山や森林で行う開発行為には、自然景観
などへ配慮するよう指導するとともに、里山や自然が織りなす特徴的な景観を失うことがな
いよう保全策を講じます。
また、自然とふれあえる場の整備、保全及び適切な管理とともに、希少動植物が生息・生
育できる環境の保全、創出に努め、生態系の保全に取り組みます。有害鳥獣による人や農
作物への被害を防止するための効果的な被害防止策を構築します。
さらに、自然観察会などの体験学習を取り入れた環境学習や環境関連のイベントで、環境
問題に関する情報の発信や普及・啓発を行います。

指　標
現状値 中間値 目標値 実績値

令和５年度の取組実績 指標達成に向けた課題
今後の取組方針
具体的な改善策

R5
評価（令和元年度） （令和７年度） （令和12年度） (令和５年度)



　６-２　快適な生活環境の構築

現
状
と
課
題

施
策
の
方
向
性

Ｂ

Ｃ

Ａ

指標達成に向けた課題
今後の取組方針
具体的な改善策（令和元年度） （令和７年度）

７件 15件

「白石市水道ビジョン」に基づ
き、PDCAサイクルを実践、継続
的に改善することに加え、令和６
年度からアセットマネジメント改定
に着手し更新計画の見直しを行
う。

水道工事を担当する職員の不
足・技術者の減少により、計画・
設計・積算・工事監督の各業務へ
注力が困難となる一方、水道工
事業者においても担い手の減少
により、年間に施工できる量が限
られている。
更新対象の管路は、既往の修
繕・改修に加え、度重なる給水管
の分岐等により複雑化しており、
更新工事の際には現状把握に時
間を要している。

管理不良のまま放置された空き
家については、すぐに人が住める
状態でない家屋が多く、「空き家
バンク」で紹介することが難しい
物件も多い。

移住交流サポートセンター109-
oneと連携しながら、広報紙やHP
で空き家バンク制度のさらなる周
知徹底を図り、登録件数の確保
に努める。

5.63%

０件０件

現状値 中間値

老朽化している市中心部の鋼
管等の配水管路を更新、地震対
策として管種は耐震管・耐震継手
を使用した。

空き家バンクへの登録物件は１
件あったが、物件の契約はなかっ
た。

道路や空き地などへの不法投
棄物が依然減らない状況である
ため引き続き対策が必要である。

自治会を単位とする各公衆衛
生組合と連携し、地域のごみのポ
イ捨て禁止等環境に対する啓発
を行う。不法投棄の看板設置、防
犯カメラ設置等の効果的な方法
を検討し引き続き対策を行う。

（令和12年度） (令和５年度)

R5
評価

本市は、美しい山岳を有し、水環境・大気環境がとても清らかで、多くの市民が空気のきれいさ、自然のかおりを
誇りに感じており、今後も水環境・大気環境の維持及び快適な生活環境の構築に向けた取り組みが求められてい
ます。
また､人口減少や高齢化などにより住宅を中心とした空き家が増加しています。放置されている空き家は、防災、
防犯、環境、景観の阻害など地域住民の生活環境に悪影響を及ぼすこともあり、空き家対策の実施が求められて
います。
さらに、公共施設や水道事業、下水道事業では、使用している設備の老朽化が進む中で、安定的に事業を継続
するための調査や診断のほか、設備などの更新が必要であり、将来にわたり持続可能な手法の確立が課題となっ
ています。

市民が安全で安心して暮らすことができるよう、居住環境の整備や良質な水の安定供給、
水質の保全、公害対策を行い、快適な生活環境の構築を目指します。
空き家の所有者及び管理者に対する適正管理の支援と移住・定住の促進を図るため、空
き家の活用・流通を促進します。
また、多くの市民が不満を感じているマナー・モラルを把握し、マナーのよいまちを目指す
ため、実効性のある対策を検討・実行します。

指　標

空き家等の利活用戸
数（累計）

10.00%5.00%3.26%
水道管路の更新率
（累計）

令和５年度の取組実績
実績値目標値

春と秋の計２回実施した。延べ
13,020人が参加し、地域のごみ拾
い、不法投棄物の回収、小型家
電の回収を行った。
（秋）実施日  ９月24日
　　　参加人数  6,594人
（春）実施日　３月24日
　　　参加人数　6,426人

22.65トン現状値より削減 中間地より削減
市内一斉クリーン作
戦でのごみ回収量

26.38トン
（平成30年度）



　６-３　道路・公共交通の整備

現
状
と
課
題

施
策
の
方
向
性

Ｂ

Ｄ

Ｂ

認定した各団体のボランティア
活動により、道路の清掃、緑化等
の環境美化活動が推進できた。

人口減少、少子高齢化等に伴
い、サンキューロードサポーター
への登録団体数が増加しないこ
とが考えられる。

サンキューロードサポーターが
行っている具体的な活動を紹介
し、ボランティア活動、環境美化
活動への共感が得られるようHP
等で周知を行う。

令和５年度から９年度までを計
画期間とする新たな「地域公共交
通計画」に基づき、「既存公共交
通ネットワークの利便性向上」、
「地域主体による地域公共交通
の推進」、「多様な主体と連携した
交通ネットワークの構築」を基本
方針とし、これらに基づく公共交
通の施策を一体的に進める。
特に、住民主体による地域内交
通の整備を推進するため、引き
続き、地域内交通の課題解決に
向けて住民が主体的に実施する
活動を支援していく。

１地区
住民主体の移動・外
出サービスの導入地
区数

０地区 １地区 ５地区

地域公共交通のマスタープラン
となる「白石市地域公共交通計
画」に基づき、市民が安心して暮
らし続けられる公共交通の確保
に努めるとともに、令和５年度は
中学生の通学利用の実情に合わ
せた市民バスの運行計画の見直
しを行った。
また、既存の公共交通では対応
できない山間地域などにおける住
民主体の新たな移動・外出サー
ビスの整備を推進するため、「人
と地域が輝く未来共創交付金」に
「住民主体の地域内交通事業」の
枠組みを新設し、地域内交通の
課題解決に向けて住民が主体的
に実施する活動を支援した。

人口減少、少子化などの影響に
より、市全体の公共交通利用者
の減少、運賃収入が低下し、さら
に市の財政負担が大きくなってい
る中、一人一人に合った移動手
段を既存の公共交通だけで確保
することは困難である。
将来にわたって、すべての市民
の皆様が安心して暮らし続けられ
る公共交通を確保するため、社
会構造の変化に対する適切な対
応、市民バスにアクセスする新た
な支線交通による交通空白地域
の解消、ニーズ・需要に応じた新
たな交通モードの検討が必要で
ある。

令和５年度の取組実績 指標達成に向けた課題
今後の取組方針
具体的な改善策

道路、橋梁などの状況把握に努め、適切な維持管理及び長寿命化により、安心して通行
できる道路環境の整備を推進します。
市民が利用しやすい市民バス、乗合タクシーの運行を継続するとともに、既存の公共交通
では対応できない地域や高齢化のさらなる進展に伴う市民生活の足の確保を図るため、住
民主体の移動・外出サービスの整備を検討します。

R5
評価

本市は、東北新幹線、東北本線、東北自動車道、国道４号が南北に縦断しており、国道113号が東西に横断して
います。高速交通網となる東北自動車道は、市北部に白石インターチェンジが設置され、企業進出や沿線企業の
活動により地域経済の発展に大きな役割を果たしてきました。本市の中心市街地は白石インターチェンジと国見イ
ンターチェンジの間に位置しており、この位置にスマートインターチェンジが整備されることで、新たな企業誘致の実
現、中心市街地の活性化、観光振興などの効果が期待されます。
また、道路施設の老朽化による補修費用の増加、除草作業・側溝の維持管理作業などの行政依存度の高まり、
市民生活に密着した道路の改良・整備などが課題となっています。
さらに、本市の公共交通機関は、東北新幹線、東北本線、民間路線バス、民間タクシーに加え、市民バスと乗合タ
クシーがあります。公共交通の中核となる市民バスは、人口減少・少子高齢化の進展に伴い、利用者数が減少傾
向にあり、運行路線の縮小によるサービス水準の低下を招きかねない状況にあります。
加えて、既存の公共交通では対応できない山間地域などでの住民主体の移動・外出サービスの必要性が高まっ
ています。

指　標
現状値 中間値 目標値 実績値

101,000人

しろいしサンキュー
ロードプログラム登録
団体数

13団体 16団体 18団体

（令和12年度） (令和５年度)

99,000人

（令和元年度）

市民バス利用者数 98,556人

（令和７年度）

81,408人

14団体



　６-４　魅力ある都市空間の整備

現
状
と
課
題

施
策
の
方
向
性

Ａ

Ａ

Ｂ

Ｃ
地域団体による街区
公園・緑地の維持管
理率

77% 80% 100%

100%

82%

都市計画道路の見直
し進捗率

83% 100%

都市公園施設の長寿
命化の推進率

78% 80% 100%

100%

指標達成に向けた課題令和５年度の取組実績

景観法に基づく景観
計画の策定進捗率

67% 100% 100%

（令和元年度）

中間値

本市は、西部に蔵王連峰を臨み、市内には75カ所の公園や緑地が整備されるとともに、東北新幹線、東北自動
車道などの交通網に恵まれ、豊かな自然と交通の利便性が共存する魅力的な都市です。
また、魅力ある都市空間の整備を図るため、景観法に基づく景観計画を策定し、本市の良好な景観の創出、保
全、活用を推進する必要があります。
さらに、市民の憩いの場である公園や緑地は、環境保全やレクリエーションの場を提供しているほか、防災、景観
形成など多面的な機能を有しています。地域に有する地理的条件や歴史的背景を踏まえながら、地域の特性を生
かした市民に親しまれる公園・緑地の維持管理が求められています。

都市計画道路の見直しにより、過度な公共投資の抑制と効率的な都市計画道路の整備を
図ります。
また、市民の憩いの場や防災機能を有している公園や緑地を安全・安心に長期間利用で
きるよう、市民協働による公園管理や緑化活動に取り組みます。
さらに、豊かな自然の保護、適正な土地利用の確保のため、適正な開発行為の指導を行
います。

今後の取組方針
具体的な改善策

100%

（令和12年度） (令和５年度)

R5
評価

指　標
現状値

（令和７年度）

公園愛護会の人員減少や高齢
化が進んでおり、活動が縮小して
いる団体がある。

市民が愛着を持てる公園整備
を行うと同時に、公園愛護会から
の意見・要望を正確に把握し、自
主的な公園維持活動を支援して
いく。

第二次白石市都市計画マス
タープランを令和４年12月に策定
した。これに基づき、都市計画道
路及び用途地域の変更を令和５
年度において、白石市都市計画
審議会へ上申した。

－

　令和６年度において都市計画変
更に係る告示を行う予定。

令和２年12月宮城県において
「仙南地域広域景観計画」を策定
し、景観行政団体へ移行した。
また、令和３年３月「白石市景観
条例」を制定し、令和３年７月１日
から施行。

－ －

益岡公園テニスコートや周辺施
設の改修を行い、施設の長寿命
化を図った。その他、市内公園の
遊具修繕工事を実施し、ライフサ
イクルコストの減少を図った。

計画的・長期的な視点で修繕改
修を行っているが、同時に経年劣
化が進み、破損する施設も同程
度あるため、指数を改善するため
には、大規模な改修が必要にな
る。

令和６年度に公園施設長寿命
化計画の改定を行い、現状に即
した計画の見直しを行う。その結
果に基づいて計画的な改修工事
を行う。安全・安心を担保するた
めに、細やかな点検やメンテナン
スを実施する。

地域特性を活かした市民との協
働による公園管理に取組むため
に公園愛護会と連携を密にし、維
持管理活動を行った。

実績値

74%

目標値



６　まちの未来を描く　各種事業一覧

令和３年度 令和４年度 令和５年度

　６－１　豊かな自然環境の維持

　　６－１－１　自然環境・自然景観の保全 重点戦略　３

　　６－１－２　自然共生社会の実現

20,959 18,754 13,031

20,915 18,754 13,031

2,410 6,237 3,129

2,406 6,237 3,119

850 468 1,569

846 464 1,559

25,844 25,855 25,966

25,824 25,852 25,793

426 501 533

426 495 532

農林課

5
環境保全型農業直接支払交
付金事業

炭素貯留効果の高い堆肥の施用等、化学肥料・化学合成
農薬を原則５割以上低減する取組と合わせて行う地球温暖
化防止や生物多様性保全に効果の高い営農活動を支援
（補助）する。

農林課

4 Ｓ 現状維持

Ｓ 現状維持

中山間地域等直接支払事業

農業生産条件の不利な中山間地域等において自立的かつ
継続的な農業生産活動等の体制を整備し、農業生産活動
を継続していくとともに農村景観の保全を図る活動を行う地
域に対して支援（補助）をする。

●

●

農林課

3 ○ 遊休農地対策事業
遊休農地の防止を図り、自然環境と自然景観の維持を図る
ため、農地中間管理事業を活用した人・農地プランの実質
化を進め、担い手への農地の集積・集約化を促進する。

農林課

2

現状維持

Ｓ 現状維持

Ｓ

担い手支援事業

認定農業者連絡協議会により、認定農業者どおしの情報交
換や連携が図られるよう支援。また、人・農地プランの実質
化と農業次世代人材投資事業を推進し、農業の中心経営
体となる担い手の安定した農業経営を図るため支援すると
ともに、新たな担い手の確保に努める。

○

事業等 事業等の概要

○白石川や蔵王連峰などの自然風景・田園風景の美しい景観の保全に取り組みます。
○無秩序な開発行為などにより、里山や自然が織りなす特徴的な景観が失われないよう保全策を講じます。

○希少動植物が生息・生育できる環境の保全、創出に努めるとともに生態系の保全に取り組みます。
○動植物の確認調査の実施を検討し、希少な動植物の把握に努めます。
○有害鳥獣による人や農作物への被害を防止するため、その生息分布、個体数の把握に努め、効果的な被害防止策を構築します。

担当課

1 ○
森林環境税（森林環境譲与
税）に関する取り組み

所有者・境界不明や高齢化に伴う担い手不足等により森林
の荒廃が進んでいることから、森林環境譲与税を活用し、
所有者に代わって市が計画を策定し森林を整備する。ま
た、林業の活性化を図るため、水源の涵養や地球温暖化防
止等の森林が持つ多面的機能の発揮を促しながら、自然環
境と自然景観の維持を図る。

農林課● Ｂ 現状維持

事業費（千円）
（上段：予算額　下段：決算額） 事業の

寄与度
今後の
方向性

総合
戦略

国土
強靭化

重点
事業

№



令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業等 事業等の概要 担当課
事業費（千円）

（上段：予算額　下段：決算額） 事業の
寄与度

今後の
方向性

総合
戦略

国土
強靭化

重点
事業

№

14,970 15,119 15,238

14,966 15,097 15,236

258 348 400

258 280 400

22,600 11,830 23,500

9,000 11,830 10,109

1,565 1,000 778

1,565 571 610

2,205 1,870 2,000

2,057 1,870 1,998

15,269 25,188 19,933

15,201 25,022 19,747

0 0 0

0 0 0

- 0 0

- 0 0

0 0 0

0 0 0

農林課

Ａ

Ａ 現状維持

市民生活課

現状維持

Ａ 現状維持

現状維持Ａ

市民生活課

農林課

都市創造課

11 市行造林事業

白石市自然環境等と再生可
能エネルギー発電事業との調
和に関する条例

白石市太陽光発電設備設置
事業指導要綱

5,000㎡以上の土地に太陽光発電設備を設置する事業につ
いて、庁内関係各課や関係機関による現地確認を行い、協
定を締結し、適正な開発行為の実施を指導する。

Ｂ 現状維持14

10 松食い虫防除委託事業

線虫に感染し枯死したマツを伐倒し、燻蒸することで更なる
感染拡大を予防するとともに、健全なマツには薬剤を樹幹
注入することによって線虫の感染防止を図り、森林景観形
成を図る。

12

13

白石市開発事業指導要綱

土地を造成して、建物を建設する場合など、一定規模の面
積以上の開発行為について、庁内関係各課や関係機関に
よる現地確認を行い、協定を締結し、適正な開発行為の実
施を指導する。無秩序な開発を抑止し、自然・景観の保全を
図る。

【令和5年3月10日から施行】
白石市の豊かな自然環境、美しい景観及び安全安心な生
活環境の保全と再生可能エネルギー発電設備設置事業と
の調和を図るために必要な事項を定めることにより、自然環
境及び生活環境に配慮した、いつまでも住み続けられるま
ちづくりに寄与する。

森林の間伐や植栽、作業道開設等の森林整備等を行う実
施主体に対し、支援（補助）することで、森林の二酸化炭素
吸収力等の機能維持と木材の利用を促進し、地球温暖化を
防止と森林の自然環境と景観形成に資する。

● 農林課

9
白石市農林作物鳥獣害防止
対策事業

有害鳥獣による被害から農地や農作物を守り、自然環境を
保全するため、農林作物鳥獣害被害防止対策事業補助金
交付要綱に基づき、個人または集落内の農業者で組織する
団体が電気柵や箱罠の設置する場合、その経費を補助す
る。

農林課

8 Ａ 現状維持

Ａ 現状維持

有害鳥獣による農作物の被害
を減らすための捕獲（許可）事
業

イノシシやサル、熊などの有害鳥獣による農地や農林作物
被害への防止と自然環境と景観形成を図るため、生息調査
を行うほか、鳥獣被害対策実施隊がイノシシや熊を捕獲、
解体、処分するための活動に対し支援する。

○ ○

農林課

7 循環型農業推進モデル事業

農業用廃プラスチックの排出抑制や農業生産活動の省力
化を推進するため、農業生産に生分解性マルチを導入する
農業者に対して、経費の一部を交付し、循環型農業の推進
を図る。

農林課

6 ○

Ａ 拡大・拡充

Ｓ 現状維持多面的機能支払交付金事業

水源の涵養や生物多様性の保全、農村景観の形成など、
農業の有する多面的機能の維持・発揮のための、農道や水
路の整備などの地域活動や営農活動に対し支援（補助）す
る。



令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業等 事業等の概要 担当課
事業費（千円）

（上段：予算額　下段：決算額） 事業の
寄与度

今後の
方向性

総合
戦略

国土
強靭化

重点
事業

№

　　６－１－３　自然に親しむ場、機会の充実 重点戦略　３

631 30,633 30,633

626 30,572 29,700

0 0 0

0 0 0

50 50 50

50 50 50

　　６－１－４　環境保全活動・環境美化活動の推進

600 600 600

60 180 240

0 0 0

0 0 0

2,861 2,957 2,730

2,321 2,167 1,976

300 300 300

300 300 300

300 0 0

297 0 0

市民生活課

市民生活課業務改善

建設課Ｂ 現状維持

公衆衛生の向上に中心的な役割を果たす白石市公衆衛生
組合連合会の事業費を補助することによって、環境美化の
推進と市民協働のまちづくりを目指す。

Ｂ

○水芭蕉の森・どうだんの森など自然とふれあえる場の整備及び適切な管理に努めます。
○材木岩や碧玉渓など自然とふれあえる場の保全に努めます。
○国定公園や県立自然公園などの優れた自然景観の魅力を市内外に発信し、地域の豊かな自然への愛着と地域の活性化を図ります。

○市内一斉クリーン作戦や白石城お堀清掃など、市民との協働による清掃・美化活動を推進します。

集塵箱設置補助金

19

16

18

17

Ａ 現状維持

15
水芭蕉の森、どうだんの森の
維持管理

市民団体等の自主的な環境保全活動を支援するため、清
掃用具の貸出等を行う「環境美化支援事業」を実施する。

20

しろいしサンキューロードサ
ポーター（みやぎスマイルロー
ドサポーター、みやぎスマイル
リバーサポーター）

Ａ

Ａ 現状維持

全市民が、一斉に住居周辺の道路等の清掃を実施すること
で、快適な生活環境を確保するとともに、地域における環境
美化の促進を図り、清潔で美しいまちづくりを推進するた
め、「市内一斉クリーン作戦」を実施する。

水芭蕉の森、どうだんの森の草刈り等を行い、適切な維持
管理に努める。老朽化した木道を改修し、より魅力的な観光
地を目指す。

現状維持

Ａ 現状維持

白石市公衆衛生組合連合会
事業費補助

21

市内一斉クリーン作戦

管理道路の一定区間において、清掃や緑化作業などの美
化活動等を定期的に行い、良好な道路環境づくりに積極的
に取り組むボランティア団体等を認定し、必要な援助等を行
う。

22

Ａ 現状維持

市民生活課

都市創造課

商工観光課

現状維持

環境美化支援事業

商工観光課

Ｂ

自然景観等の魅力発信
観光協会と連携して、ホームページやSNSを活用して本市
の優れた自然景観等の魅力を発信する。

集塵箱の設置を希望する自治会に対し「集塵箱設置補助
金」を交付することで、集塵箱の普及を図り、環境美化の推
進に努める。

市民生活課

南蔵王夏山開き

刈田峠登山口を起点とし、芝草平から南屏風岳、不忘山を
経由し、白石スキー場まで辿る「南蔵王縦走コース」を登山
し、初夏の清々しい蔵王を感じながら、国定公園蔵王連峰
のすばらしさを満喫し、参加者の親睦を図る。



令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業等 事業等の概要 担当課
事業費（千円）

（上段：予算額　下段：決算額） 事業の
寄与度

今後の
方向性

総合
戦略

国土
強靭化

重点
事業

№

6,269 5,412 6,142

6,268 5,406 6,141

0 0 0

0 0 0

　　６－１－５　環境教育の推進

70 20 10

0 3 0

60 0 52

0 0 0

　　６－１－６　地球温暖化対策の推進

0 0 0

0 0 0

5,420 5,382 5,336

5,420 5,382 5,336

　６－２　快適な生活環境の構築

　　６－２－１　良質な水の安定供給

895,000 1,019,000 1,031,000

914,854 863,550 707,734

市民生活課

市民生活課

市民生活課

建設課

現状維持

現状維持

上下水道事業所

「みやぎ環境税」を財源とする交付金を活用して、二酸化炭
素の削減対策を柱に、豊かな環境の保全、喫緊の環境問
題に対応する事業を実施する。

Ｂ

Ａ

Ｂ

快適な生活環境を構築するため、安全安心な水の供給を行
う。

現状維持

現状維持

Ａ 現状維持

Ａ 拡大・拡充

現状維持

Ａ

○再生可能エネルギーの有効利用と導入を検討するとともに、CO2の吸収源となる森林などの緑の保全と創造に努めます。

リサイクル教室
市民の環境教育の場を設けることで、環境学習とリサイクル
活動の推進に寄与する。

●

26

○老朽管路の更新及び基幹管路の耐震化を行い、安定した水の供給に努めます。
○送配水施設のダウンサイジングや統廃合を行い、施設の適正化を図り、効率的な経営に努めます。

白石城お堀清掃

○環境関連のイベントの開催や自然観察会などの体験学習を取り入れた環境学習の推進を図ります。

28

27 ●

環境家計簿の配付
市内の小学生児童を対象とした「環境家計簿」の取り組みを
行い、家庭の二酸化炭素排出量を計算することで、家族ぐ
るみで環境活動への関心を高める。

商工観光課

市民生活課

沢端川の川干

Ａ

水道事業29

春、秋の川干を実施することにより、クリーン作戦に合わせ
各地区・各世帯ごとに水路に堆積した土砂を撤去し、水路
の美化や安定した水の流れを確保する。

みやぎ環境交付金事業

年２回（３月と９月）川干しに合わせて沢端川の清掃を行うも
ので、毎回ボランティアとして多くの市民が参加。環境保
全、美化活動であるとともに、活動を通じて、郷土愛を醸成
する。

白石市地球温暖化対策実行
計画（事務事業編）に基づく取
組の推進

「第３次白石市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」に
基づき、市施設の温室効果ガス排出量を令和12年度までに
平成25年度比2,248t-CO2/年削減することを目指す。

23

24

25

○



令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業等 事業等の概要 担当課
事業費（千円）

（上段：予算額　下段：決算額） 事業の
寄与度

今後の
方向性

総合
戦略

国土
強靭化

重点
事業

№

　　６－２－２　下水道事業による水質保全

309,000 293,000 265,000

293,754 271,271 312,039

84,000 26,000 39,000

73,213 19,677 15,810

8,247 8,247 2,283

2,667 6,258 2,283

　　６－２－３　公害対策・放射能対策

1,800 1,155 1,122

1,298 1,155 1,122

781 517 561

781 517 561

90 90 -

0 0 -

1,353 1,330 940

1,184 1,194 817

844 844 844

147 142 724

112,906 3,697 3,861

108,766 3,363 3,194

上下水道事業所

上下水道事業所Ａ
公共下水道の地域を対象に接続率の向上を図り、また効果
的な施設の管理運営に務める。

36

37

30 ○ 公共下水道事業

○公共下水道、農業集落排水への接続率の向上、効果的な施設の管理運営に努めるとともに、下水道区域外での※合併浄化槽の設置を促進しま
す。

Ｄ 終了・廃止

現状維持

地盤沈下の状況を把握するため、地下水位調査を実施す
る。

農業集落排水事業
越河地区を対象に接続促進の啓蒙活動等を実施し、農業
生産の増大と生活環境の向上を図る。

統合・縮小

公共用水域水質検査業務

現状維持

上下水道
事業所・市民
生活課

放射能対策事業
放射能に対する市民の不安を軽減するため、食品等の放
射能測定や市内公共施設の空間放射線量の測定を実施す
る。

市民生活課

地下水位測定業務
【令和4年度廃止】

河川水質を監視するため、公共用水域水質調査を実施す
る。

市民生活課

Ｂ 拡大・拡充

市民生活課

自動車騒音面的評価システム
整備業務

騒音規制法に基づく自動車騒音の常時監視を行う。

Ｂ 現状維持

Ｂ

放射能に汚染された廃棄物の処理や保管場所の確認等を
行う。

放射能汚染対策事業 現状維持

放射線量低減対策事業 除染廃棄物仮置場や埋設箇所の維持管理を行う。

● 拡大・拡充

○事業活動や工事、開発行為は、公害の防止に努め、適切な対策を行うよう指導します。
○空間放射線量のモニタリングを継続するとともに、除染廃棄物の埋設箇所と仮置場の維持管理を行います。

合併処理浄化槽の設置・整備
事業

公共下水道・農業集落排水の処理区域外の生活排水の処
理を適切に行なうため、合併浄化槽を設置する者に補助金
を交付する。

Ｂ 現状維持

31 ○ Ｂ

34

35

32

33

38

Ｂ

市民生活課

Ｂ 市民生活課

市民生活課



令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業等 事業等の概要 担当課
事業費（千円）

（上段：予算額　下段：決算額） 事業の
寄与度

今後の
方向性

総合
戦略

国土
強靭化

重点
事業

№

　　６－２－４　マナー・モラルの改善と向上

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

　　６－２－５　循環型社会の推進

4,071 4,448 3,790

3,529 3,577 3,189

　　６－２－６　空き家対策の推進

935 0 366

935 0 0

　６－３　道路・公共交通の整備

　　６－３－１　スマートインターチェンジの整備・活用推進 重点戦略　４

34,277 64,628 183,248

33,286 59,503 165,105

Ｂ

白石市空き地の適正管理に関する条例に基づき、管理不
全な空き地の適正な管理（雑草の繁茂等）を指導すること
で、生活環境の保全や防災並びに防犯の向上を図り、安全
で安心な魅力ある地域社会の実現に寄与する。

Ｂ

●

まちをきれいにリサイクル運動
報償金

白石市空家等対策計画

○空き家の現地調査などにより、市内の空き家の現状把握に努め、状況に応じた対策を検討・実施します。
○空き家バンクのシステムを活用し、空き家などの活用・流通を促進します。

○既存の高速交通網に加え、スマートインターチェンジの整備を推進し、高速道路の利便性向上による物流の効率化、緊急車両のアクセス向上、観
光振興などを推進します。

空家等対策の推進に関する
特別措置法

現状維持

白石市空き地の適正管理に
関する条例

○ごみ分別の徹底及び適正な排出方法の啓発などにより、家庭ごみの排出量の削減に努めます。
○事業活動で生じる廃棄物の抑制と再利用などを図ることで、廃棄物の減量に努め、適正に処理するよう指導します。

43 ○ ○
スマートインターチェンジ整備
事業

地域活性化の起爆剤としてスマートインターチェンジの整備
を行う。東北道本線から料金所までをネクスコ東日本が整
備し、料金所から接続道路までを市が整備する。

●

42
国・県・市町村・所有者や管理者それぞれの責務を定め、空
家等の対策を総合的に推進する。

適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等
の地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしていることに
鑑み、地域住民の生命、身体または財産を保護するととも
に、その生活環境の保全を図り、あわせて空家等の活用を
促進する。

「まちをきれいにリサイクル運動報償金交付事業」を実施す
ることで、廃棄物の減量化と資源の有効活用を図るととも
に、地域のコミュニティづくりに寄与する。

●

41 市民生活課

40

39

○ポイ捨て禁止や不法投棄防止、ペットのフンの適正処理など環境保全に関するマナーの啓発を強化します。
○管理不全な空き地や空き家の所有者に対し、適正な管理を指導します。
○家庭ごみの分別を徹底し、収集日、収集時間のルールの普及に努めます。

現状維持

SIC・企業立
地推進室

Ａ

現状維持Ｓ

現状維持

Ｂ 業務改善

建設課

市民生活課

建設課



令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業等 事業等の概要 担当課
事業費（千円）

（上段：予算額　下段：決算額） 事業の
寄与度

今後の
方向性

総合
戦略

国土
強靭化

重点
事業

№

　　６－３－２　道路施設の戦略的管理及び地域協働維持の推進

300 0 0

297 0 0

217,791 74,870 485,526

217,791 74,870 484,427

21,200 20,700 24,800

15,345 16,790 19,914

9,000 0 0

7,319 0 0

　　６－３－３　安心して通行できる道路整備の推進

70,755 54,740 27,250

70,755 54,740 27,077

2,000 50,727 9,000

2,000 50,727 4,909

7,120 7,042 7,000

7,120 7,042 6,650

現状維持

Ｂ 現状維持 建設課

国が定める統一的な基準により、５年に１度、近接目視によ
る点検の実施と統一的な尺度での健全度の判定区分を４
区分に設定し診断を行い、その結果を踏まえ橋梁長寿命化
修繕計画を策定。橋梁長寿命化修繕計画に基づき予防保
全の修繕工事を計画的に実施する。

道路メンテナンス事業

〇老朽化する道路施設の点検や早期の修繕に取り組み、維持管理費の低減を図り、安全で安心して利用できる道路を次世代に継承します。
〇市民と行政の協働による道路維持管理の推進を図ります。

●
しろいしサンキューロードプロ
グラム

管理道路の一定区間において、清掃や緑化作業などの美
化活動等を定期的に行い、良好な道路環境づくりに積極的
に取り組むボランティア団体等を認定し、必要な援助等を行
う。

47

45

50

49

46

林道橋定期点検において、橋梁の健全度がⅢ判定（早期措
置段階）と確認された林道橋について、安全かつ円滑な交
通を確保するため修繕工事を実施する。

○

● ○

●

● ○ 社会資本整備事業

○

市道等改良事業

● Ｂ 現状維持

Ｂ

建設課

現状維持

建設課

44

48

林道事業

交通安全施設設置工事
地区住民要望や道路巡視により必要と判断された、道路反
射鏡やガードレール、区画線などを整備し、安心して通行で
きる安全な道路の確保を目指す。

現況幅員が狭隘なため緊急車両の通行に支障を来してい
ことから、現道を拡幅整備し、地域住民の安心安全の確保
する。

道路施設の機能保全のため、緊急度や優先度の高い路線
を選定し整備を実施する。

Ｂ

将来的なコスト縮減を勘案した合理的な維持管理を図るた
め、予防保全の舗装修繕を実施し、ライフサイクルコストの
縮減と道路利用者の安全かつ円滑な交通を確保するため
修繕工事を実施する。

長寿命化事業

○少子高齢化や激甚化する災害など、様々なリスクに対応する強靭で安全・安心な道路整備を計画的に実施します。

●

建設課

建設課

Ｂ

Ｃ

建設課

現状維持

建設課

Ｂ

現状維持

現状維持



令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業等 事業等の概要 担当課
事業費（千円）

（上段：予算額　下段：決算額） 事業の
寄与度

今後の
方向性

総合
戦略

国土
強靭化

重点
事業

№

　　６－３－４　利便性の高い公共交通網の確保

80,007 81,343 104,456

79,870 80,210 103,512

1,947 1,962 1,947

1,740 1,725 1,823

　　６－３－５　住民主体の移動・外出サービスの検討・整備

18,271 17,689 18,384

12,751 13,648 13,114

0 0 550

0 0 550

1,744 1,806 1,693

1,177 1,345 1,356

　６－４　魅力ある都市空間の整備

　　６－４－１　地域特性を生かした市街地整備

0 0 0

0 0 0

○既存の公共交通では対応できない山間地域などは、地域住民が主体的に検討、運営、維持する新たな移動・外出サービスの整備を検討します。

○都市計画決定から長期にわたって整備が行われていない都市計画道路を対象に、その必要性や実現性などを見直し、都市計画道路の整備を推
進します。

高齢者等地域ささえ愛互助活
動支援事業

社会福祉協議会へ委託。活動援助員を配置し、有償ボラン
ティアによる生活支援サービス（家事・移動サービス）を行っ
ている。

市民バスや乗合タクシーで市内全域の交通をカバーするこ
とは、難しいことから、地域自ら検討、運営、維持していくた
めの仕組みづくりやその運営を担う組織づくりなどをまちづ
くり協議会などと検討する。

乗合タクシー運行事業

移動手段を持たない高齢者等の交通手段を確保し、市民の
買い物、通院等の外出を支援するため、白石市タクシー事
業団の小型タクシーにより緑ヶ丘線や小久保平線の２路線
を運行する。

生活支援体制整備事業

● ○ ○ 白石市都市計画道路見直し Ａ 現状維持

長寿課

拡大・拡充

まちづくり推進課

長寿課

現状維持

都市創造課

現状維持

現状維持

現状維持Ｂ

Ｂ

56

地域主体の公共交通体制の
構築

55

●

53

市民の通院・買い物・通学など日常生活の外出をサポート
するため、市内を放射状に８路線と中心市街地循環便の計
９路線を運行する。

54

52

○市民バス・乗合タクシーの利用実績や市民ニーズを調査・分析し、市民ニーズに合った運行に努めます。
○バスに親しみながらバスの乗り方や公共マナーを学ぶ教室を開催し、市民バスや路線バスの利用促進を図ります。

まちづくり推進課

まちづくり推進課Ａ

Ｂ

51 Ａ
市民バス運行管理事業（中心
市街地循環便を含む）

本市の都市計画道路全13路線のうち、全て完成している路
線は４路線であり、他９路線は概成済みであるが、未整備
区間がある状況となっている。このうち、整備予定や整備中
の路線、区間を除くと７路線８区間については、整備の方向
性等が定まってない状況であることから、これらの路線につ
いて、宮城県のガイドラインに沿って見直しを行う。

社会福祉協議会へ委託。市内全域と日常生活圏域ごとに
生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）や協議体
を設置し、地域資源の発掘、地域ニーズの把握、ニーズと
サービスのマッチング等を行い、生活支援サービスの充実
を図るとともに地域における支え合いの体制づくりを推進す
る。



令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業等 事業等の概要 担当課
事業費（千円）

（上段：予算額　下段：決算額） 事業の
寄与度

今後の
方向性

総合
戦略

国土
強靭化

重点
事業

№

　　６－４－２　美しい景観の形成 重点戦略　３

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

　　６－４－３　市民協働による緑化の推進

1,063 1,063 1,049

1,049 1,049 1,001

　　６－４－４　計画的な土地利用の推進 重点戦略　３

0 0 0

0 0 0

○仙南地域が有する蔵王連峰や白石川、阿武隈川などのすばらしい景観を守り、つくり、育てていくため、宮城県など関係機関と連携して「仙南地域
広域景観計画」に基づき、美しい景観の形成に努めます。

○利用者が快適で安全・安心に利用できるような公園や緑地の施設機能の確保を図ります。
○安全・安心で快適に、そして緑豊かな都市環境を形成するために、地域の特性を生かした特色ある公園や緑地の整備を推進するとともに、既存の
公園の安全確保や長寿命化を図るため、市民との協働による公園管理や緑化活動に取り組みます。

現状維持 都市創造課

都市創造課

Ａ 都市創造課現状維持

Ａ 現状維持

59 公園愛護会の育成

○ 仙南地域広域景観計画

仙南地域広域景観マスタープランの考え方を踏まえ、仙南
地域広域景観計画による緩やかな景観コントロールが必要
な地区について、地区別の景観形成方針や景観形成基準
を整理することで、仙南地域が一体となって取り組む景観形
成の契機とし、「仙南地域らしさ」を象徴する良好な景観の
保全・形成を図る。

57 ●

58 景観条例の制定
市の景観形成に関し基本となる事項等を定めることにより、
本市の良好な景観を守り育むことで、市民らが愛着と誇りを
感じ、来訪者の心に残る景観の保全・創造を図る。

地域団体による街区公園・緑地の維持管理の推進を図る。

都市創造課現状維持60 Ａ計画的な土地利用の推進
国土利用計画法や国土利用計画に基づき、土地の総合的
かつ計画的な利用を図ることで、有効な土地利用の推進を
図る。

Ａ

○白石市開発事業指導要綱に基づき、市内の無秩序な開発を防止し、環境保全を図るために適正な開発行為の指導を行います。
○再生可能エネルギー発電施設は、設置場所及び周辺地域における災害防止とともに、良好な自然環境・生活環境の保全に努めるよう、適正な指導
を行います。


